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第１章 包括外部監査の概要 

１ 外部監査の種類 

地方自治法（以下「自治法」という）第２５２条の３７第１項及び第２項に

基づく包括外部監査  

２ 監査の対象 

 （１）対象事項（選定した特定の事件）  

岡山県備前県民局、同備中県民局及び同美作県民局が所管する行政の財務に

関する事務の執行について  

 （２）対象箇所  

対象事項に関係する全部局及び地域事務所  

 （３）平成２１年度。ただし、必要に応じて平成２０年度以前も監査の対象とす

る。  

３ 監査の実施期間 

   平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで  

４ 監査の体制 

  包括外部監査人  弁 護 士  大 土   弘  

  同 補 助 者  弁 護 士  井 上 雅 雄  

  同 補 助 者  弁 護 士  市 本 昭 彦  

  同 補 助 者  弁 護 士  有 田 玲 子  

  同 補 助 者  公認会計士  和 田 治 郎  

  同 補 助 者  公認会計士  鳥 越 貞 成  

５ 利害関係 

包括外部監査人及び各補助者は、いずれも監査の対象とした事件について自

治法第２５２条の２９に規定する一切の利害関係を有していない。  

６ 特定事件の選定の理由 

岡山県は、昭和４９年、総合的な出先機関として９地方振興局を設置した。

その後、社会経済状態が大きく変化したことに伴い、新しい時代に対応した真

に効率的な行政体制の確立を目指して、平成１７年から再編を開始し、平成２

１年４月、３県民局に地域事務所を設置することを内容とする再編が完了した。  
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上記再編完成後１年が経過したため、同再編が当初の目的をどの程度達成し

ているのかは県民にとって関心の大きいものと思われる。  

そこで、３県民局が所管する行政の財務について合理性、経済性、効率性の

観点から監査を行うことが有意義であると考えた。  
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第２章 備前・備中及び美作県民局（以下「３県民局」という）の

概要（平成２１年度） 

１ ３県民局の所管区域 

 （１）３県民局の所在地  

   ア 備前県民局    岡山市北区弓之町６－１  

     東備地域事務所  和気郡和気町和気４８７－２  

   イ 備中県民局    倉敷市羽島１０８３  

     井笠地域事務所  笠岡市六番町２－５  

     高梁地域事務所  高梁市落合町近似２８６－１  

     新見地域事務所  新見市高尾２４００  

   ウ 美作県民局    津山市山下５３  

     真庭地域事務所  真庭市勝山５９１  

     勝英地域事務所  美作市入田２９１－２  

 （２）３県民局の所管区域  

 

所　　　　　管　　　　　区　　　　　域
（　地　域　事　務　所　は　担　当　区　域　）

市町村数
（k㎡）
面　積
（％）

（人）
人　口
（％）

　岡山市、玉野市、備前市、瀬戸内市、
　赤磐市、和気町、吉備中央町

7 1,899.69
（26.73）

916,674
（46.8）

東 備 　備前市、赤磐市、和気町

　倉敷市、笠岡市、井原市、総社市、高梁市、
　新見市、浅口市、早島町、里庄町、矢掛町

10 2,463.31
（34.67）

788,993
（40.3）

井 笠 　笠岡市、井原市、浅口市、里庄町、矢掛町

高 梁 　高梁市

新 見 　新見市

　津山市、真庭市、美作市、新庄村、鏡野町、
　勝央町、奈義町、西粟倉村、久米南町、
　美咲町

10 2,743.08
（38.60）

251,597
（12.9）

真 庭 　真庭市、新庄村

勝 英 　美作市、勝央町、奈義町、西粟倉村

27 7,106.08
（100.0）

1,957,264
（100.0）

人口は、平成17年国勢調査結果（平成17年10月1日現在）
面積は、国土交通省国土地理院調べ（H20.10.1現在）による。
ただし、児島湖（7.13k㎡）は含まず、玉野市（103.63k㎡）については推定している。

局　　　　　　別

備 前 県 民 局

備 中 県 民 局

美 作 県 民 局

岡 山 県 計
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２ ３県民局の組織、所管事務及び配置人員 

 （１）３県民局の組織と所管事務  

   ア 備前県民局の組織と所管事務  



5 

 

 

 

協働施策の推進、消費生活、コミュニティ、公聴広報、男女共同参画、青少年育成、安全・

安心、市町村連絡調整、中山間地域対策、土地対策、国際交流、観光振興、人権啓発、

危機管理、消防防災、文化振興、スポーツ振興等

不動産取得税課

企画調整情報課

東備地域保健課

（健康福祉部担当）

(備前保健所長）

農畜産物生産課

農地農村計画課

農地農村整備第一課

農地農村整備第二課

東備地域森林課

家畜病性鑑定課

港湾施設の維持管理等

旭川ダム、鳴滝ダム、竹谷ダム、河平ダムの洪水調整等ダム操作、施設の点検整備等

家畜の防疫、衛生指導、獣医事等

家畜の病性鑑定、ＢＳＥ・飼料の検査等

道路等の占用許可、砂利・岩石採取計画等の認可、河川・港湾・漁港管理、建設業許可

証明、経営事項審査、防災・水防計画、建築確認等

道路・橋梁・河川・港湾・ダム工事の調査・設計・監督等

（工務第三課は玉野市に駐在）

別記

別記

別記

別記

東備地域建設課

東備地域事業推進室

岡山港管理事務所

宇野港管理事務所

工 務 第 二 課

児島湖流域下水道事業、浄水センター維持管理等

土木工事の進行管理、設計審査、技術指導等

管理道路の保全・管理（維持補修・災害初動対応）等

土木工事用地の評価・取得・補償等

港湾施設の維持管理等

治山・林道、造林等

農業技術指導、農業経営指導、農村生活指導、就農相談、農業者育成等

別記

別記

別記

児島湖流域浄水班

各種税金の徴収、滞納処分、差押物件の換価、大口滞納対応等

直 税 課 個人・法人県民税、個人・法人事業税の賦課、自動車税の減免等

不動産取得税の賦課等

次長

【県民局の出先事務所】

工 務 第 三 課

美作岡山間道路建設班

農業制度資金、地産地消県民運動、担い手の確保・育成対策、農地調整、農業委員会、

農業振興計画等

農産物等の生産・流通、肥料・農薬販売者等の検査、畜産振興、畜産環境保全等

団体営土地改良事業、小規模土地改良事業、農地海岸保全、災害復旧事業等

県営かんがい排水事業等

林業技術普及、保安林・林地開発規制、狩猟、自然公園等

経営体育成基盤整備事業、ため池等整備事業、湛水防除事業、農業用河川工作物応急

対策事業、県営かんがい排水事業等

軽油引取税（免税軽油）、産業廃棄物処理税、ゴルフ場利用税の賦課及び調査等

各種計画の策定、地域の保健・医療・福祉に関する企画立案、健康危機管理対策等

（備前保健所東備支所）

社会福祉法人・施設等の指導監査、介護保険、高齢者保健福祉、障害者自立支援施策等

生活保護、身体・知的障害者施策、児童・母子・寡婦福祉業務等

食品衛生検査、環境検査、生活衛生検査、食中毒検査、感染症検査等

母子保健、健康増進、結核・感染症・難病対策、生活習慣病予防、精神保健福祉、医療

機関の指導監督等

食品関係施設等の許可・監視指導・食中毒防止対策、薬務関係の許可・監視指導、献血

の推進、生活衛生関係施設等の許可・監視指導等

別記

地 域 防 災 監

地 域 政 策 部 協 働 推 進 室

岡山家畜保健衛生所

滞 納 整 理 課

家畜保健衛生課

健 康 福 祉 課

税 務 部

健 康 福 祉 部

収 税 課

収 納 管 理 課

（県税相談コーナー）

農 業 振 興 課

検 査 課

福 祉 振 興 課

保 健 課

森 林 整 備 課

森 林 企 画 課

【県民局が統轄する出先事務所】

（備前保健所）

間 税 課

衛 生 課

建 設 部

農林水産事業部

税務広報、窓口業務（収納、納税証明）、税務関係諸団体、徴収金の収納管理、督促状

発付等

各種税金の徴収

局長

（地域政策部長）

人事、選挙、公文書公開窓口、庁舎管理、経理、入札、工事関係の契約等

別記

産廃許可・監視、一廃・リサイクル指導、浄化槽、水質・大気保全、有害化学物質対策、

地球環境保全、景観対策、墓地、公害苦情等
環 境 課

総 務 課

次長

（県民相談コーナー）

東備地域総務課

東備地域農地農村整備室

岡山農業普及指導センター

東備農業普及指導センター

建 設 企 画 課

維 持 補 修 課

用 地 課

工 務 第 一 課

管 理 課

旭川ダム統合管理事務所

八塔寺川ダム管理事務所
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土木工事用地の評価・取得・補償

土木工事の進行管理、設計審査、

道路・橋梁・河川・港湾工事の調査・設計・監督等

八搭寺川ダムの洪水調整等ダム操作、施設の点検整備等八塔寺川ダム管理事務所

【県民局の出先事務所】

道路の占用許可、砂利・岩石採取計画等の認可、河川・港湾・漁港管理、屋外広告物取締

等

美作岡山間道路建設班 美作岡山間道路の整備

東備地域建設課

東備地域事業推進室

東備農業普及指導センター

建 設 部

東備地域農地農村整備室

東備地域森林課

湛水防除事業、防災ダム事業、ため池等整備事業、国営造成施設県管理補助事業、広域

営農団地農道整備事業、一般農道整備事業

林業技術普及、造林、保安林・林地開発規制、自然保護、自然公園等

農業技術指導、農業経営指導、農村生活指導、就農相談、農業者育成等

東備地域保健課

（備前保健所東備支所）

農林水産事業部

母子保健、健康増進、生活習慣病予防、結核・感染症・難病対策、精神保健福祉等

（健康福祉部担当）

(備前保健所長）

（備前保健所）

次長 健 康 福 祉 部

人事、公文書公開窓口、防災・危機管理、庁舎管理、経理、入札、工事関係の契約等、

環境監視、産業廃棄物監視、県税の収納、納税証明等
東備地域総務課局長 次長

（地域政策部長）

地 域 政 策 部

機構及び分掌事務（東備地域）
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   イ 備中県民局の組織と所管事務  

 

地域政策部 協働推進室

【地域事務所】

総   務   課 人事、予算経理、入札など （井笠・高梁・新見）

協働の推進に係る企画立案・総合調整、コミュニティ、交通安全、

男女共同参画、青少年健全育成、市町村連絡調整、公聴広報、土地対策、

国際交流、観光振興、人権同和施策、防災・危機管理対策、

安全・安心まちづくり、スポーツの振興など

地 域 総 務 課

環   境   課 環境施策の企画立案、総合調整、環境監視・指導・調査、廃棄物、

浄化槽、水質・大気汚染防止、墓地埋葬、公害苦情など

税   務   部 収納管理課 県税の収納、納税証明など

収   税   課 各種税の徴収など

滞納整理課 滞納処分など

課   税   課
各種税の賦課など

農林水産事業部 農業振興課 農林関係制度資金、地産地消県民運動、担い手の確保育成対策、

農業振興地域整備計画など

地域保健課（井笠・新見）

備中県民局 不動産取得税課

健康福祉部 企画調整情報課 保健・医療・福祉施策の企画立案・総合調整、健康危機管理対策、

情報収集など

健康福祉課 社会福祉法人・施設等の指導監査、介護保険・高齢者福祉施策など

福祉振興課 身体・知的障害者施策、福祉事務所業務、児童・母子福祉業務など

保   健   課 医療機関の指導監督、母子保健・老人健康対策、精神保健対策、

感染症・結核対策、難病対策など

備北保健課（高梁のみ）

森林企画課 林業技術普及、森づくりの推進、保安林、林地開発規制、狩猟、

自然公園など

地域農地農村整備室

衛   生   課 医薬品・食品関係施設等の指導監視・許可登録など

備北衛生課（高梁のみ）

農畜産物生産課 農産・畜産振興、畜産環境保全など

農地農村計画課 県営・団体営土地改良事業、農地・水・環境保全向上対策、

小規模土地改良事業、農地海岸保全、地すべり防止、災害復旧事業など農地農村整備課

地 域 森 林 課

森林整備課 造林・間伐、治山・林道事業など

農業普及指導センター

建   設   部 管   理   課 公共土木施設（道路・河川・砂防設備など）の管理、屋外広告物許可、

建築確認など

農業普及指導センター 農業技術指導、経営指導、就農相談、担い手育成、産地や

地域特産物の育成支援など

建設企画課 土木工事の進行管理、設計審査、技術指導など

維持補修課 公共土木施設の保全（維持補修など）

用   地   課 土木工事用地の評価・取得・補償など

工務第一課
道路・橋梁・河川・港湾・ダム工事の調査・設計・監督など

工務第二課

（県民局の統轄出先機関）

備中保健所 備中保健所井笠支所

地 域 建 設 課

地域事業推進室

水源地域整備班（新見のみ）

（県民局の出先事務所）

水　島　港　湾　事　務　所 港湾等の管理及び維持補修、土木工事の企画・

設計審査、重要港湾及び地方港湾の改修等

備北保健所 備北保健所新見支所

家畜保健衛生所（井笠・高梁）

楢 井 ダ ム 管 理 事 務 所 ダム管理

高梁川ダム統合管理事務所 ダム管理
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   ウ 美作県民局の組織と所管事務  

 産地指導第二班

産地指導第二班

実 証 班
勝英農業普及

経営・担い手班
指導センター

産地指導第一班

真庭農業普及
産地指導第二班 経営・担い手班

指導センター
産地指導第三班 産地指導第一班

真庭地域森林課

森 林 整 備 課 第 一 班
勝英地域森林課

第 二 班

治 山 班
津山農業普及

経営・担い手班
指導センター

産地指導第一班

第 二 班
勝英地域農地

農 村 整 備 室
森 林 企 画 課 林 業 振 興 班

森 林 保 全 班

畜 産 第 一 班

畜 産 第 二 班

農地農村計画課 第 一 班

第 二 班

農地農村整備課 第 一 班

農林水産事業部 農 業 振 興 課 農 政 振 興 班

農 地 調 整 班

農畜産物生産課 農 産 班

保 健 対 策 班
真 庭 衛 生 課

検 査 課 理化学検査班

微生物検査班
家庭児童相談室

保 健 対 策 班

心の保健福祉班

真 庭 保 健 課 地 域 保 健 班

保 健 対 策 班

衛 生 課 食 品 衛 生 班
勝英地域保健課 地 域 保 健 班

生活衛生・医薬班

福 祉 振 興 課 生 活 保 護 班

障 害 福 祉 班

子育て支援班

保 健 課 地 域 保 健 班

（健康福祉部担当）
健 康 福 祉 課 指 導 班

（美作保健所長）
長寿社会対策班

事 業 者 班

不動産課税班

次長 健 康 福 祉 部 企画調整情報課

環 境 課 環 境 保 全 班

税 務 部 収 税 課 収 税 第 一 班

局長

地 域 防 災 監

次長

地 域 政 策 部 協 働 推 進 室 企 画 班

収 税 第 二 班

収 税 第 三 班

課 税 課 事 業 課 税 班

（地域政策部長）

勝英地域総務課 総 務 班
廃棄物対策班

振 興 班

総 務 課 総 務 班

経 理 出 納 班

真庭地域総務課 総 務 班
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工 務 第 一 班 工 務 第 一 班
美 作 岡 山 間

工 務 第 二 班 工 務 第 二 班
道 路 建 設 班

工 務 第 三 班 工 務 第 三 班

維 持 補 修 班 維 持 補 修 班

真 庭 地 域 勝 英 地 域
審 査 班 審 査 班

事 業 推 進 室 事 業 推 進 室
用 地 班 用 地 班

産地指導第二班 産地指導第二班

実 証 班

真庭地域建設課 管 理 班 勝英地域建設課 管 理 班

真庭地域森林課 勝英地域森林課

真庭農業普及 勝英農業普及
経営・担い手班 経営・担い手班

指導センター 指導センター
産地指導第一班 産地指導第一班

保 健 対 策 班 保 健 対 策 班
真 庭 衛 生 課 勝英地域農地

農 村 整 備 室
畜 産 第 二 班

真庭地域総務課 総 務 班 勝英地域総務課 総 務 班

真 庭 保 健 課 地 域 保 健 班 勝英地域保健課 地 域 保 健 班

次長 真 庭 保 健 所

（真庭保健所長）

【参考】　各地域事務所の状況

真庭地域事務所 勝英地域事務所

【局統轄出先機関】

真庭家畜保健衛生所

津山家畜保健衛生所

木材加工技術センター

美 作 保 健 所 勝 英 支 所

津川ダム管理事務所 工 務 第 一 班
美 作 岡 山 間

工 務 第 二 班
道 路 建 設 班

工 務 第 三 班

工 務 第 二 班

工 務 第 三 班
湯原ダム管理事務所

勝 英 地 域
審 査 班

事 業 推 進 室
用 地 班

真 庭 地 域
【局出先事務所】 審 査 班

事 業 推 進 室
用 地 班

黒木ダム管理事務所
工 務 第 一 班

真庭地域建設課 管 理 班

第 二 班 維 持 補 修 班

工 務 第 三 課 第 一 班
勝英地域建設課 管 理 班

第 二 班
維 持 補 修 班

維 持 補 修 課

用 地 課

工 務 第 一 課 第 一 班

第 二 班

工 務 第 二 課 第 一 班

建 設 部 管 理 課 管 理 班

建 築 指 導 班

建 設 企 画 課
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 （２）３県民局の組織別職員現員数  

   ア 備前県民局の組織別職員現員数  
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   イ 備中県民局の組織別職員現員数  

 

 

 

  

（ア）　備中県民局

内訳 

 部課所名

協 働 推 進 室 2 9 5 3 19 地域防災監含む

総 務 課 1 2 1 3 9 6 22 備中保健所長含む

環 境 課 1 2 7 2 4 16

1 5 31 22 13 72

1 6 48 22 16 1 94 地域事務所担当1除く

1 8 46 31 13 99
本庁定数の参事2含む

新見地域事務所駐在3除く

う ち倉敷農業普及指導ｾﾝﾀｰ 2 6 11 5 24

1 6 25 24 13 3 14 86

本庁定数の参事1含む

市町派遣職員2除く

倉敷市研修生1含む

地域事務所の副部長3除く

1 2 8 27 169 115 68 3 15 408

4 16 11 8 39 本庁定数の参事1含む

1 1 高梁地域事務所に再掲

3 2 6 11 新見地域事務所に再掲

1 2 8 31 189 128 82 3 15 459

（イ）　井笠地域事務所

内訳 

 部課所名

1 1 1 5 1 9 備中保健所井笠支所長含む

1 7 7 2 1 18

10 4 1 15

4 18 11 7 3 6 49
本庁定数の参事1含む

備中局定数の副部長1含む

1 6 36 27 11 3 7 91

1 13 8 3 3 28

1 7 49 35 14 3 10 119

計

主事・
技師

井笠農業普及指導ｾﾝﾀｰ

合　　　　計

地 域 総 務 課

合　　　　計

地 域 保 健 課

地域農地農村整備室
地 域 森 林 課

地 域 建 設 課
地 域 事 業 推 進 室

備考

現員数

局長 次長
部長
課長
室長

副部長
課長
所長
参事

主任

現員数

備考地域事務

所長

副部長
所長
課長
室長
参事

課長
室長

副課長
副参事
主幹

主任
主任

技術員
技術員 計

税 務 部

健 康 福 祉 部

農 林 水 産 事 業 部

高梁川ダム統合管理事務所

楢井ダム管理事務所

水 島 港 湾 事 務 所

計

建 設 部

主事・
技師

主任
技術員

技術員 計

地

域

政

策

部

課長
副参事
主幹
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（ウ）　高梁地域事務所

内訳 

 部課所名

1 1 1 4 2 9 備北保健所長含む

2 8 6 4 20 備中局定数の副参事1含む

6 3 3 12

4 12 10 3 12 41
本庁定数の参事1含む

備中局定数の副部長1含む

1 7 27 23 12 0 12 82

1 8 5 1 15

1 1

1 8 36 28 13 0 12 98

（エ）　新見地域事務所

内訳 

 部課所名

1 1 4 2 8

5 2 2 9

9 6 2 17
備中局定数3（畜産第二班）

含む

5 14 8 9 1 9 46
本庁定数の参事1含む

備中局定数の副部長1含む

1 5 29 20 15 1 9 80

1 8 4 1 14

3 2 6 11

1 6 40 26 22 1 9 105

（オ）　家畜保健衛生所

内訳 

 部課所名 所長
副参事
主幹

主任 技師
主任

技術員
技術員 計

1 4 4 1 10

1 4 3 1 9

2 8 7 2 0 0 19

高梁家畜保健衛生所

合　　　　計

井笠家畜保健衛生所

計

新見農業普及指導ｾﾝﾀｰ

高梁川ダム統合管理事務所

合　　　　計

現員数

備考

技術員 計

地 域 総 務 課

地 域 保 健 課

地域農地農村整備室
地 域 森 林 課

地 域 建 設 課
地 域 事 業 推 進 室
水 源 地 域 整 備 班

現員数

備考地域事務

所長

副部長
所長
課長
室長
参事

課長
室長

副課長
副参事
主幹

主任
主事・
技師

主任
技術員

地域農地農村整備室
地 域 森 林 課

地 域 建 設 課
地 域 事 業 推 進 室

計

高梁農業普及指導ｾﾝﾀｰ

合　　　　計

楢井ダム管理事務所

備考地域事務

所長

副部長
所長
課長
室長
参事

課長
室長

副課長
副参事
主幹

主任
主事・
技師

主任
技術員

技術員 計

備北保健課・衛生課

現員数

地 域 総 務 課
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   ウ 美作県民局の組織別職員現員数  

 

 

 

  

局長
次長
所長

部長

課長、所長

地域防災監

副部長、所

長、課・室

長、参事

課長
副参事

主幹 主任
主事
技師

再任用 技術員 計

地 域 政 策 部 1 2 3 3 5 14 9 15 52

税 務 部 1 3 4 11 5 6 1 31

健 康 福 祉 部 1 6 24 19 20 21 1 92

農 林水 産事 業部 1 8 28 20 44 18 119

建 設 部 1 6 13 10 20 21 18 89

計 1 2 7 26 74 74 98 81 2 18 383

地 域 政 策 部 1 1 1 5 2 10

健 康 福 祉 部 2 7 2 2 5 18

農 林水 産事 業部 1 7 5 13 4 1 31

建 設 部 4 6 4 6 14 12 46

計 1 1 7 21 11 26 25 13 105

地 域 政 策 部 1 1 3 3 8

健 康 福 祉 部 1 6 3 2 12

農 林水 産事 業部 1 11 5 7 3 27

建 設 部 5 5 5 15 9 9 48

計 1 7 23 10 28 17 9 95

1 2 3

1 1 2 4

1 1

1 2 2 4 9

2 1 1 8 3 15

2 2 1 1 6

1 3 9 45 126 99 168 128 2 40 621

木材加工技術センター

総　　　　計

美
作
県
民
局

真
庭
地
域
事
務
所

勝
英
地
域
事
務
所

津川ダム管 理事 務所

津山家畜保健衛生所

真庭家畜保健衛生所

黒木ダム管 理事 務所

湯原ダム管 理事 務所
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   エ ３県民局の合計配置人員  
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   オ 地方振興局（平成１６年４月１日）の合計配置人員  

 

 

 

 

 

 

（平成16年4月1日）

総
務
振
興
課

県
民
環
境
課

計

岡　山 32 11 43 83 80 74 192 472 12 484

東　備 22 8 30 15 48 35 61 189 2 191

倉　敷 28 10 38 52 50 36 79 255 44 299

井　笠 22 8 30 17 51 35 63 196 － 196

高　梁 20 6 26 12 43 46 44 171 3 174

阿　新 22 6 28 29 38 52 147 9 156

真　庭 21 6 27 37 42 58 164 3 167

津　山 30 11 41 26 74 60 82 283 1 284

勝　英 23 8 31 9 38 41 60 179 － 179

計 220 74 294 214 450 407 691 2,056 74 2,130

合　計

①＋②

　　　部　別

局　別

管    理   部    門

総  務  振  興  部
税
　
務
　
部

健
康
福
祉
部

農
林
水
産
事
業
部

建
　
設
　
部

局人員

①

局出先

事務所

人　員

②
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第３章 ３県民局への再編整備の経緯 

１ 地方振興局の設置 

   岡山県は、昭和４９年７月、地域の特性に応じながら、地域住民に密着した総

合的で効率的な行政を推進するため、それまで県下各地域に数多く点在していた

縦割りの単独事務所のうち、県税事務所、福祉事務所、労政事務所、農林事務所、

農業改良普及所、土木事務所など、地域の基幹的な出先機関を９つの生活圏ごと

に整備・統合した地方振興局を設置した。  

   以来、地方振興局は、総合的な出先機関として地域の振興発展に寄与すべく運

営されてきた。  

   しかしながら、岡山県は、①モータリゼーションの急速な浸透や道路網の整備

による生活圏の広域化、通信網の整備による高度情報化、少子・高齢化の進行、

分権型社会への移行、市町村合併の進展など、岡山県を取り巻く社会経済状況が

著しく変化したこと、②環境問題への対応や、県政の目標である「快適生活県」

を実現させるための様々な分野での協働の推進など、新たな課題に対応していく

必要があること、③国・地方を取り巻く厳しい財政状況の中、今まで以上に、限

られた財源を有効に活用し、効率的な行政運営を一層進めていくことが求められ

ていることから、地方振興局の再編整備を行った。  

   そこで、岡山県がどのような経緯を経て地方振興局の再編整備を行ったのかを

概観する。  

２ 地方振興局から３県民局への再編整備の経緯 

 （１）第１次岡山県行財政改革大綱  

    岡山県が地方振興局制度の在り方について検討を始めたのは、平成９年こ

ろからであった。平成９年１１月に発表された岡山県行財政改革大綱（未来を

志向したスリムで活力のある行財政をめざして）において、岡山県は、財政が  
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   危機的な状況にあるという認識 *1の下、行財政改革の基本的な考え方を示し、

それに対応する改革の方策を示した。上記行財政改革の方策の一つとして柔軟

でスリムな行政システムの構築を挙げ、県民に分かりやすい組織の在り方を検

討するとし、地方振興局制度について「発足以来２０年以上にわたって地域振

興に大きな役割を果たしてきたが、中核市制度の施行や地方分権の進展を踏ま

え、今後、所管区域も含めた振興局のあり方を再検討する」と示した。ただ、

この段階は、上記のとおり、具体性に欠ける抽象的な指摘にとどまっていた。  

 （２）第２次岡山県行財政改革大綱  

    岡山県は、第１次行財政改革大綱に基づき行財政改革に取り組んだ結果、財

政の健全化及び柔軟でスリムな行政システムの構築に関し一定の効果が出たも

のの、県財政が、平成１２年度に１３４億円程度、平成１３年度に１２０億円

程度の収支不足が生じると見込まれており、引き続き極めて厳しい状況にある

こと *2等の認識の下、更なる行財政改革を着実に推進することが必要と考え、

上記岡山県行財政改革大綱から２年しか経過していない、平成１１年１１月１

７日、第２次岡山県行財政改革大綱（さらなる行財政改革への取組み）を発表

した。  

    そして、同行財政改革大綱において、重点的な実施が必要な事項の筆頭に地

方振興局の見直しを挙げた。  

                                                      
*1 平成９年１１月に発表された岡山県行財政改革大綱によると、岡山県の財政の現状について以下

のとおり報告されている。  
 ①県債残高の増加  

県債残高が１兆円に近づき、平成８年度決算では公債費比率が２０．１％、起債制限比率が１５．

５％になるなど県債関係の比率が急速に上昇し、全国で最悪の数字になっている。  
 ②財源調整のための基金の減少  
  財源調整のための基金が、ピーク時（平成５年度末）の５６２億円から平成９年度末では１２４

億円になることが見込まれている。  
 ③大幅な収支不足  
  平成９年８月の試算によれば、平成１０年度の収支不足額は３８１億円、今後４年間の収支不足

額の累計は１８４９億円と大幅に拡大し、これが解消されなければ財政再建団体への転落を念頭に

置かざるを得ない規模である。  
*2 第２次岡山県行財政改革大綱によると、平成１１年度の岡山県の財政の現状について以下のとお

り報告されている。  
 ①県税収入の柱である法人関係税がピーク時（平成３年度）のほぼ半分の４９０億円程度にまで減

少する見込み。  
 ②財源調整のための基金の減少  
  ３７億円程度になる見込み。  
 ③収支の均衡  
  人件費を含めた更なる歳出削減による収支の改善のほか、特定目的基金等からの借入、退職手当

債の発行などの臨時、異例の歳入対策により、何とか収支の均衡が図られた。  
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    そこでは、地方振興局の在り方を、①行政の効率化、組織のスリム化、②生

活圏の拡大、広域的行政課題の増大への対応、③地方分権の時代における県と

市町村の役割分担、④情報ハイウェイ等の活用、⑤総合調整機能及び住民サー

ビスの維持の視点から見直すこととし、上記視点から、（１）早期に取り組む

ものと（２）将来の方向性について次のとおり発表した。  

    早期に取り組むものとしては、現行の９局体制を基に、地方振興局内部組織

の見直し *3、出先機関の見直し *4及び事務の整理合理化 *5等を挙げ、将来の方向

性については、地方分権の進展や市町村合併の動きが具体的になる数年の間に

抜本的な見直しを検討するとした。  

    以上のとおり第２次行財政改革大綱では、地方振興局の見直しを具体的に示

したものの、市町村合併が十分進んでいなかったことから、抜本的な見直しは

先送りにされた。  

 （３）第３次岡山県行財政改革大綱  

    岡山県は、平成１５年１１月２０日に決定した第３次岡山県行財政改革大綱

（創造のための改革）において、地方振興局の抜本的見直しを掲げた。  

    第３次行財政改革大綱は新たな行財政改革の取組の必要性について、次のよ

うに述べている。すなわち、第１次及び第２次行財政改革の結果、５５７億円

の歳出削減（平成１５年度における一般財源ベースでの単年度効果）を達成し、

起債制限比率についても低下させることに成功するなど、歳出面では一定の成

                                                      
*3 振興局内部組織の見直しとして、以下の３点を挙げている。  
 ①総務課と振興部の再編  
  総務課を振興部（地域振興室、環境対策室）に統合して総務振興部とし、総務振興部に総務振興

課及び県民環境課を設置する。  
 ②税務部の再編  
 ・阿新局及び真庭局の税務部を廃止し、高梁局、津山局の賦課徴収に係る所管区域をそれぞれ拡大

する。  
 ・岡山局及び倉敷局の税務部の不動産取得税課を強化し、津山局税務部に不動産取得税課を新設し

て、広域的対応を行う。  
③健康福祉部の再編  
 ４局にある検査課のうち、倉敷局、高梁局の検査課を廃止する。  

*4 出先機関の見直しとして以下の２点を挙げている。  
 ①耕地関係３事務所を廃止し、工事箇所を管轄する振興局へ統合する。  
 ②地域保健福祉センター（９センター）を振興局へ統合する。  
*5 事務の整理合理化等として６項目を挙げている。  
 ①本庁と振興局の事務の再分配  
 ②県（振興局）と市町村の事務の見直し  
 ③予算編成に局要望が反映されるシステムの確立  
 ④広域行政推進のための人材育成機能の強化（市町村研修生の受入）  
 ⑤機動的な職員配置の実施  
 ⑥情報公開の推進  
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果を得た。他方、平成１４年から県税収入の大幅減少に加え、地方交付税の抑

制傾向が顕著になるなど歳入の減少に伴う危機へと新たな段階へ向かった。そ

こで、将来にわたった自主的・安定的な県政運営を維持しつつ、岡山県にとっ

て真に必要な施策を推進するため、あらゆる歳出をゼロベースから徹底して見

直すなど財政の健全化を強力に推進する必要性があり、また、予算配分の重点

化・戦略化を図り、持続可能で効率的・効果的な財政運営を確立する必要もあ

ること、さらには、県内各地で市町村合併に向けた取組が進められている状況

を踏まえながら、真の地方分権型社会の実現に向けて、将来の都道府県の在り

方をも視野に入れた分権時代にふさわしい行財政システムの構築を図る必要も

あることから、新たな行財政改革を進めることが必要不可欠であるとしている。

そして、改革の基本的視点として、①地方分権時代における県の役割の見直し、

②時代の変化に対する的確な対応、③県民本位の開かれた県政の推進、④効率

的で質の高い行政運営の推進、⑤持続可能で効率的・効果的な財政運営の推進

を挙げている。  

    上記基本的視点の下、いくつもの改革の具体的取組を挙げているが、その中

の一つに、地方振興局を市町村合併特例法の期限後の平成１７年４月に再編す

ることを挙げている。  

    そこでは、地方振興局が担うべき機能として、①総合出先機関としての機能

（総合調整機能）、②広域行政支援機能、③行政分野ごとの出先機関としての

機能、④住民サービス機能を挙げ、再編の方向性として今後地方振興局は、３

局又は４局への再編を目指す一方、現地で行う必要がある業務については、地

方振興局の出先機関を置いて行うこととした。さらに、事務事業の見直し等に

より、地方振興局の出先機関の再編、縮小に取り組むとした。  

 （４）岡山県県民局設置条例  

    平成１５年１１月２０日に決定した第３次岡山県行財政改革大綱に基づき、

同年１２月１２日、地方振興局再編プロジェクトチームを発足し、平成１６年

には地方振興局の各部についての業務仕分に着手したり、全国の総合出先機関

を設置している府県のうち、人口・面積等岡山県と類似する５府県について比

較整理するなどして（資料１参照）、同年５月２７日、岡山県行財政改革推進

本部会議が「地方振興局再編の考え方（案）」を公表した後、パブリックコメ  
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   ントを実施するなどいくつもの議論を経て *6、同年１２月２２日、岡山県議会

１２月定例会で「岡山県県民局設置条例」（資料２）が議決され、平成１７年

１月、地方振興局の再編（地方振興局から県民局へ）という冊子が出された。  

 

 

 

                                                      
*6 地方振興局再編取組の経過  
 平成１６年７月２６日 岡山県行財政改革推進本部会議「地方振興局再編（素案）」公表  
    同年７月２７日 パブリックコメント実施  
     ～８月３１日  意見：２６１件（１７０名）  
    同年８月 ９日 公聴会開催（県下９会場）  
     ～９月１０日  参加者：５２７名、発言者：１２２名  
   同年１１月１１日 岡山県行財政改革推進本部会議「地方振興局再編（案）」公表  
   同年１１月１９日 岡山県議会全員協議会開催  
   同年１１月２４日 岡山県行財政改革推進本部会議「地方振興局再編（案）」決定  
   同年１２月 ３日 岡山県議会１２月定例会「岡山県県民局設置条例案」上程  
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資料１  

 

宮城県 三重県 広島県 熊本県 大分県 平均 岡山県

名　称 地方県事務所 県民局 地域事務所 地域振興局 地方振興局 地方振興局

設置数 7 7 7 10 12 8.6 9 104.7%

人口（千人） 2,365 1,857 2,879 1,859 1,221 2,036.2 1,951 95.8%

面積（ｋ㎡） 7,285 5,772 8,477 7,402 6,337 7,054.6 7,111 100.8%

市町村数 71 69 86 94 58 75.6 78 103.2%

人口／局 337.9 265.3 411.3 185.9 101.8 260.4 216.8 83.2%

面積／局 1,040.7 824.6 1,211.0 740.2 528.1 868.9 790.1 90.9%

市町村数／局 10.1 9.9 12.3 9.4 4.8 9.3 8.7 93.2%

宮城県 三重県 広島県 熊本県 大分県 平均 岡山県

保健所 設置数 7 9 8 10 13 9.4 9 95.7%

ＨＣ対象人口

　　　　 （千人）
1,357 1,857 1,374 1,197 785 1,314.0 894

人口／ＨＣ 194 206 172 120 60 150.4 99 66 .0% ３割超

税　務 設置数 10 8 8 11 7 8.8 7 79.5%

事務所 人口／事務所 237 232 360 169 174 234.4 279 118.9%

土　木 設置数 8 11 13 11 12 11.0 11 100.0%

事務所 面積／事務所 911 525 652 673 528 657.7 646 98.3%

県道延長（ｋｍ） 2,029 2,659 3,238 2,987 2,535 2,689.6 3,562

延長／事務所 254 242 249 272 211 245.4 324 131.9%

農業普及 設置数 9 8 9 11 12 9.8 9 91.8%

センター 農家数（戸） 28,670 16,510 15,430 35,490 15,600 22,340.0 18,010

農家数／センター 3,186 2,064 1,714 3,226 1,300 2,298.0 2,001 87.1%

土地改良 設置数 7 7 8 11 12 9.0 9 100.0%

事務所 耕地面積（ｈａ） 114,148 47,417 40,461 86,359 42,662 66,209.4 50,950

面積／事務所 16,307 6,774 5,058 7,851 3,555 7,908.9 5,661 71 .6% ２割超

（注） ・調査はＨ１５．４．１現在

・県道延長＝（主要地方道＋一般県道） ：公共施設状況調（自治省財務局・H13.3.31現在）

・農 家 数 ＝（主業農家＋準主業農家） ：農業構造動態調査報告書（農林水産省・H14.1.1現在）

・耕地面積 ：農業構造動態調査報告書（農林水産省・H14.1.1現在）

【状況説明】

５府県について、比較、整理した。

・税務事務所：平均設置数は８．８（岡山県 ７）、１事務所当たりの人口は２３４千人（岡山県 ２７９千人）と、岡山県はやや
　　　　　　　　　設置数を絞っているといえる。

・土木事務所：平均設置数は１１．０（岡山県 １１）、１事務所当たりの面積は６５８ｋ㎡（岡山県 ６４６ｋ㎡）とほぼ平均規模
　　　　　　　　　であるが、１事務所当たりの県道延長は２４５ｋｍであり岡山県（３２４ｋｍ）はより長い延長を管理している。

・農業普及センター：平均設置数は９．８（岡山県 ９）、１センター当たりの農家戸数は２，２９８戸（岡山県 ２，００１戸）
　　　　　　　　　　　　　と概ね平均規模である。

・土地改良事務所：平均設置数は９．０（岡山県 ９）と平均規模だが、１事務所当たりの平均耕地面積は７，９０９ｈａであり
　　　　　　　　　　　　岡山県は５，６６１ｈａとかなり異なり検討が必要と考えられる。

総　合　出　先　機　関　等　の　状　況

県　　名

県　　名

　全国２２府県で、概ね全域を分割所管する総合出先機関を設置しているが、そのうち人口、面積等岡山県と類似する

・平均設置数は８．６機関（岡山県 ９）、平均面積は８６９ｋ㎡（岡山県 ７９０ｋ㎡）と平均規模であるが、１局当たりの平均
所管人口は２６０千人であり岡山県（２１７千人）はやや少ない。

・保健所：平均設置数は９．４事務所（岡山県 ９）と平均的であるが、１事務所当たりの平均対象人口は１５０千人であり
　　　　　　岡山県は９９千人と大きく異なり検討が必要と考えられる。



22 

資料２  
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第４章 「地方振興局の再編」の内容 

 上記「地方振興局の再編」において述べられている要旨は次のとおりである。  

１ 序論 

 （１）再編のねらい  

     広域的な地域の総合出先機関として、地域の実態を踏まえた施策を、多様

な主体との協働を進めながら、迅速・的確に展開することを目指し、また、

新しい時代に対応する柔軟でスリムな組織体制の整備を目指す。  

 （２）再編後の地方振興局が担うべき機能  

   ① 総合出先機関としての機能…総合調整機能の発揮、二重事務処理の防止  

   ② 広域行政支援機能  

   ③ 県民の参画、地域との協働による地域のプロデューサー機能  

   ④ 行政分野ごとの出先機関としての機能  

   ⑤ 住民サービス機能  

 （３）再編への取組  

   ① 広域化による機能強化…本庁から県民局への権限の委譲  

   ② 多様な主体との協働の推進…ＮＰＯ等との協働、市町村への権限・事務の

移譲  

   ③ 簡素効率的な組織、執行体制の確立…官・民・県・市町村の役割の見直し  

２ 再編による新たな行政体制 

 （１）新たな行政体制  

   ア 県民局  

     平成１７年４月から３つの「県民局」に再編する。  

   イ 地域庁舎  

     現地で行う必要のある県施設の管理業務や災害・危機管理などの業務を実

施するため、統合される６つの地方振興局が置かれている地域に「地域庁舎」

を設ける（平成２１年４月から）。  

 （２）再編の進め方 －２段階の見直し－  

    ＜現行＞     ＜第１段階＞H17.4～ ＜第２段階＞H21.4～  

     地方振興局  →  県民局（３） →  県民局（３）  

               └  支局（６）   └ 地域庁舎（６）  
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３ 県民局の所管区域 

   歴史的・地理的背景、市町村合併への対応、行政効率、住民の生活圏域等を総

合的に勘案し、備前県民局（岡山市）・備中県民局（倉敷市）・美作県民局（津

山市）の３局に再編する（第２章、１、（２）３県民局の所管区域参照）。  

４ 県民局の組織と業務 

 （１）再編に伴う組織と業務  

    地方振興局の組織及び業務は、資料３ないし５のように変わっていくことに

なる。  

 （２）各機関で実施する業務の考え方  

   ア 本庁へ集約して実施する業務  

    （業務の類型）  

     ・極めて高い専門的知識を要する業務  

     ・年間処理件数が少ない業務  

     ・全県的な啓発業務  

     ・調査等の管内集計業務など  

    （業務の内容）  

      大型店出店調整、企業立地促進補助、農協等の指導監督、地方交付税検

査、地方債許可など  

   イ 県民局で実施する業務  

     県民局では、原則としてこれまで地方振興局で行ってきた業務を行う。  

   ウ 地域庁舎で実施する業務  

     平成２１年４月以降、地域庁舎では次の業務のみを実施する。  
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（ア）　［災害・危機管理への対応］

業務の類型 考　え　方　・　業　務　の　内　容

自然災害や健康被害、     被災状況の確認、２次災害の防止等のため、関係職員が一定の時間で

環境破壊などへの初期  現場に到着できるよう、引き続き、現地で実施します。

対応の業務

　地震、風水害、崩土・落石、食中毒、感染症、児童虐待、精神保健緊急対応、

　水質汚濁事象の発生など

環境破壊や健康被害の     県民の生命、財産に直接関わる重大な危機の発生を未然に予防する

未然の予防の業務  ための監視業務を効率的に実施するため、引き続き、現地で実施します。

　産業廃棄物、大気・水質、医薬品・食品関係施設等の監視・指導・調査など

（イ）　［現場における業務実施の効率性確保］

業務の類型 考　え　方　・　業　務　の　内　容

農業※・林業普及指導の     農家や林家へ赴き、直接、現地で指導や研修を行うなど、現場に出向く

業務  ことが基本であること、さらに来局者の負担にも配慮し、引き続き、現地で

 実施します。

　農業普及指導、林業普及指導など

　　　※　農業普及指導の業務は、現在、農業改良普及センターで実施していますが、今後、県民局への統合を検討します。

（ウ）　［県民サービスの確保］

業務の類型 考　え　方　・　業　務　の　内　容

県民を対象とした許認     多くの県民が地方振興局を訪れる主要な窓口対応業務については、

可、窓口対応の業務  県民サービスの著しい低下を避けるため、引き続き、現地で実施します。

　　しかし、県民に最も身近な自治体である市町村へ権限、事務を移譲・委託

　する、あるいは、電子申請等を活用するなどにより、業務を縮小していきます。

　旅券発給、税の収納、納税証明の発行など

（エ）　［県道等県が管理すべき施設の維持管理・補修］

業務の類型 考　え　方　・　業　務　の　内　容

県管理道路、河川・ダム     県は公共施設の管理者として維持管理、補修業務を行い、不慮の事故

等の維持管理、補修の の防止や荒天等による災害発生の防止に努める必要があるため、引き続

業務 き、現地で実施します。

　　しかし、県民に最も身近な自治体である市町村へ権限、事務を移譲・委託

　するなどにより、業務を縮小していきます。

　道路・河川等の占用許可、道路パトロール、除雪など

　維持補修業務（工事金額１千万円未満）

　　　路面舗装工事、交差点改良等交通安全施設設置工事、崩土・落石等による

　　　危険箇所防除施設設置工事など
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 （３）県民局の設置に伴う出先機関の見直し  

   ア 保健所  

     平成１７年度は、引き続き現在の場所で保健・衛生業務を行う。  

     今後は、健康危機管理体制の確保の観点及び市町村合併の動向を踏まえ、

保健所の設置の在り方について見直しを検討する。  

   イ 農業改良普及センター  

     平成１７年度は、引き続き現在の場所で普及指導業務を行う。  

     農業改良助長法の一部改正法の施行に伴い、平成１８年４月の県民局への

統合も含め、設置の在り方について見直しを検討する。  

   ウ 玉野建設事務所及び建部建設事務所  

     出先事務所としては廃止し、平成１７年４月から備前県民局建設部及び美

作県民局建設部に業務を集約する。  

     ただし、玉野建設事務所が担っている港湾管理機能（宇野港管理事務所）

については、引き続き現在の場所で実施する。  

   エ その他の出先機関  

     上記以外の出先機関についても、近年の交通機関の発達や情報化の進展、

さらには、市町村合併の進展を踏まえ、統合や所管区域の見直しを行う。  

５ 県民局の機能強化 

 （１）企画・立案機能の強化  

   ・「地域政策部協働推進室」を設置する（局の企画・立案機能、総合調整を担

う）。  

   ・「夢づくり協働プログラム」を策定する。  

 （２）総合調整機能の強化  

   ・本庁から県民局へ権限委譲を進め、二重行政解消に取り組む。  

   ・地域の声を県政に反映させ、地域ニーズに基づく施策を推進する。  

 （３）地域住民との協働による施策の展開  

   ・地域住民をはじめ市町村・各種団体など多様な協働の主体の参画による「協

働の推進と地域の意見を聞く場」を設ける。  
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 （４）地域ニーズの県政への反映  

   ・県民局長が本庁の政策企画推進会議等の構成員となるなど、本庁と局の連携

強化のための体制を整備する。  

 （５）市町村支援機能の強化と連携体制の構築  

   ・市町村への権限・事務の移譲などへの対応のため、県民局からの市町村への

職員派遣や職員交流などによる人的支援を強化する。  

   ・県民局において、より広域的・専門的な視点から、合併後の市町村等に対し

て助言、協力するなど、密接な連携体制を構築する。  

６ 市町村への権限・事務の移譲 

   平成１６年度末を目指して権限移譲を推進するための指針の策定に取り組み、

できるだけスムーズな移譲が進められるよう対応する。  

７ 再編に伴う削減効果の目標 

   ・職員３４０人程度の純減を図る  

    現在約２１００人いる地方振興局職員について、平成２１年度の再編完了ま

でに３７０人程度の削減を行った上で、現在見込み得る新たな行政需要等へ

の対応に必要な再配置を行う。  

   ・今後５年間で合計５０億円以上の削減効果を生み出す  

    人件費４０億円以上、事務経費等の削減１０億円以上  

８ 再編に伴う課題への対応 

 （１）二重行政への対処の考え方  

   ア 制度上の見直し  

   （ア）本庁から県民局への権限委譲  

     ・４ｈａ以下のすべての農地転用事務  

     ・県営土地改良事業の法手続、財産処分等に関する事務  

     ・国土利用計画法の土地取引の規制事務  

     ・廃棄物再生事業者及び浄化槽保守点検業者の登録事務など  

   （イ）本庁への事務処理権限の引揚げ  

     ・大型店出店調整に関する事務  

     ・農協等の指導監督に関する事務  

     ・地方債の許可に関する事務など  
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   （ウ）支局及び地域庁舎における事務処理  

      支局で実施する事務のうち、支局のエリアに関する事務は支局で完結で

きるよう支局に配置する責任者に権限を付与する。  

      地域庁舎における窓口対応業務等についても、県民サービスの観点から

地域庁舎で完結するよう地域庁舎に課を設置し、その責任者に権限を付

与する。  

   イ 運用上の見直し  

    ① 市町村補助金の交付事務等は、原則として最終的に意思決定する機関で

ワンストップで処理することを運用上も徹底する。  

    ② 各種調査事務等で、各地方振興局において、管内集計したものについて、

再度本庁で集計しているような事務は、原則として直接本庁で行う。  

    ③ 本庁と県民局の間の単なる経由事務は廃止する。  

   ウ 県民への周知  

     パンフレットやホームページなど各種の広報手段を活用して県民への周知

を図る。  

 （２）災害・危機管理対応への考え方  

    災害・危機発生時における市町村・本庁・県民局・支局のそれぞれの役割分

担を明確にするとともに、新たに県民局に危機管理を担当する責任者を配置す

るほか、支局においても責任体制を明確化するなど、組織的な防災体制を強化

する。そして、災害発生時の情報収集・伝達体制、支局の災害対応に必要な職

員を県民局から出動させる体制などを構築する。  
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資料３  
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資料５  
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第５章 他県の動向 

１ 他県の動向 

 （１）地方機関をどのように設置するのかは、全国の都道府県においても関心が高

い課題と思われる。  

    そこで、全国の都道府県が、現在どのような取組をしているのかについて、

県の担当課からヒアリングを行ったところ、予想どおり多くの府県において近

年地方機関の再編・統合が行われていることが分かった。  

 （２）注目すべきは、千葉県、茨城県、山梨県、静岡県、三重県、滋賀県及び広島

県等が、総合出先機関を廃止し、単独事務所体制へ再編・移行し、岐阜県等も、

上記各県と同様に総合出先機関の廃止を検討していることである。  

    特に、岡山県が地方振興局の再編をするに当たり比較・整理対象とした三重

県、広島県は、既に総合出先機関を廃止しており、熊本県も今後地域振興局の

統廃合に向けた取組を実施していることに注意を払う必要がある。  

２ 総合出先機関を廃止した理由 

 （１）上記各県がなぜ総合出先機関を廃止したかの調査をしたところ、大旨各県と

も次のような説明が挙げられていた。  

    すなわち、多くの都道府県は、まず、財政問題に直面する中で、総合出先機

関の機能を強化させつつ、簡素で効率的・効果的な機関にするために見直しを

してきた。ところが、市町村合併が進む中、地域の課題に最も的確に対応し得

る主体は市町村であることから、地域行政は、総合出先機関が担うのではなく、

市町村が担うべきと考えた。  

    その上で、複雑化・広域化している地域の問題は本庁において対応する一方、

地域において必要とされる県民サービスについては、それぞれ地域機関を設置

して対応することとしたということであった。  

 （２）上記説明の代表的な例として、山梨県が、平成１７年２月、「地域振興局組

織等の見直しに関する基本的方向」の中の「地域振興局体制を廃止し、本庁直

轄の単独事務所（出先機関）に再編」に記載している内容をここに紹介してお

く。  
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・市町村合併が大きく進展し、総合調整機能については、従来の地域振興局

単位での機能よりは、県全体での機能の発揮が求められる状況になってき

ている。  

 また、広域行政についても、従来の地域振興局単位を超え、県全体として

対応していくレベルとなっており、本庁での対応が望ましい状況になって

いる。  

 こうしたことから、地域の複合的課題に対する総合調整機能や広域行政へ

の対応については、政策秘書室や本庁各部などへ移管し、出先機関に配置

する地域の情報収集機能と横断的な連絡調整機能との連携により、広域化

した課題にも迅速に対応できるよう機能を充実する。  

・市町村合併後の新市町を支援するとともに、市町村と県が地域課題に共通

認識を持ち対応していくため、市町村等の要請に応じて職員の派遣などの

人的支援を進める。  

・地域振興局における総合窓口の設置や総務事務の集約など、効果の高いシ

ステムは新たな組織に引き継ぎ、県民サービスの向上や事務効率の向上を

実現する。  
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第６章 監査に当たって 

 １ 岡山県は、既に述べたとおり、平成９年から平成１５年の間に３次にわたる行

財政改革大綱を策定した。地方振興局から県民局への再編は、平成１５年１１月

に策定された第３次行財政改革大綱に基づくものであった。上記３次にわたる行

財政改革の結果、大幅な歳出削減が実行された。ところが、平成１６年度になり、

地方交付税等が大幅に削減されたため、平成１７年１２月、第３次行財政改革大

綱の見直しにより、財政健全化の取組を強化し、財政再生団体への転落を防止す

べく、平成２０年６月２日、岡山県財政危機宣言が出された。そして、同年１１

月１８日、持続可能な財政構造を確立し、上記３次にわたる行財政改革の総仕上

げとなる「岡山県財政構造改革プラン」を決定し、この改革プランを基に、同年

１２月、「岡山県行財政改革大綱２００８」を策定した。  

   この大綱では、構造的な巨額の収支不足を解消し、歳入と歳出のバランスがと

れた持続可能な財政構造を確立するとともに、組織・職員数のスリム化、職員の

意識改革、仕事のやり方の見直しなど、行政システムの再構築に取り組むことを

策定している。  

   地方振興局から県民局への再編は、平成１５年当時の財政状況を踏まえて策定

されたものであったが、平成２１年に県民局体制が完成したときには、さらに県

財政が厳しい状況になっていた。  

 ２ 岡山県が、上記の財政問題と並んで地方振興局から県民局への再編を企図した

理由の一つに、市町村合併に伴い市町村への権限移譲が進んでいくこともあった。  

   すなわち、岡山県は、地域の実態を踏まえた施策を多様な主体との協働を進め

ながら迅速・的確に展開できる広域的な地域の出先機関を設置する必要があると

考えたのである。  

   岡山県の市町村数の推移は、資料６のとおりであるが、昭和５０年には７８市

町村数であったものが、平成１６年には７３市町村数（１０市６３町村）、とな

り、平成１９年には２７市町村数（１５市１２町村）となり、この市町村数は、

平成１６年の４割を切る数となっている。  

   また、市町村への権限移譲について、総合政策局地方分権推進課によると、平

成２３年４月までに合計１９６の事務を権限移譲しようと計画しており、現在、

１２３の事務が権限移譲されているとのことであった。  
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 ３ 上記の点を踏まえ、まず地方振興局から県民局への再編に伴う削減効果の目標

としていた「職員３４０人程度の純減」及び「（５年間で）合計５０億円以上

（人件費４０億円以上、事務経費等の削減１０億円以上）」という点が達成でき

たのかを監査することとした。  

   また、県民局の機能強化の一つとして挙げられた「総合調整機能の強化」の表

れとして、各県民局がそれぞれ約２億円から約３億円を執行している「地方振興

事業調整費」があるところ、これが適法・適正に執行されているかという点、及

び同執行が県民にとって経済的合理性のある執行といえるのかという点を監査す

ることとした。  

   次に、今回の県民局への再編は、上記削減効果の目標にもなっているように、

危機的な財政状況の下での再編であったため、経費の削減は最も大きな課題とい

えよう。そこで、今回の再編により地方振興局時代に比して経費がかえって増加

しているものはないかという点、あるいは、二重行政が改善されていないため事

務費用等の削減ができていないものはないかという点からの監査をすることとし

た。他方、財政状況の改善を図るためには、経費の支出を抑えるだけではなく、

収入（税収）を増加することが大切である。そこで、県民局への再編後の課税・

徴収業務が適正かつ効率的に行われ、その結果徴収率の改善につながっているの

かという点の監査もすることとした。  

   そのほか、県民局へ再編するに当たり、保健所及び農業改良普及センター等の

出先機関の見直しをすることとしたが、その結果人件費をはじめとする経費等の

支出が適正かつ経済的合理性を持ってなされているかという点も監査することと

した。  
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資料６  
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第７章 包括外部監査の結果と意見 

第１節 総論 

第１ 包括外部監査の結果（総論） 

 １ 岡山県は、平成１５年に策定した第３次行財政改革大綱に基づく地方振興局体

制から県民局体制への再編を平成２１年４月に完成させた。多くの他府県におい

ても同様の再編をしているとはいえ、大変な労力をかけて真摯に取り組んだこと

は評価に値する。  

 ２（１）県民局の組織及び所管事務  

     県民局の再編によってできた組織及び所管事務は、「地方振興局の再編」

で企図したものと大旨同様の内容となっている。  

     出先機関（保健所、農業改良普及センター、玉野建設事務所及び建部建設

事務所）についても見直しがなされている。これらの出先機関の見直しにつ

いては、各論において言及する。  

  （２）県民局の機能強化  

    ア 企画・立案機能の強化  

      「地方振興局の再編」で企図したとおり、地域政策部協働推進室が設置

され、「夢づくり協働プログラム」も策定された。  

      地域政策部協働推進室の取り扱う重要な事務事業の一つとして「地方振

興事業調整費」がある。各県民局は、約２億円から約３億円を「地方振

興事業調整費」として執行している。具体的な執行状況は各論において

述べるが、「地方振興事業調整費」の採択方法に問題はなかった。  

    イ 総合調整機能の強化（二重行政の解消）  

    （ア）制度上の見直し  

      ａ 本庁への事務処理権限の引揚げ  

        「地方振興局の再編」では、①大型店出店調整に関する事務、②農

協等の指導監督に関する事務、③地方債の許可に関する事務の３つが

挙がっていたが、実際には、３つの事務のほか、商工会法の施行に関

する事務、森林組合法の施行に関する事務、農業災害補償法の施行に

関する事務も本庁へ引き揚げられている。  

      ｂ 本庁から県民局への権限委譲  
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        「地方振興局の再編」では、①４ｈａ以下のすべての農地転用事務、

②県営土地改良事業の法手続、財産処分等に関する事務、③国土利用

計画法の土地取引の規制事務、④廃棄物再生事業者及び浄化槽保守点

検業者の登録事務の４つが挙がっていたが、実際には、県営土地改良

事業の法手続、財産処分等に関する事務を除く３つの事務が権限委譲

されたにとどまっている。  

    （イ）運用上の見直し  

       「地方振興局の再編」では、①市町村補助金の交付事務等は、原則と

して最終的に意思決定する機関でワンストップで処理することを運用上

も徹底する、②各種調査事務等で、各地方振興局において、管内集計し

たものについて、再度本庁で集計しているような事務は、原則として直

接本庁で行う、③本庁と県民局の間の単なる経由事務は廃止する、と記

載されている。  

       この点について、どのような見直しがなされたかという確認をしたと

ころ、組織的体系的に運用上の見直しをかけてはいないが、それぞれの

現場で見直しているとのことであった。具体的には、市町村補助金の交

付事務等について、県民局長がワンストップで処理するように見直し、

本庁と県民局の間の単なる経由事務についても見直しがなされたとのこ

とであった。  

  （３）市町村支援機能の強化と連携体制の構築  

    ア 「地方振興局の再編」では、市町村への権限・事務の移譲などへの対応

のため、県民局からの市町村への職員派遣や職員交流などによる人的支

援を強化する、県民局において、より広域的・専門的な視点から、合併

後の市町村等に対して助言、協力するなど、密接な連携体制を構築する、

と記載されている。  

    イ 市町村への権限移譲  

      平成２３年４月までに、合計１９６事務の権限移譲が計画されているう

ち、現在１２３事務の権限移譲がなされている。ただ、市町村への権限

移譲は県民局が所管しておらず、総合政策局地方分権推進課が所管して

いる。  
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    ウ 人的支援  

      平成１６年から平成２１年までの岡山県の市町村への職員派遣状況は下

記の表のとおりである。これによると、平成１６年の６３人をピークに

減少傾向にあり、平成２０年及び平成２１年は、それぞれ３３人となっ

ている。  

      なお、下記の表によると、平成２１年は合計７２人となっているが、こ

れは岡山市が政令指定都市に移行したことによる割愛派遣職員３９人が

含まれているためであり、それを除くと平成２０年と同様の３３名とな

る。職員の派遣者数が平成１６年に多かったのは、平成１６年から平成

１７年にかけて市町村合併がピークとなっていたためであった。その後

職員の派遣者数が減少したのは、派遣すべき市町村数が減少したからで

あり、職員の派遣者数が減少していることに特段の問題はない。ただ、

市町村への更なる権限移譲の観点からは、職員の派遣を積極的に推進す

べきと考える。この点は、各論において再度触れることとする。  

 

 

 

 

H16 H17 H18 H19 H20 H21

総務・企画 6 4 4 5 2 5

財政・行革 5 2 3 2 1 1

市町村合併 13 1 0 0 0 0

消防 0 0 1 1 1 1

情報 1 1 0 0 1 1

環境 1 0 1 2 1 0

衛生 12 11 8 5 6 6

保健 9 5 4 0 1 1

福祉 1 5 6 4 3 16

商工 0 0 1 2 2 2

農業振興 3 0 1 2 1 0

土木（農土含む） 6 10 10 10 8 33

都市計画 5 3 3 4 5 4

建築 1 1 1 1 1 2

合計 63 43 43 38 33 72
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  （４）再編に伴う削減効果  

     「地方振興局の再編」では、再編に伴う削減効果の目標として、地方振興

局職員数に対し、３４０人程度の純減を図ること及び平成１７年から平成２

１年までの５年間で人件費４０億円以上、事務経費等で１０億円以上、合計

５０億円以上の削減を図るとしている。  

     上記期間中の職員純減数は３８３人であった。ただ、そのうち、岡山市の

政令指定都市移行に伴う削減数が４１人であったことを捨象すると、差し引

き職員純減数は３４２人となり、上記目標には達している。  

     他方、人件費の削減額は約４２億円、事務経費等の削減は約４億円であり、

合計約４６億円の削減となっている。人件費の削減額は目標を達成したもの

の、事務経費等の削減額が目標を約６億円下回ったため、合計も目標を約４

億円下回った。これは、職員数を減少させる時期が遅くなったため、事務経

費等の削減が遅れたことに起因しているとのことである。  

３ 県民局へ再編したことによって運営上に何か問題が発生しているかという点に

ついて、総論的にいうと、特別大きな問題は存在しない。ただ、経済的合理性等

の観点から更なる検討を要する問題として、滞納処分管理がコンピューターシス

テムと滞納処分票による二重管理となっている点（税務部）、検査業務が２か所

に分散している点（健康福祉部）、及び地域事務所で事務が完結できないため地

域事務所の職員が県民局に移動することが多くなっている点（農林水産事業部及

び建設部）等があり、これらの点については各論において言及する。  

４ 岡山県は、今回の県民局への再編直後の平成２１年５月、内部の事務レベルの

会議において、３県民局体制の実施における課題・問題点についての意見交換を

実施し、それに対する対応策を検討した。また、同年６月から７月にかけて、各

県民局及び地域事務所単位で意見交換会を実施した。上記会議では、公印の作製，

県民局体制における保健所長の位置づけ、人事評価者、通知文書の送付、地域事

務所への情報の流し方、地域事業推進室の執行体制、及び建設（土木）工事の設

計書類の運搬等の事務手続上の問題点並びに対応策等について議論されている。  

上記のとおり、岡山県は、県民局への再編による事務手続上等の問題点につい

ては検討をしたものの、職員数の削減が十分であったのか、あるいは、経費削減

が十分であったのかという点はもちろんのこと、そもそも、県民局への再編が県
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民に対してどのような利益をもたらしたのかといった県民局への再編そのものに

対する検証の機会は設けていないし、今後も、設ける予定はないとのことである。  

 

第２ 結果及び意見 

 １ 県民局への再編に対する検証の機会を設けること（意見）  

地方振興局から県民局へ多大な労力をかけ移行した。その結果、職員数の削減

や人件費を含む経費等の削減に寄与している。  

他方、今回の監査により、県民局への再編の目的が十分達成できていないと思

われる点が出てきた。その例として、「支局や地域庁舎で事務が完結できるよう

な体制の確立」が達成できていない点が挙げられる。これは、土木工事関連業務

を含め、多くの業務を地域事務所で引き続き行うことになったためである。また、

十分な市町村支援機能の強化ができていないため、町村に福祉事務所が設置でき

ていないこともその一つの例であり、税務部の滞納整理機構による市町村との連

携が不十分な点も同様の問題である。  

次に、県民局の再編によってかえって経済的合理性を欠くと思われるものも

あった。その例は、職員の移動距離が増加したことである。  

上記の問題等があるにもかかわらず、県民局への再編にどのような問題がある

のかという点の検証をする機会を設けようとしていないため、県民局への再編に

おける問題点があるのか、あるいは、今後どのような方向にいくべきなのかと

いったことを検討することができない状態にある。どのように素晴らしい体制で

あろうとも、作り上げたときからその制度が陳腐化していくというのは経験則上

明らかである。  

さらに、岡山県が、県民局への再編を考えるに当たり、参考にした５府県のう

ち  、三重県や広島県では既に総合出先機関を廃止し、特に、三重県は、総合調

整機能は従来の振興局単位での機能よりは県全体での機能の発揮が求められる状

況にあると言い切っている。市町村合併が大きく進展した現在、総合出先機関を

廃止するという考えが全国の都道府県の中で一つの流れとなっていることは間違

いない。  

上記のことから、県民局への再編がなされ１年以上が経過した現在、県民局へ

の再編の検証をする機会を設ける必要がある。  
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上記の点について、指摘事項とはせず意見にとどめるが、早期に措置がなされ

ることを強く望むものである。  

 ２ 二重行政の解消のための運用上の見直しを組織的体系的に行うべきである

（意見）  

「地方振興局の再編」において二重行政の解消のために運用上の見直しをする

と記載されているが，その見直しは，各現場に任せたものであり，組織的体系的

に行われていない。せっかく二重行政の解消のために制度上の見直しをかけたに

もかかわらず，運用上の見直しを現場任せにしたために，本来見直さなければな

らない運用上の問題が見過ごされている可能性がある。そこで，二重行政となっ

ている事務がないのかという点の洗い出しを組織的体系的に行い，仮に，その事

務が存在する場合には，その対策をすべきである。   
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第１款 地域政策部 

第１ 地方振興局から県民局への再編時の課題と再編の目的 

地域政策部には、協働推進室、総務課、環境課があるが（第２章、２ ３県民局

の組織及び配置人員参照）、地方振興局時代の総務振興課の振興班、総務班、県民

環境課がそれぞれ前身に当たる。  

平成１７年の地方振興局から県民局への再編について実施された業務仕分けで

は、表１の課題と再編の目的が掲げられていた。  

 
（表１） 地方振興局から県民局への再編時の課題と再編の目的  

総務振興課振興班 

【課題】 

・振興局は経由事務が多く、市町村合併により市町村の数が減れば、全県一箇所で対応可能なものが多い。

・所期の目的を概ね達成した存在意義の薄い協議会等の事務が存在している。 

・専門的な知識が必要な事務や全県統一的な判断が求められる事務についても、一旦局を経由している。 

【目的】 

・地域ニーズを予算に反映させる仕組みを検討する。 

・局を経由するだけで判断は本庁に委ねられるものについては本庁を窓口とし、局に必要な情報は本庁から

局にフィードバックする体制とする。 

・振興班の業務は、原則的に再編後の局に一元化する。 

総務振興課総務班 

【課題】 

・地方振興局のとりまとめ的な仕事が多い。 

・入札業務については効率化を図るため一部電子化されているが、安定稼働には今しばらく時間がかかる。

・零細事業者のことを考えると、全ての入札を電子入札に移行するには、今しばらくの時間がかかる。 

・指名から契約までの入札事務全体を考えると、電子入札により問題が解決できるとはいえない。 

・選挙事務については、町村のみを対象としている（現在でも市については本庁でできている）。 

・庁舎管理事務については施設に付随したものであることから、将来的には全面委託を検討するにしても、

当面は現地での対応が必要である。 

【目的】 

・庶務業務は原則として、本庁で行う。 

・公文書開示・諸証明交付事務は、事務事業に付随するものであり、県民への直接サービスであることから

現地機関で行う。 

・収入・支出事務は文書決裁の電子化等を進め、将来的には本局で行うこととする。 

・入札事務は、電子化をさらに進め、建設部（工務課）業務の見直しに併せ、将来的には本庁で行うことと

する。 

・選挙事務は町村数の減少に伴い本庁直轄とする。 
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県民環境課 

【課題】 

・業者対応等にあたり困難事例が多く、マンパワーの集約が必要となった。 

・水質汚濁事象、産業廃棄物不法投棄対応などは、危機管理のための迅速な対応が求められる。 

・森林保全、家畜糞尿による水質汚濁等、農林行政と関係が深い分野がある。 

・浄化槽対策は県が担う一方で生活排水対策は市町村、また、墓地対策は県が担う一方で火葬・埋葬の許可

は市町村が担うなど地域住民に関わりが深い行政分野でありながら実施主体が分かれている分野がある。 

・景観保全、衛生害虫は地域住民に関係が深いにも関わらず、県が担っている業務がある。 

・食品衛生監視員、環境衛生監視員の活性化のためには、健康福祉部（保健所）との人事交流が求められる。

・局は経由事務がほとんどで、市町村合併により市町村の数が減れば、全県一箇所（本庁）で対応可能とな

るものが多い。 

・青少年対策、消費生活、交通安全対策等の生活行政は、現場では、県が行うより住民に最も近い市町村が

担うべき性格のものであるにもかかわらず、局が間に入ることで二重行政となっている。 

・零細補助事業が多く、整理が必要。 

・市町村等の指導的業務、先導的事業は全県的（本庁）にまとめる方が効率的。 

【目的】 

・環境行政は基本的に規制行政であり、受益者（許可申請業者）には多少遠距離を強いるとしても広域化を

進める。 

・環境行政は、原則的に再編後の局に集約し、大括り化した中で機動力を発揮する。 

・水質汚濁事象、産業廃棄物不法投棄対応など危機管理要素の高い業務は、現地機関に初動対応の窓口を設

ける。 

・生活行政は、原則として現地機関では対応しない。再編後の局も事業実施機関の役割に徹し、政策立案、

市町村指導は本庁が一括実施する方向とする。 

 

第２ 組織体制 

第２章２ ３県民局の組織、所管事務及び配置人員参照  

第３ 業務の概要 

１ 地域政策部協働推進室 

３県民局の地域政策部協働推進室の主要施策は表２のとおりであり、３県民局

の主要施策はほぼ同じ内容である。  

 

（表２） ３県民局 地域政策部協働推進室の主要施策  
 
事務事業 備前県民局 備中県民局 美作県民局 

総合調整機能 

1 部所長会議の開催 

2 重点施策及び主要事務事業概要の

策定 

3 地方振興事業調整費の執行 

1 新おかやま夢づくりプランの推進

2 県議会議員への主要事業の説明 

3 知事・市町村長会議の開催 

4 市町長への主要事業の説明 

5 地方振興事業調整費の運用 

地方振興事業調整費の効果的活用 
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協働の推進 

1 協働推進体制の整備 

2 地域ニーズの把握 

3 意識啓発と参画等の促進 

1 「地域の意見を聞く場」の開催 

2 協働ミーティングの開催 

3 協働プログラムの策定 

4 「夢づくり」推進賞県民局長表彰

5 協働推進研修の実施 

6 市町村協働推進担当課長会議の開

催 

1 美作夢づくり協働プラザの開催 

2 協働事業の提案公募 

3 夢づくり協働プログラムの作成・

実施 

4 市町村協働推進連絡会議の開催 

5 各種協働交流会・研修会の開催 

県政公聴広報の

推進 

1 青空知事室の開催 

2 局長ふれあいトーク 

3 県政出前トーク 

4 報道機関への情報提供 

5 局ホームページの管理運営 

1 青空知事室の開催 

2 県政出前トーク 

3 局事業の PR 

 ・報道機関への情報提供 

1 青空知事室の開催 

2 県政情報の提供、県民局業務の PR

市町村との連

携・地域づくり

支援 

1 行政懇談会の開催 

2 市町村振興計画等の策定に関する

助言 

3 市町村合併後の支援 

4 行政相談 

5 市町村振興資金の貸付け 

6 財政状況等の調査 

7 中山間地域等特別支援事業の推進

8 中山間地域活性化事業の推進 

1 中山間地域活性化の支援 

2 地方自治法施行事務 

1 地域サミット等、市町村との各種

連絡会議の開催 

2 市町村行政財政運営に関する情報

提供や調査等の指導･助言 

3 中山間地域等特別支援事業、おか

やま晴れの国ぐらし推進事業等 

観光振興 管内観光の推進 

1 広域観光振興への対応 

2 産業観光、体験型観光等の新たな

観光の推進、連携 

3 関西圏、首都圏等県外での宣伝・

PR 強化 

4 産業の振興 

1 観光地等の魅力づくりの支援 

2 広域観光の推進 

3 観光情報の発信 

青少年健全育成 

1 青少年健全育成啓発等 

2 青少年健全育成条例に基づく立入

調査 

3 青少年相談員連絡会の活動推進 

4 青少年健全育成功労者局長表彰 

1 青少年地域マトリックスの運営 

2 青少年相談員研修会 

3 わかば賞の贈呈 

4 岡山県青少年健全育成条例に基づ

く立入調査及び研修会の実施 

5 局長表彰 

6 普及啓発活動 

7 (社)岡山県青少年育成県民局会議

の支援 

1 青少年の健全育成の推進 

人権啓発 

1 県民局職員を対象とした研修会の

実施等 

2 隣保館運営事業への助成 

人権啓発研修 
人権に関する各種啓発や研修会の開

催 

男女共同参画 

1 配偶者からの暴力の防止に関する

研修会の開催 

2 若い世代の交際相手からの暴力の

防止 

3 男女共同参画社会づくり功労者表

彰 

1 男女共同参画研修 

2 局長表彰 

3 協働ミーティングの開催 

4 企画コンペによる委託事業の実施

男女共同参画推進と DV 防止に係る

啓発事業の実施 

コミュニティ活

動の推進 

1 コミュニティ活動推進事業 

2 コミュニティ助成事業 

1 コミュニティ活動の促進 

2 備中國地域づくり交流会の運営 

3 地域づくり全体交流会の開催 

4 知事・町内会長等懇談会の開催 

コミュニティ活動の推進 

消費生活行政 
1 立入調査・指導（JAS 法等） 

2 多重債務者対策 

1 立入調査・指導（JAS 法等） 

2 生活関連物資の価格動向調査 

適正な商品表示の指導、消費者被害

の防止啓発 

県民相談 県民相談の実施 県民相談及び多重債務相談 県民相談の実施 

防災対策・安全

対策 

1 県民局防災体制の整備 

2 管内市町との連携による地域防災

の強化 

3 火薬取締法の施行 

1 危機管理対策 

 A 防災配備 

 B 防災訓練 

 C 自主防災組織の設置育成 

 D 防災意識の普及啓発 

2 安全・安心のまちづくり 

3 火薬類の保安対策 

4 交通安全対策 

1 迅速・的確な危機管理 

2 即時対応ができる市町村、関係機

関との連絡体制の整備 

3 図上防災訓練等、各種防災研修・

訓練の実施 

4 自主防災組織モデル事業の推進等

自主防災組織の設置促進 

5 防犯意識の醸成、犯罪被害者の支

援 

6 高齢者や子どもに対する交通安全

対策 

7 火薬類保安対策 

土地対策 
1 国土利用計画法の運用 

2 県土保全条例の運用 

県土保全条例に基づく開発行為の指

導等 

安全な土地利用環境を守るための開

発指導 



46 

文化振興・スポ

ーツの振興 

1 国民文化祭の開催に向けた気運の

醸成 

2 岡山県文化振興ビジョンの推進 

1 第 25回国民文化祭・おかやま2010

2 県内トップスポーツチームへの支

援及び応援 

3 総合型地域スポーツクラブの設

立・育成支援 

1 国民文化祭開催に向けた住民の参

加気運醸成と期間中開催される関連

行事の盛り上げ 

2 地域の文化、スポーツ 

3 出雲街道など地域の文化資源の再

発見事業の推進と国民文化祭関連行

事との連携 

その他   

1 源流の森を知ろう！創ろうプロジ

ェクト事業 

2 結婚推進事業 

  

 

２ 地域政策部環境課 

環境行政は基本的に規制行政であることから、３県民局間で地域政策部環境課

の事業内容にはほとんど差異はなく、主要施策は表３のとおりである。  

 

（表３） 地域政策部環境課 主要施策  
事務事業 事業内容 

地球環境保全・快適環境確保へ

の推進 

1 フロン対策 

2 地球環境保全普及啓発 

3 協働事業の推進 

4 快適環境の確保 

5 地区衛生組織の育成支援 

有害化学物質対策 

1 ダイオキシン対策 

2 有害物質大気汚染物質環境調査 

3 PRTR 対策  

産業廃棄物の適正処理の推進 

1 排出事業者の指導 

2 産業廃棄物処理業者・施設の許可指導 

3 排出事業者の監視指導等 

4 不適正処理対策 

5 建設リサイクル法に基づく業者指導 

6 自動車リサイクル法に基づく業者指導 

一般廃棄物処理対策の推進 

1 一般廃棄物の適正処理の推進 

2 一般廃棄物処理施設等の適正管理指導 

3 廃棄物再生業者の登録 

浄化槽対策の推進 

1 届出指導 

2 保守点検業者に対する指導 

3 浄化槽法定検査の指導及び浄化槽放流水検

査 

4 合併処理浄化槽設置整備事業の推進 

大気保全対策の推進 
1 ばい煙発生施設等の届出指導 

2 発生源の監視指導 

水質保全対策の推進 

1 公共用水域対策 

2 特定事業場対策 

3 生活排水対策 

4 清流保全意識の高揚 

土壌汚染対策 

1 土壌汚染状況の把握、調査指導 

2 浄化対策指導 

3 汚染土壌等の処理に係る適正指導 

墓地対策の推進 
1 公共墓地等の整備促進指導 

2 墓地等の許可・指導 

景観対策の推進 
1 大規模行為届出の受理 

2 景観モデル地区行為届出の受理 

公害苦情処理 公害苦情処理 

環境マネジメントシステムの運

用 

県環境マネジメントシステムの適正な運用（試

行） 
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３ 地域政策部総務課 

総務課は、公文書公開窓口といった県民への直接サービス事業は少なく、県民

局内部に対して機能提供を行っており、３県民局間で事業内容に差異はない。  

（地域政策部総務課の主要施策）  

・人事、選挙、公文書公開窓口、庁舎管理、経理、入札、工事関係の契約等  

第４ 地域政策部協働推進室について 

地方振興局から県民局への再編の目的として、県民の参画と協働を推進する地域

出先機関として、地域ニーズを把握し、これを県行政へ反映させるため、県民局の

機能の強化、体制の充実を図ることが掲げられた（表４参照）。  

地域政策部協働推進室は、県民局への再編に伴い、局の企画・立案機能、総合調

整を担う組織として設置された。同推進室は、総合調整機能の強化を図り、地域住

民との協働による施策の展開等に関連した事務事業を実施するなど、地方振興局の

再編のねらいを達成するために最も重要な組織である。そこで、本監査において、

地域政策部協働推進室の事業について注目をして監査を行った。  

 
（表４） 県民局への再編による県民局の機能の強化、体制の充実  

（１）企画・立案機能の強化  

・「地域政策部協働推進室」を設置する（局の企画・立案機能、総合調整を担う）。

・県民との幅広い協働をベースに、地域の特色あるプロジェクトや先駆的取組など

を体系化した「夢づくり協働プログラム」を策定する。  

（２）総合調整機能の強化  

・本庁から県民局へ権限委譲を進め、二重行政解消に取り組む。  

・地域の声を県政に反映させ、地域ニーズに基づく施策を推進する。  

（３）地域住民との協働による施策の展開  

・地域住民を始め市町村・各種団体など多様な協働の主体の参画による「協働の推

進と地域の意見を聞く場」を設ける。  

（４）地域ニーズの県政への反映  

・県民局長が本庁の政策企画推進会議等の構成員となるなど、本庁と局の連携強化

のための体制を整備する。  

（５）市町村支援機能の強化と連携体制の構築  

・市町村への権限・事務の移譲などへの対応のため、県民局からの市町村への職員

派遣や職員交流などによる人的支援を強化する。  

・県民局において、より広域的・専門的な視点から、合併後の市町村等に対して助

言、協力するなど、密接な連携体制を構築する。  
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１ 地域政策部協働推進室の事務事業 

（１）総合調整機能について  

再編後の県民局が担うべき機能の一つとして、総合出先機関としての総合調

整機能が掲げられている。  

総合調整機能とは、地域の特性をいかした施策や地域の実情にあった施策を、

広域的な視野に立ち、総合的かつ効率的に推進するため、企画立案機能や総合

調整機能を発揮しながら、主要事業の円滑な推進を図るもので、事業予算は地

方振興事業調整費である（地方振興事業調整費は、事業相互の進度調整が必要

なもの、不測の事態が生じた進行中の関連事業で緊急性が高くかつ事業効果が

大きいもの、その他局長がやむを得ないと認める事業等に充てることもある）。 

岡山県では、県民局は局独自で立案、採択した施策に対する予算を持ってい

るが、他の都道府県では出先機関の見直しにより、出先機関の企画・立案機能

を無くし、専門的機能の提供に特化する方針とした自治体も認められ、出先機

関を総合出先機関とし企画立案機能を持たせるか、専門機能に特化させた出先

機関とするかにより、組織体制に大きな影響を及ぼしている。  

３県民局ごとに、県民局内の各事業部からの事業要望書を協働推進室が取り

まとめ、県民局長が事業採択を行っており、採択方法等は次のとおりである。  

 

（各県民局における地方振興事業調整費の採択方法等）  
 

随時 地域関係者等から各事業部への個別事業の実施要望、行政課題に対する特定

の事業のニーズを受ける 

各事業部における事業実施、既定予算での対応の可否検討 

 

事業実施可、既定予算対応不可の場合、各事業部における調整費用対応を検

討 

4 月末 県民生活部から各県民局へ調整費配分（一次）の内示 

5 月 ①協働推進室から各事業部に事業要望調書等の提出を依頼 

②各事業部において調書等を作成し、各事業部内ヒアリング実施 

事業実施、調整費対応の可否、部内における事業実施優先順位を決定 

6 月 ③各事業部から事業要望書を提出、協働推進室による取りまとめ 
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④県民局長等による個別事業ヒアリング（各事業部） 

局長、次長、協働推進室長、地域事務所長等 

⑤県民局長による審査及び査定 

必要に応じ、現地調査等を実施 

⑥県民局長による事業採択等を決定、各事業部への配分内示 

⑦各部において事業実施 

～3 月 

 

10 月頃、県民生活部から第二次の予算配分を受け、上記①～⑦の手続を同様

に経て事業実施 

また、年度中途の執行状況を随時管理し、配分額を調整 

 

（２）地方振興事業調整費の内容  

ア 地方振興事業調整費により、県民局独自の施策に対する予算を有している

が、地方振興局時代にも地方振興事業調整費は存在し、再編された県民局に

予算の集約がなされた。地方振興事業調整費の取扱要領は以下のとおりであ

る。  

（ア）目的  

地方振興事業調整費は、地域住民の要望をふまえ、事業相互間の調整を

行うことにより、その事業効果の効率化、迅速化を図り、もって地域行政

のより実行をあげ、地域の特性を生かした福祉の向上に資することを目的

とする。  

（イ）対象事業  

道路、河川、砂防、港湾、漁港等の土木事業、農林生産基盤整備、治山、

林道等農林事業及びその他の事業で、県が単独施策として行う事業  

（ウ）事業採択の要件  

県単独事業 (土木事業、農林事業にあたっては、将来、公共、補助事業に

採択される見通しのないもので、その採択基準に準拠するもの )で、既定予

算 (箇所決定のないものを含む )で処理できないもののうち、次の各号の一

に該当する場合  
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ａ 事業相互間の進度の不均衡の調整等のため、必要となる事業〔進度調

整〕  

ｂ 事業施行中に生じた不測の関連事業で、緊急性が強く、かつ、事業効

果の増大が認められる事業〔不測関連〕  

ｃ 公共施設等の機能強化及び便益向上を図るための附帯事業〔公共附帯〕 

ｄ 防災対策上、緊急に対応する必要が認められる事業〔防災対策〕  

ｅ その他、局長において、必要かつ緊急やむを得ないと認められる事業

〔その他〕  

（エ）事業の決定  

事業の決定は、その効果が一時的あるいは部分的なものとならないよう

総合的な判断の上に立って、局管内の既定事業（国・市町村事業を含む）

との調整を行い、局長が決定する。  

（オ）予算  

ａ 計上科目  

ｂ 局別配分  

別に定める基準により、局の実情を勘案して配分する。  

（カ）その他  

調整費をもって、岡山県建設事業費市町村負担金徴収条例（昭和３２年

３月２９日条例第３３号）に規定する事業を実施する場合は、当該条例に

より負担金を徴収するものとする。  

イ 地方振興事業調整費取扱要領５に記載されている別紙の基準は以下のとお

りである。  

（ア）ルール分・特殊分の配分割合 

区分 昭和 49～62 年 昭和 63～元年 平成 2 年～ 

ルール分 90% 80% 75% 

特殊分 10% 20% 25% 
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（イ）ルール分配率 

区分 昭和 49～62 年 昭和 63～元年 平成 2 年～

規
模 

人口 20% 10% 5% 

面積 20% 10% 10%

調整 
過疎人口 5% 5% 5% 

過疎面積 5% 5% 5% 

計 50% 30% 25%

公共整備(道路未改良延長) 20% 20% 20%

交通事業(自動車保有台数) 10% 5% 5% 

産業構造(第一次産業就業者) 20% － － 

耕地面積 － 15% 15%

均等割 － 30% 35%

合計 100% 100% 100%

 

（ウ）特殊分の配分  

各局の毎年度の実情を勘案して決定する。  

ａ 全県的視野での実施事業にかかる関連事業等  

大型プロジェクト関連事業及びこれに準ずる事業、並びに事業の性格、

経緯から別途措置しなければならない事業  

ｂ その他、地域事業等特殊な事業から実施する事業  

（３）３県民局の平成２１年度の地方振興事業調整費の執行状況  

平成２１年度の３県民局の地方振興事業調整費の事業別の執行状況は、表５

のとおりである。土木関連事業や農林関連事業のハード事業は県民局独自の施

策ではなく、県全体で計画されている事業であり、事業相互間の進度の不均衡

の調整などの効率性等の観点から、県民局が実施した事業である。  

土木関連事業は県民局が独自に立案した事業はほとんどないが、各県民局の

地方振興事業調整費の執行状況は、土木関連事業が大きな割合を占めている。

岡山県では、県民局の機能強化として、局に企画・立案機能を持たせており、

県民局は独自の政策実施が可能であるが、実際には、岡山県の厳しい財政状況

の影響もあり、県民局が企画・立案機能を十分に発揮することが困難な状況に
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ある。  

 

（表５） 平成２１年度 事業別地方振興事業調整費の執行状況（単位：千円） 

  
備前県民局 備中県民局 美作県民局 

執行額 構成比 執行額 構成比 執行額 構成比

土木関連事業             

道路・橋梁事業 55,579 25.4% 114,477 34.6% 106,558 34.8%

河川・砂防・海岸事業 24,841 11.3% 120,413 36.4% 97,515 31.9%

港湾・その他事業 51,638 23.6% 20,866 6.3% 9,971 3.3%

土木関連事業 計 132,060 60.3% 255,758 77.3% 214,045 70.0%

農林関係事業             

農業事業 5,012 2.3% 14,452 4.4% 9,329 3.0%

畜産事業         6,333 2.1%

耕地事業         3,440 1.1%

治山・林道・造林事業 150 0.1% 999 0.3% 8,987 2.9%

その他         11,246 3.7%

漁業・水産業事業 27,468 12.5% 7,099 2.1%     

農林関係事業計 32,631 14.9% 22,551 6.8% 39,336 12.9%

その他             

市町村振興事業 8,398 3.8% 8,027 2.4% 5,000 1.6%

観光事業 24,837 11.3% 15,090 4.6% 20,120 6.6%

保健福祉事業 5,370 2.5% 5,143 1.6% 4,244 1.4%

その他 15,662 7.2% 24,170 7.3% 23,248 7.6%

その他 計 54,269 24.8% 52,430 15.9% 52,613 17.2%

合計 218,960 100.0% 330,740 100.0% 305,994 100.0%

（注）千円未満については切捨表示 

 

各県民局はそれぞれ独自に企画・立案した施策の下、独自のソフト事業（農

林関係事業の一部とその他事業（市町村振興事業、観光事業、保健福祉事業、

その他））に地方振興事業調整費を執行している。  

また、表５の「その他」事業に、ＮＰＯ、市民活動団体等との協働事業が多
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く含まれているが、協働事業は、企画・立案機能の強化（夢づくり協働プログ

ラム）、総合調整機能の強化（地域ニーズに基づく施策）及び地域住民との協働

による施策の展開に関連した事業であり、県民局への再編の目的である県民局

の機能強化に大きく関係する事業である。  

以下、県民局への再編の目的である「県民局の機能強化」の具体的な現状を

示す各県民局の地方振興事業調整費の執行状況を記載する。  

 
（表６） 平成２１年度 地方振興事業調整費 事業費分執行状況（備前県民局）  
 

<土木関連事業 > 

  事業名  事業内容  執行額（円） 
事業  

施行主体  

1 
道路維持修繕（瀬戸内市邑

久町地内  他１０路線）  

位置・路線名  15,746,325 県民局  

（一）寒河本庄岡山線  瀬戸内市邑久町虫明～本庄    

（主）岡山賀陽線  岡山市北区掛畑～吉備中央町吉川    

（主）玉野福田線  玉野市玉５丁目～滝地内  他７路線   

2 
交通安全事業（山田槌ヶ原

線街路灯設置）  
位    置：玉野市八浜町大崎  945,000 県民局  

路線名：県道  山田槌ヶ原線    

内    容：街路灯設置工事    

3 
道路維持修繕（寒河本庄岡

山線   支障木伐採）  

位    置：備前市蕃山～鶴海地内  2,643,900 県民局  

路線名：（一）寒河本庄岡山線    

内    容：支障木伐採    

4 
交通安全施設整備事業  位    置：加賀郡吉備中央町上竹他  10,489,500 県民局  

路線名：（主）高梁御津線他    

内    容：路側防護柵 ,車線分離標 ,区画線復旧等    

5 
道路舗装補修  位    置・路線名  25,356,100 県民局  

（主）御津佐伯線  和気町加三方    

国道３７４号  和気郡和気町益原   他    

6 
岡山県自然保護センター来

所者の安全通行確保事業  
横断歩道設置に伴う縁石の切り下げ  399,000 （財）岡山県

環境保全事

業団  
植栽の移設 ,コンクリート舗装等    

道路・橋梁   計  55,579,825 

7 
公園施設整備事業（岡山市

住吉町  旭川木橋修繕）  
位    置：岡山市中区住吉町  363,300 県民局  

内    容：木橋据付  ２カ所    

Ｌ＝１４．３ｍ ,Ｗ＝１．５ｍ    

8 
小規模浚渫事業（吉備中央

町北地内  槇谷川）  

位    置：吉備中央町北地内  3,484,950 県民局  

河川名：一級河川  槇谷川    

内    容：河川浚渫（河道掘削）    

          Ｌ＝３５０ｍ   Ｖ＝８４２㎥    

9 
河川改修事業（瀬戸内市長

船町牛文地内  ほ場整備創

設換地取得）  

位    置：瀬戸内市長船町牛文地内  9,495,000 県民局  

河川名：一級河川  牛文沖川    

内    容：ほ場整備創設換地（河川堤防）取得    

  
  

Ａ＝３ ,１６５㎡    
 

10 
河川関連事業（玉野市用吉

地内  転落防止柵設置）  

位    置：玉野市用吉地内  1,499,400 県民局  

河川名：二級河川  鴨川    

内    容：転落防止柵設置    

11 
ダム施設整備工事（流芥物

処理業務）  

位    置：岡山市北区建部町鶴田地内  5,000,000 県民局  

施設名：旭川ダム    

内    容：流芥物処理業務    

      （流木・廃プラスティック等）    

12 
岡山建設残土センター施設

復旧事業  

位    置：岡山市上高田地内  4,999,050 県民局  

施設名：岡山建設残土センター    

内    容：暗渠管復旧Ｌ＝１５０ .０ｍ    

河川・砂防・海岸   計  24,841,700 

13 
港湾関連事業（岡山港  交

通量解析）  
位    置：岡山市北区船頭町地内  945,000 県民局  

港湾名：重要港湾  岡山港    

内    容：交通量影響評価    

14 
港湾整備事業（牛窓港  休

憩所等設置）  

位    置：瀬戸内市牛窓町牛窓地内  5,350,020 県民局  

港湾名：地方港湾  牛窓港    

内    容：休憩所１箇所 ,便所１箇所 ,タラップ    
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15 
港湾環境整備事業（宇野港

日比地区  緑地整備）  

位    置：玉野市日比５丁目地内  5,438,350 県民局  

港湾名：重要港湾  宇野港日比地区    

内    容：緑地整備１ ,１００㎡    

16 
港湾関連事業（岡山港  渡

橋補修）  

位    置：岡山市南区宮浦地先  6,378,750 県民局  

港湾名：重要港湾  岡山港    

内    容：渡橋補修    

17 
港湾関連事業（牛窓港  流

木撤去）  

位    置：瀬戸内市牛窓町牛窓地内  8,085,000 県民局  

港湾名：地方港湾  牛窓港    

内    容：流木等除却２箇所（東町地区 ,綾浦地区）    

18 
港湾関連事業（岡山港  （小

串地区）   流木撤去）  
位    置：岡山市南区小串地内  2,000,000 県民局  

港湾名：重要港湾  岡山港    

内    容：流木等除却２箇所  （東米崎 ,西米崎）    

19 
港湾関連事業（岡山港  （九

蟠地先）   流木撤去）  

位    置：岡山市東区九蟠地先  220,500 県民局  

港湾名：重要港湾  岡山港    

内    容：流木撤去１箇所    

20 
牛窓ヨットハーバー研修棟

多目的トイレ等整備事業  
位    置：瀬戸内市牛窓町牛窓地内  8,026,200 県民局  

港湾名：地方港湾牛窓港    

     （牛窓ヨットハーバー研修棟）    

内    容：研修棟出入口のスロープ整備    

     研修棟内の多目的トイレ整備    

21 
港湾浚渫事業（岡山港）  位    置：岡山市南区小串 ,玉野市向日比  5,275,650 県民局  

港湾名：重要港湾  岡山港  他    

内    容：浚渫１ ,０００㎥等    

22 
港湾関連事業（宇野港）  位    置：玉野市築港１丁目他  2,562,000 県民局  

港湾名：重要港湾  宇野港  

内    容：案内標識 ,駐輪場上屋移設 , 

     港湾道路路面表示  

23 
港湾海岸整備事業（牛窓港

高潮対策）  
位    置：瀬戸内市牛窓町牛窓地内  787,500 県民局  

港湾名：地方港湾  牛窓港    

内    容：事前評価資料作成（費用対効果分析等）    

24 
港湾整備事業（岡山港）  位    置：岡山市東区九蟠等地内  2,245,950 県民局  

港湾名：重要港湾  岡山港    

内    容：高潮対策検討業務    

25 
港湾整備事業（岡山港）  位    置：岡山市南区築港元町地内  4,323,900 県民局  

港湾名：重要港湾  岡山港    

内    容：野積み場整備  （耐震岸壁）    

港湾   計  51,638,820 

<農林関連事業 > 

  事業名  事業内容  執行額  
事業  

施行主体  

26 
新技術・新品種等の導入に

よる園芸産地活性化事業  
普及指導センターが重点指導対象としている園芸産地

において、地域の要望に基づき地元生産組織と協働して

活性化対策を実施する。  

2,924,925 県民局、営農

集団    

  

27 
新技術・新品種等の導入に

よる園芸産地活性化事業  
普及指導センターが重点指導対象としている園芸産地

において、地域の要望に基づき地元生産組織と協働して

活性化対策を実施する。  

210,979 県民局、営農

集団    

  

28 
東備地域地産地消推進事業  農商工連携の協働組織による食材探検、活用、ＰＲ戦略

づくり、産消の具体的結び付けを進め、東備地域の食の

魅力づくりによる農業生産及び地域活力の向上を進め

る。  

327,000 県民局  

  

  

29 
「備前おかやま」くだもの

高付加価値化事業  

備前地域の出荷に向かない特産果実（モモ等）の有効活

用のため、風味や肉質が変化しない新しい加工・保存技

術等を実用化させ、周年供給により「備前おかやま」な

らではのブランド力の強化につなげることにより、農家

の所得向上を目指す。  

1,550,000 （社）岡山県

農業開発研

究所  
  

  

  

農業  計  5,012,904   

30 
「自らふれて学ぼう木のす

ばらしさ」発見事業  

県産材の良さを普及啓発するため、小学生等を対象に県

産材利用体験や出前講座を実施する。  
150,000 東備木材同

業組合  
  

治山・林道・造林   計  150,000   

31 
漁港管理事業（虫明漁港フ

ェンス設置）  

位    置：瀬戸内市邑久町虫明地内  1,552,950 県民局  

漁港名：第二種  虫明漁港      

内    容：フェンス設置  Ｌ＝６０ｍ      

32 
漁港浚渫事業（久久井漁港、

朝日漁港）  

位    置：岡山市東区久々井 ,宝伝地内  7,426,750 県民局  

漁港名：久久井漁港 ,朝日漁港      

内    容：浚渫  Ｖ＝１ ,０００㎥      

33 
漁港関連事業（朝日漁港   

流木撤去）  

位    置：岡山市東区宝伝  2,100,000 県民局  

港湾名：朝日漁港      

内    容：流木等除去      
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34 
漁港整備事業（朝日漁港   

道路整備）  

位    置：岡山市東区宝伝地内  14,485,800 県民局  

漁港名：第２種朝日漁港（東宝伝地区）      

内    容：道路（ボックスカルバート）      

       Ｌ＝ 12.0ｍ  Ｗ＝ 7.0ｍ      

35 
漁港整備事業（西脇漁港）  位    置：瀬戸内市牛窓町鹿忍地内  1,220,100 県民局  

漁港名：第一種  西脇漁港      

内    容：浮桟橋設計      

36 
漁港浚渫事業（西脇漁港）  位    置：瀬戸内市牛窓町鹿忍地内  682,500 県民局  

漁港名：第一種  西脇漁港      

内    容：底質調査業務（浚渫事前調査）      

漁業・水産業   計  27,468,100   

<その他 > 

  事業名  事業内容  執行額  
事業  

施行主体  

37 
広域的イベント等支援事業  地域振興に資すると認められる広域的イベント等の開

催に係る経費の一部を助成する。  

6,551,000 市町、各実行

委員会等    

38 
交通対策活動支援事業  地域振興上不可欠の交通に着目した市町等の取組に対

して支援する。  

1,500,000 赤磐市、Ｊ  

Ｒ赤穂線利

用を促進す

る会  

  

  

39 
アドバイザー会議等協働推

進事業  

協働事業の円滑な実施を図るため、外部の識者から成る

アドバイザー会議を設けるとともに、協働事業の公募に

ついてはメディア等を通じて県民に広く周知を図る。  

347,106 県民局  

    

    

市町村振興  計  8,398,106   

40 
兵庫県との交流事業  県際交流事業として担当者会議の開催、地域イベントへ

の相互出店、ふるさとレール・スタンプラリーの実施の

ほか「かきまつり」リレーイベントの共同ＰＲ等を行う。 

2,500,000 県民局、赤穂

線沿線地域

活性化連絡

会議  

  

  

41 
広域観光推進事業  

岡山・東備の観光振興を目的とした岡山、東備の各「広

域観光推進協議会」の各種活動を支援する。  

2,600,000 岡山、東備広

域観光推進

協議会  
  

42 
「備前おかやま」総合情報

発信事業  

「備前おかやまエリア」のイベント、観光資源及び歴

史・文化の魅力を広域的に情報発信するとともに観光グ

ッズ、パンフレットの作成や「まちあるき」による観光

振興を行う。  

15,915,476 県民局、市町

    

    

43 
地場産業活性化対策支援事

業  

備前焼の一層の知名度アップと地元産鰆の販売促進を

図り、備前地域の観光振興を支援する。  

3,822,500 （協）岡山県

備前焼陶友

会、県民局、

実行委員会  

  

  

観光  計  24,837,976   

44 
子育てエール事業  小児救急医療体制の悪化を防止するため、子どもの急病

時対応の知識を普及する。また、子どもの心身の健康に

視点をあてた子育て支援を行う市民の活動を支援する。 

1,103,622 備前保健所  

  

  

45 
県南東部保健医療圏在宅脳

卒中患者医療連携推進事業  

脳卒中患者の在宅支援推進のため、リハビリテーション

病院、かかりつけ医、在宅支援関係者の情報の共有化を

推進する。  

473,356 備前保健所、

脳卒中地域

医療連携推

進ためのワ

ーキング会  

  

  

  

46 
東備食育推進啓発事業    

～東備の食育すすめ隊から

の発信～  

子ども達に朝食の重要性を分かりやすく、また楽しみな

がら学べるよう寸劇や人形劇等を媒体として普及啓発

する。  

489,000 備前保健所

東備支所、東

備栄養改善

協議会  

  

  

47 
子育てオープンカレッジ事

業  

地域で子育て支援活動を活発に行っている子育て支援

団体や NPO 組織、保育士養成校と行政が協働し、地域ぐ

るみの独自の取組を支援する。  

1,400,000 県民局、保育

士養成校    

  

48 
子育てほっとすてい事業  家庭的保育の制度化や拡充が必要とされていることか

ら、保育ママと保護者をつなげる仕組みを構築し、保育

ママを養成するとともに、保育ママによるホーム保育を

モデル的に実施し、制度化や自治体への普及を図ってい

く。（提案事業）  

585,000 ＮＰＯ法人

ふれあいサ

ポート    

ちゃてぃず  

  

  

  

49 
ひきこもり支援のためのパ

ネルディスカッション～支

援者・支援対象者からのメ

ッセージ～  

「不登校・ひきこもり・ニート」の状態から社会復帰で

きた者をパネリストにパネルディスカッションを開催。

社会復帰のきっかけを検証することにより今後の支援

のポイントを探る。（提案事業）  

400,000 ＮＰＯ法人

リスタート    

  

  

50 
地域子育て支援事業者のた

めの研修プログラム開発事

業  

地域子育て支援拠点従事者の研修プログラムを開発・実

施するとともに学生等を対象に「地域子育てサポーター

養成講座」を実施する。また、子育て支援拠点の機能拡

充に向けた調査を実施することで、真に子育てしやすい

地域環境の構築をめざす。（提案事業）  

920,000 ＮＰＯ法人

子ども達の

環境を考え

るひこうせ

ん  

  

  

  

  

保健福祉   計  5,370,978   
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51 
文化による地域づくり支援

事業  後楽園の「幻想庭園」と岡山城の「烏城灯源郷」等ライ

トアップ事業がカルチャーゾーンでの一体の取り組み

として連携できるよう支援を行う。  

2,500,000 後楽園魅力

づくり実行

委員会及び

烏城灯源郷

実行委員会  

  

  

  

52 
「国民文化祭・おかやま

2010」ＰＲ事業  

国民文化祭のＰＲを行うため、「ももっち（国文祭バー

ジョン）」を作成する。  
317,520 県民局  

  

53 
協働研修事業  管内各地域に協働に関する理解と認識を浸透させてい

くため、県民局及び管内市町職員の研修を行う。  

752,857 県民局、市

町、ＮＰＯ団

体等  
  

54 
協働普及啓発事業  地域住民による協働の取組を推進するため、啓発資材を

作成する。  
542,290 県民局、市

町、ＮＰＯ団

体等  
  

55 
排水対策調査事業  災害対策事業に対し支援を行う。  5,000,000 瀬戸内市  

56 
竜之口教育コミュニティづ

くり事業  

地域ぐるみで子どもたちを育む環境づくりを推進する

に当たり、地域が無理なく継続的に取り組んでいくこと

のできる事業を実践をとおして探っていく。  

120,000 竜之ロ安

全・安心・き

れいネッ  ト

ワーク  

  

  

57 
砂川の堤防クリーン作戦  河川、道路等の環境美化について、地域の様々な人たち

を巻き込み、地域全体で取り組む気運を譲成するための

方策を検討・実践し、その効果、経費等を検証する。  

492,828 平島学区連

合町内会    

  

58 
まちなか創生事業～街 Café 

de enjoy しませんか～  

中心市街地の賑わい再生のため、「まちづかいリーダー

塾」による人材育成やネットワーク化を図る。（提案事

業）  

990,000 まちづかい

塾    

  

59 
職業意識を育む小学生から

のキャリア形成事業～はた

らくおとなの話をきいてみ

よう！～  

不登校やニート・フリーターになることを未然に防止す

るため、小学校高学年を対象に、勤労観や職業意識を啓

発する講座等を開催する。（提案事業）  

500,000 Ｎ  ＰＯ法人

おかやま不

登校支援セ

ンター  
  

    

60 
観光案内看板撤去事業  山陽自動車道瀬戸ＰＡの上下線それぞれに設置した観

光案内看板が老朽化し倒壊の恐れがあるため撤去する。 

1,995,000 県民局  

  

  

61 
低炭素社会をめざし、省エ

ネと自然エネルギーの推進

を！  

環境教育や省エネ活動の実践に役立つアドバイスを行

う「自然エネルギーキャラバン」「省エネ相談所の開設」

を実施する。  

500,000 ＮＰＯ法人

おかやまエ

ネルギーの

未来を考え

る  

  

  

62 
地域ぐるみでの地球温暖化

防止啓発・実践事業  

地域の一人ひとりに地球温暖化防止に積極的に取り組

む意識を醸成するための地域ぐるみの実践活動を支援

する。  

140,000 佐伯会  

  

  

63 
児島湖ユスリカ対策事業  児島湖の汚染によりユスリカが大量発生していること

から、カキ殻による底泥の改善調査研究事業を行う。  

392,700 国立大学法

人広島大学    

  

64 
「水と緑の循環」から流域

環境を考える～里山・里

川・里海づくりでコラボし

ませんか～  

美しい瀬戸内海を取り戻すため、地域の一人ひとりに緑

の保全、清流の保全、瀬戸内海の保全に積極的に取り組

む意識を醸成する活動を支援する。（提案事業）  

960,000 ＮＰＯ法人

グ  リーンパ

ート  ナーお

かやま  

  

  

65 
税務広報推進事業  管内の県民に対して、県税への理解と納税意識の高揚を

図るため、分かりやすく効果的な広報を実施する。  

459,375 県民局  

  

その他   計  15,662,570   

合   計  218,960,979   

 
（表７） 平成２１年度 地方振興事業調整費 事業費分執行状況 （備中県民局）  
 

備中県民局  本局  

<土木関連事業 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業  

施行主体  

1 道路工事（舗装）  

位   置：倉敷市福田町古新田地内  3,280,200 県民局  

路線名：（一）福田老松線     

内    容：掘削、舗装工     

2 道路工事（標識）  

位   置：倉敷市玉島柏島地内  1,375,500 県民局  

路線名：  (一）水島港唐船線     

内    容：案内標識柱設置     

3 道路工事（取合道）  

位   置：総社市金井戸地内  976,500 県民局  

路線名： (国）４２９号     

内    容：舗装工、路盤工     

4 道路工事（歩道橋）  

位   置：倉敷市北浜町地内  994,350 県民局  

路線名： (主）倉敷清音線     

内    容：歩道橋舗装改良     
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5 
交通安全施設工事（路

側工）  

位   置：倉敷市玉島乙島地内   9,399,600 県民局  

路線名： (国）４２９号      

内    容：歩道整備工、張コンクリート、コンクリート吹

付工  
   

6 道路工事（舗装）  

位   置：総社市下倉地内  1,456,350 県民局  

路線名：県道倉敷美袋線     

内    容：舗装、境界ブロック切下げ     

7 道路工事（舗装）  

位   置：倉敷市連島町亀島新田～倉敷市連島町矢柄地内   1,205,400 県民局  

路線名：一般県道藤戸連島線     

内    容：掘削、舗装     

8 道路工事（舗装）  

位   置：倉敷市粒江団地地内  8,400,000 県民局  

路線名：主要地方道倉敷玉野線     

内    容：掘削、舗装     

9 道路工事（舗装）  

位   置：倉敷市児島田のロ地内  8,275,050 県民局  

路線名：  (国）４３０号     

内    容：掘削、舗装     

10 道路法面雑木伐採  

位   置：倉敷市船穂町柳井原地内  769,500 県民局  

路線名： (一）下原船穂線     

内    容：雑木伐採     

11 道路工事（消波護岸）  

位   置：笠岡市北木島町地内   9,568,650 県民局  

路線名： (一）北木島線     

内    容：消波護岸工     

  道路事業計  45,701,100   

12 河川改修工事（舗装）  

位   置：倉敷市藤戸地内  2,909,550 県民局  

河川名： (二）倉敷川水系  倉敷川     

内    容：舗装工     

13 河川改修工事（舗装）  

位   置：倉敷市藤戸町天城地内  2,909,550 県民局  

河川名： (二）倉敷川水系  六間川      

内    容：舗装工     

14 
道路工事（残土処分場

整備）  

位   置：倉敷市児島白尾地内  12,980,100 県民局  

内   容：残土処分場整備     

            Ｕ字溝、管渠工、集水枡、マンホール     

15 河川工事（護岸工）  

位   置：高梁市下倉地内  3,958,150 県民局  

河川名：高梁川      

内    容：監視小屋・ケージ移設     

16 海岸工事（舗装）  

位   置：浅口市寄島町地内  12,499,200 県民局  

            建設海岸寄島海岸     

内    容：舗装工     

17 河川工事（護岸）  

位   置：小田郡矢掛町南山田地内  20,639,850 県民局  

河川名： (一）道々川      

内    容：積ブロック工     

18 
交通安全施設工事（改

良）  

位   置：高梁市松山地内  18,931,500 県民局  

河川名：（一）高梁川     

内    容：パラペット工     

  河川事業計  74,827,900   

  土木関連事業計  120,529,000 ①  

<農林関連事業 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業  

施行主体  

19 笠岡湾干拓地水質保全

対策事業  

笠岡湾干拓地の水質悪化対策として次の事業を実施する。 2,500,000 笠岡市  

①住民事業者との協働による環境浄化微生物の培養液（え

ひめ AI-2)を使用した環境改善普及啓発事業  
   

②酪農家（１０戸）の搾乳施設から出る排水（ミルキング

パーラー排水）を浄化する施設の設置を促進するため、各

戸の排水状況を調査し、適切な浄化処理施設の導入に向け

た調査検討する。  

   

20 
備中地域まるごと食・

体・感事業 2009 

管内市町・意欲ある生産者等と協働し、備中地域の農林水

産物や農産加工品を魅力ある観光施設と連携をとりなが

ら、広域的かつ統一的に県内外に幅広く PR し、備中地域

の独自性を発揮した「地産地消」、「都市と農山漁村の交

流」、「体外的な備中地域ブランドの形成」、「女性の職

能を生かしたネットワークづくり」に取り組む。  

7,636,029 県民局  

21 
備中流耕作放棄地再生

モデル事業  

都市・農山漁村交流や農村景観の保全等に関心を持つ都市

住民と地域住民、大学、県民局等が協働し、耕作放棄地の

解消方策や耕作放棄地を活用した地域の活性化方策を検

討するとともに、都市住民との実践的な交流など耕作放棄

地の解消に向けた取組を行う。  

2,385,304 県民局  

22 
トマト黄化葉巻病対策

緊急支援事業  

倉敷管内で大きな被害を出しているトマト黄化葉巻病の

拡大を防止し、効果の高い物理的防除を基幹とした総合的

な防除対策に地域全体で取り組むため、先導的な農家にお

いて現地実証を行い、総合的な防除モデル体系を確立す

る。  

818,826 県民局  

  農業事業計  13,340,159   
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23 
里山の竹林整備協働事

業  

地元住民、青少年、企業やボランティア団体等との協働に

よる里山の竹林整備活動を推進するため、県民が手軽に里

山の整備に取り組むことができるよう竹林整備のつどい

や竹林整備体験学習会を開催する。  

500,000 県民局  

  治山事業計  500,000   

  農林関連事業計  13,840,159 ②  

 <その他 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業施行主

体  

24 田中窯導入事業  

平成 21 年度中に建設する（仮称）三地域三世代交流館の

１階に開設する”郷土が生んだ偉人”にちなんだ「田中窯

室」にプログラム制御装置一体型の電気窯を導入する。  
383,000 井原市  

25 
｢移動青空市」の設置事

業  

地産地消の推進、農産物の販売促進、中山間地域の振興、

商工業・観光の振興及び井原線の利用促進を図るため ､井

原鉄道「井原駅」で毎月第１日曜日に直売市を開催する。

本事業は、矢掛駅（第３日曜）、吉備真備駅（第２日曜）

開催分と一体的に実施する。  

1,000,000 井原市  

26 
２０１０そうじゃ吉備

路マ  ラソン  

吉備文化発祥の地として全国へ発信される吉備路の一大

イベントと  して捉え、市民の健康の増進と体力の向上を

図るとともに、ボランティア活動を通して接客や責任感を

養う。また、全国から参加者を募集して吉備路のＰＲと地

域の活性化、経済状況の向上を図る。  

1,000,000 

そうじゃ吉

備路マラソ

ン実行委員

会  

27 

｢たかはしの人・歴史・

文化を知る」日本語教

室  

外国籍高梁市民に対し、家庭ゴミの分別や買い物等の実践

を通じた教育から、公民館講座の書道・生花教室等への参

加や高梁市の歴史的 ･文化的遺産等をめぐりながらの日本

語の習得など ､市民との交流を基本とした生活に密着した

日本語教室を行い、日常的な外国人の社会参加意識を促進

する。  

670,000 高梁市  

28 
字喜多堤築堤４２０周

年記念事業  

字喜多堤の築堤に始まる早島のまちづくりの歴史を振り

返り、先人達の偉業を顕彰して町民の郷土への愛着と誇り

を育むとともに、先人達のまちづくりへの思いを継承し、

新しいまちづくりへの飛躍の場とするため、町民聰参加で

各種記念事業を開催する。  

2,000,000 早島町  

29 結婚促進対策事業  

里庄町が、矢掛町と連携して、独身男女の出会いの場の創

出のイベントを開催し、結婚促進対策事業を広域的に推進

する。  

221,000 里庄町  

30 結婚促進対策事業  

矢掛町が、里庄町と連携して、独身男女の出会いの場の創

出のイベントを開催し、結婚促進対策事業を広域的に推進

する。  

221,000 矢掛町  

31 
｢駅前青空市」の設置事

業  

地産地消の推進、農産物の販売促進、中山間地域の振興、

商工業・  観光の振興及び井原線の利用促進を図るため、

井原鉄道「矢掛駅」  で毎月第３日曜日に直売市を開催す

る。本事業は、井原駅（第１日曜）、吉備真備駅（第２日

曜）開催分と一体的に実施する。  

1,000,000 矢掛町  

32 竹林音楽祭  

倉敷市真備町の箭田大塚古墳内の竹林を舞台に、竹を材料

とした楽器等の演奏による音楽祭を開催するとともに、整

備された竹林の美  しさを鑑賞するため、ライトアップや

竹キャンドルによる演出を行う。  

400,000 

エコプロジ

ェクト事業

推進委員会

33 

「井原線 DE 得得市」開

催事業  

地産地消の推進、農産物の販売促進、中山間地域の振興、

商工業・観光の振興及び井原線の利用促進を図るため、井

原鉄道「吉備真備  駅」で毎月第２日曜日に直売市を開催

する。本事業は ､井原駅（第１日曜）、矢掛駅（第３日曜）

開催分と一体的に実施する。  

550,000 

ふれあい日

曜朝  市実

行委員会  

34 
井原線ワンコインデー

事業  

井原線沿線の豊富な観光資源や地元特産品をＰＲするた

め、沿線各地域の振興を図る。井原線開業記念イベントと

して「井原線ワンコインデー」を実施する。  

582,027 
井原線振興

対策協議会

  市町村振興事業計  8,027,027   

35 
大空と大地のひまわり

カーニバル２００９  

観光振興の柱である笠岡湾干拓地の知名度アップを図り、

多くの観光客を呼び込むため、広大な大地に広がる「ひま

わり畑」の演出や農道離着陸場を利用した「航空ショー」

などを実施する。  

1,000,000 
笠岡市観光

連盟  

36 
井原線利用団体無料観

光バス運行事業  

井原線の利用促進を図るため、井原市内の駅（美星地区の

観光地を訪れる場合は小田駅を含む）で乗降車し、観光バ

スによる広域観光を行う場合の補助を行う。   
247,000 井原市  

37 
備中たかはし松山踊り

事業  

若者の参加促進を図りながら次世代へ保存継承するとと

もに、地域住民と県内外からの観光客との交流を図るた

め、３６０年の歴史と伝統を受け継ぐ「備中たかはし松山

踊り」を開催する。  

500,000 高梁市  

38 
吹屋ふるさと村観光周

遊バス等関連事業  

吹屋ふるさと村や、国の重要文化財である備中松山城への

二次的交通手段として、観光周遊バスと観光乗り合いタク

シーを運行する。  

800,000 高梁市  

39 

サンセットフェスタｉ  

ｎこじま～王子が岳夕

陽のしらべ  ～   ～

夕陽と音の ｺﾝﾁｪﾙﾄ～  

日本の夕陽百選に選ばれた倉敷市児島地区において、王子

が岳と鷲羽山での夕陽鑑賞と音楽コンサートを実施する。 

実施日：王子が岳…５月３０日 (土 )、鷲羽山…９月１９日

(土）  実施場所：王子が岳芝生スペース、鷲羽山第二展

望台   来客数：王子が岳 2、 300 人、鷲羽山 1、 500 人  

800,000 

サンセット

フェスタｉ  

ｎこじま実

行委員会  
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40 
｢巡・金田一耕助の小

径」  事業  

横溝正史小説の主人公「金田一耕助」を広域観光素材とし

て取り上げ、県外からの誘客を図るため、クイズラリー等

のイベントや観光モデルコースの設定を行う。  
1,500,000 

｢巡・金田一

耕肋の小

径」実行委

員会  

41 
備中・倉敷あんこめぐ

り  

倉敷市をはじめとする備中地域のあんこ和菓子を観光素

材として活用し、観光ＰＲを行う。  あんこ巡りマップの

作成（ 35、 000 部）、スタンプラリー等実施  （ H21.10.17

～ H22.2.28）、新聞特集記事掲載（ 10/15 付）。  

1,000,000 

備中・倉敷

あんこめぐ

り実行委員

会  

42 
第７回倉敷雛めぐり支

援事業  

倉敷、児島、玉島、水島、真備・船穂の各地区で地域を集

約した早春の倉敷統一イベントを実施する。（Ｈ２２年２

月２０日～３月７日）  

300,000 

倉敷市観光

客誘致協議

会  

43 
玉島・高梁等広域観光

連携事業  

歴史的繋がりの深い倉敷市玉島と高梁市を含め、近隣地域

との合同  による広域連携 ･交流事業として ､各地域の ｢産

業観光」「体験 ･ 学習観光」を結びつけ、それぞれの歴史

や文化、産業の魅力に触れてもらう産業観光ツアーを実施

する．  

300,000 
玉島商工会

織所  

44 

井笠路魅力発信事業及

び観光パンフレット作

成・配付事業  

井笠地域の観光イベント情報等を紹介するニュースを定

期的（年４回）に発行（１回 10,000 部）する。また、井

笠ドライプマップを作成  (10,000 部）する。  
900,000 

井笠広域観

光協  会  

45 備中地域観光ＰＲ事業  

備中地域の観光ＰＲ事業として次の事業を実施する。  

・各団体等が行う県内外イベントへの協力での観光パンフ

配布。  

・雑誌・新聞等の取材への協力に要する経費。  

・観光ＰＲでの観光フレンズ派遣経費。  

・観光ＰＲのためのグッズ購入。等  

1,686,805 県民局  

46 広域観光の振興  

広域観光 ﾓﾃﾞﾙｺｰｽ「鉄の径」「酒蔵めぐり」の旅行商品化

に向け次の取組を行う。  

・県内エージェントが実施するツアーへの支授  

・県内・県外エージェントへのＰ  Ｒ（「鉄の径」素材集

作成）  

・受入地域の体制整備（研修会、セミナーの開催）  

・「鉄の道文化圏」（島根県）との連携による情報発信  

3,895,877 

県民局、倉

敷商工会議

所  

47 

｢全国ふるさと観光物

産展  ２００９」への出

展ＰＲ事業  

大阪府豊中市での「全国ふるさと観光物産展２００９」へ

出展し、  岡山県備中地域の観光物産ＰＲを行う。（９月

１９日～２１日）  

・出展団体  ７団体（４市町、「ビビット備中 !農林水産い

きいき ﾈｯﾄﾜｰｸ３団体」）  

575,180 県民局  

48 

「第２６回全国都市緑

化お  かやまフェア」サ

ブ会場  （岡山城）での

観光物産展事業  

緑化フェアのサブ会場（岡山城）での観光物産展（県内特

産品販売・観光ＰＲ）に出店する管内出店団体への支援を

行う。（備品借り上げ）  
46,410 県民局  

49 
Ｊ  Ｒ児島駅前啓発塔

貼替  

県政事業の周知・啓発を図るため、Ｊ  Ｒ児島駅・駅前広

場の県政広報用啓発塔について、啓発看板を更新（２面貼

替）する  

・東面「晴れ、らんまん、岡山の旅」、西面「あっ晴れ！

おかやま  国文祭」  

131,775 県民局  

50 
｢備中」観光パンフレッ

ト  増刷  

観光パンフレット「備中」の増刷版を２万部作製する。  
1,071,000 県民局  

51 ビビッと備中「旬感情

報」 お届けサイト拡充

事業  

農林部局（ビビッと備中！農林水産いきいきネットワー

ク）と連携  し、県内外への農林水産物等と観光素材の一

体的な情報発信による観光客誘致を図る。「旬感情報」お

届けサイトへの観光情報の追加拡充  

336,000 県民局  

  観光事業計  15,090,047   

52 
笑って健康元気アップ

事業  

日常生活における「笑い」が、誰もが無理なく継続してで

きる健康づくり、生涯学習の第一歩であるという考え方を

広く普及し ､市民生活の質の向上に資するため、次の事業

を行う。  ①笑いと健康講演会、②「笑っちゃ王」笑顔の

写真・絵画コンテスト、③笑顔の（体操）講師派遣事業④

笑いの講座派遣事業、⑤教師のスキルアップ研修など  

1,000,000 井原市  

53 食品関連事業者のため

の新型インフルエンザ

対策事業継続計画策定

支援事業  

新型インフルエンザが強毒化した場合に備え、平素から馴

染みがあり、衛生や栄養の観点から評価や指導が可能な保

健所機能を発揮し  て、食品事業者に対し新型インフルエ

ンザに係る事業継続計画の策定を支援する。  

555,186 備中保健所

54 
大学子育て資源オープ

ン化事業  

子育てカレッジ開設に向けての「プレオープン的」かつ「呼

び水的」なものとしてソフト事業を実施する。  900,000 県民局  

55 
備中子育て晴れの国交

流会事業  

＜備中子育て晴れの国交流会事業＞           

地域を越えた幅広い子育て支援の「つながり」づくりを推

進するため、管内の子育て支援に取り組む個人や団体に、

全国の子育て支援活動事例の紹介、出会いや情報交換、学

びの機会を提供する。                 

＜協働子育て支援学会（研究会）＞  子育て支援に関する

研究を地域で実践しているＮＰＯ等の地域活動と結びつ

けたり、行政施策に反映することを検討する。  

300,363 県民局  

56 
中山間 SUN・山プロジェ

クト  

夢すき公園（新見市神郷地区）の活用促進を図りながら中

山間地区の生活の困り感を障害者の就労ニーズに結びつ

け、障害者の就労の場の確保と障害者の居場所づくりを目

指した取組を行う。  

588,000 県民局  
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57 
新型インフルエンザ感

染拡大防止事業  

新型インフルエンザをみんなで防ぐ県民運動の一環とし

て、インフルエンザ流行期の注意事項をまとめたリーフレ

ットを作成し、保育所・幼稚園から高校までを対象に配布

し、感染の拡大防止を図る。  

499,800 県民局  

  保健福祉事業計  3,843,349   

58 
笠岡市自治基本条例施

行一周年記念事業  

笠岡市民に「笠岡市は地縁組織との協働を強力に進める。」

という  思いを伝えるとともに、本格的に地縁組織との協

働の仕組み作りを進めていく契機とするため、「地縁組織

との協働」をテーマにシン  ボジウムを開催する。  

250,000 笠岡市  

59 
適応指導教室「新生塾」

整備事業  

新見市内の不登校等の児童・生徒を支援する「新生塾」の

建物が築後４０年が経過して老朽化が進んでおり、緊急に

改修をする必要があるため、床、壁、天井等の改修を行う。 

866,000 新見市  

60 
浅口市龍宮門修復工事

事業  

旧鴨方往来や陣屋敷等の周辺施設の象徴的な建物であり、

正伝寺  (廃寺）の山門（建築年代：江戸後期（推定））で

あった龍宮門  が、シロアリ被害が進んで倒壊の危険があ

ることから、浅口市文化財保護委員会による意見等も踏ま

え、一部解体修理を行う。  

1,000,000 浅口市  

61 義民祭保存顕彰事業  

地域文化の継承及び地域振興を図るため、総社市新本地区

で開催している義民祭で使用する老朽化した法被の買い

換えやオペレッタ用の機材を購入する。  
155,000 

新本享保義

民奉賛会  

62 
｢倉敷ジャム」共催分担

金  

｢第 18 回中四国文化の集い」開催の機会を捉えて、地元関

係者との  協働により倉敷のまちを舞台として、文化によ

るまちづくり、地域づくりを発信する取り組みを行い、国

民文化祭に向けて一層の盛り上げを図る。  

2,000,000 

おかやま県

民文化祭実

行委員会  

63 防災対策推進事業  

東海・東南海地震などの災害時の対応をはじめとした意識

啓発。地元の防災意識を高めるための防災の専門家による

実体験に基づくリアリティーのある講演会の開催。自主防

災組織や消防団員等と協働  した災害体験や自助・共助の

重要性を説く研修会を実施する。  

500,000 県民局  

64 
地域づくり団体等交流

推進  

備中県民局管内の地域づくり、まちづくりに携わる団体、

個人相互の交流・連携を図りながら、備中地域全体の活性

化を図るため、管内の地域づくり団体のネットワーク組織

である備中國地域づくり交  流会と協働で交流・研修会等

を実施する。  

334,800 県民局  

65 
協働する人づくり研修

事業  

｢新しい公共」の担い手となる県民、ボランティア、ＮＰ

Ｏ、企業等と行政との協働を積極的に推進する人材育成

や、安全・安心など県民局が、重点的に取り組む課題につ

いての研修会等を開催し、県民局職員、市町職員、ＮＰＯ

等との課題の共有を進める。  

492,137 県民局  

66 

あっぱれ！おかやま国

文祭マスコットキャラ

クターももっち衣装制

作  

｢あっぱれ！おかやま国文祭」をＰＲし、開催気運の盛り

上げを図るため、県民局が既に所有するももっちの着ぐる

みの着せ替え衣装  (国文祭バージョン）を制作し、管内で

のイベント等で活用する。  

341,250 県民局  

67 

あっぱれ！おかやま国

文祭啓発グッズ（備中

版）制作  

国民文化祭のＰＲ及び開催気運の醸成を図るとともに、備

中地域の特産品のＰＲを行うため、国民文化祭のプレ事業

として開催される  「国民文化祭支援フォーラム・連続講

演会（ 4 回）」の参加者への記念品として、備中地域の特

産品で制作した ｺｰｽﾀｰを作成する。  

986,000 県民局  

68 
青少年南北交流・体験

事業  

管内南部、北部の子どもが相互に他地域に出向き、普段の

生活とは違った農林漁業や生活文化の体験、地域住民や参

加者同士の交流を行う  。  
973,516 県民局  

69 男女共同参画啓発事業  備中県民局管内の男女共同参画団体の自主的な活動を支

援するため、男女共同参画の県民への意識啓発を目的とし

た事業を広く募集して企画コンペを実施し、優秀な企画を

選定、業務委託により実施する。  

736,295 県民局  

70 
メディアでの観光等Ｐ

Ｒ事業  

管内観光情報、イベント情報等の発信を、ＴＶ・ラジオ・

新聞等を利用して、番組作成等により行う。  
6,565,000 県民局  

71 
備中県民局イベント広

報事業  

県民局が実施する事業または県民局が支援する市町・民間

団体の事業について、県内を主要エリアとするラジオ放送

の番組において広く告知、ＰＲすることにより、より効果

的、効率的に一般県民への周知を図る。  

367,500 県民局  

72 スポットＣＭ制作放送  

地域に密着したコミュニティ放送を実施しているＦＭラ

ジオを活用  し、主に管内南部に居住する県民に対して備

中県民局管内で実施される各種行政施策や地域情報を積

極的にＰＲし、周知を図る。  

420,000 県民局  

73 
ＦＭスポットＣＭ放送

委託  

平成２２年に開催される第２５回国民文化祭の周知及び

気運の酸成を図るため、管内のコミュニティＦＭであるＦ

Ｍくらしきでの広報  を行う。  
420,000 県民局  

74 
｢いきいき備中ホット

情報」放送制作事業  

備中地域の旬な観光イベント等の情報をＲＳＫラジオで

ＰＲする。  週２回（各５分）  
1,827,000 県民局  

75 
井原線利用促進テレビ

ＰＲ負担金  

春の観光シーズンを控え、井原線の利用促進、観光客等の

集客を図るため、ＲＳＫの地域情報テレビ番組「ＶＯＩ  Ｃ

Ｅ２１」において、井原線とその沿線を紹介する番組を制

作、放送する。  

2,100,000 県民局  
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76 
まるごと環境体験ツア

ー  

高梁川下流域の小学生を対象として、上流域において清流

の水質調査や水生生物の調査等を行うとともに、上流域の

小学生を対象として、水島臨海工業地帯において企業の環

境対策学び、海上において海ゴミ問題について考えるな

ど、環境問題を体感し、考える機会となる体験ツアーを実

施する。  

882,130 県民局  

77 
地球温暖化防止推進事

業  (環境セミナー）  

環境問題への関心と理解を深めるために、環境に関する講

演会・事例紹介（環境セミナー）をＮＰＯ等団体と協働し

て実施する。加えて、井原線が利用しやすい場所を開催場

所とすることでイベント開催時の公共交通機関との連携

のモデルケースとするとともに、カーボンオフセットに取

り組むなど環境に優しいイベント開催を提案する。  

159,135 県民局  

78 
グリーンイベントガイ

ドライン広報資材  

管内で開催されるイベント等における「グリーンイベント

ガイドラインおかやま」の普及及び取組の促進のため、ガ

イドラインの内容をわかりやすく紹介した広報資材を作

製する。  

129,822 県民局  

  その他計  21,505,585   

  その他計  48,466,008 ③  

  備中県民局  本局分計  182,835,167 ①＋②＋③

備中県民局  井笠地域事務所  

<土木関連事業 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業  

施行主体  

79 道路工事（改良）  

位   置：井原市大江町地内  11,702,250 県民局  

路線名：（一）下御領井原線     

内    容：積ブロック工、重力擁壁工、水路工     

80 道路工事（改良）  

位   置：浅口郡里庄町新庄地内  2,500,000 県民局  

路線名：（一）六条院東里庄線     

内    容：路側整備工、路側継足工、舗装工、防護柵     

  道路事業計  14,202,250   

81 地すべり工事（擁壁）  

位   置：井原市美星町烏頭地内  658,350 県民局  

場    所：（地）烏頭地区     

内    容：擁壁工、暗渠排水工     

  河川事業計    658,350   

82 港湾工事（舗装）  

位   置：笠岡市港町地内  6,023,850 県民局  

港湾名：（地）笠岡港     

内    容：舗装工     

  港湾事業計  6,023,850   

  土木関連事業計  20,884,450 ①  

<農林関連事業 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業  

施行主体  

83 漁港修繕工事  

位   置：笠岡市白石島地内  5,407,500 県民局  

港湾名：（二種）白石島漁港     

内    容：浮桟橋修繕   ガイドローラー取り替え     

  水産業計  5,407,500   

  農林関連事業  5,407,500 ②  

  備中県民局  井笠地域事務所分計  26,291,950 ①＋②  

備中県民局  高梁地域事務所  

<土木関連事業 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業  

施行主体  

84 道路防災工事  

位   置：高梁市松原町春木地内  4,143,450 県民局  

路線名：（一）落合高倉線      

内    容：簡易防護柵設置工     

85 
道路防災工事（落石対

策）  

位   置：高梁市備中町長屋地内  9,857,400 県民局  

路線名：（一）宇治長屋線     

内    容：落石防止網設置工     

86 道路防災工事  

位   置：高梁市備中町布賀地内  998,550 県民局  

路線名：（一）布賀地頭線      

内    容：簡易防護柵設置工     

87 道路工事（舗装）  

位   置：高梁市中井町西方地内  5,537,700 県民局  

路線名：（一）若代方谷停車場線     

内    容：舗装工     

88 道路工事（舗装）  

位   置：高梁市中井町西方地内  3,138,450 県民局  

路線名：（一）西方北房線     

内    容：舗装工     
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89 道路工事（法面）  

位   置：高梁市備中町平川地内  4,999,050 県民局  

路線名：（一）下郷惣田線     

内    容：落石防止網設置工     

  道路事業計  28,674,600   

90 
地すべり対策工事（舗

装）  

位   置：高梁市川上町下大竹地内   3,937,500 県民局  

場    所： (地）下平地区     

内    容：舗装工     

91 砂防工事（舗装）  

位   置：高梁市有漢町有漢地内  5,391,750 県民局  

場    所： (砂）郷谷川     

内    容：舗装工     

  河川事業計  9,329,250   

  土木関連事業計  38,003,850 ①  

<農林関連事業 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業  

施行主体  

92 

シャクヤク産地復興に

よる耕作放棄地解消事

業  

高梁市の地域特産物であったシャクヤクは、高齢者にも適

した栽培品目であり、耕作放棄地対策としても有望と考え

られる。耕作放棄地解消対策モデルとして、シャクヤクの

地域特産物としての復興を目指し、新品種試作実証等を行

う。  

714,000 県民局  

  農業事業計  714,000   

93 
マツ林・マツタケ再生

事業  

高梁美しい森におけるマツ林・マツタケの再生に向けた、

マツ林所有者、  ボランティア等の協働による森林整備の

取組を支援するとともに、高梁美  しい森のさらなる活用

を図るため、整理した広葉樹を利用したシイタケ、ナメコ

の植菌を実施する。  

199,900 県民局  

  治山事業計  199,900   

  農林関連事業計  913,900 ②  

<その他 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業  

施行主体  

94 地域医療連携推進事業  

岡山県５次医療計画に記載された「４疾病５事業に係る医

療連携の推進」  に関する当医療圏域での具体的な連携体

制を構築するため、「医療連携推進協議会」と「地域医療

連携実務者協議会（仮称）」を設置する。  

200,000 備北保健所

  保健福祉事業計  200,000   

  その他計  200,000 ③  

  備中県民局  高梁地域事務所分計  39,117,750 ①＋②＋③

備中県民局  新見地域事務所  

<土木関連事業 > 

  事業名  事業容  執行額（円）  事業  

施行主体  

95 
交通安全施設工事（側

溝工）  

位   置：新見市新見地内  12,296,550 県民局  

路線名：（主）新見勝山線      

内    容：道路側溝修繕（自由勾配側溝）     

96 
交通安全施設工事 (転

落防止柵工）   

位   置：新見市上市地内  4,618,950 県民局  

路線名：  (国）１８０号     

内    容：防止柵延長     

97 舗装修繕工事  

位   置：新見市坂本地内  3,412,500 県民局  

路線名：（国）１８０号（石原トンネル）     

内    容：すべり止め対策工     

98 道路法面雑木伐採  

位   置：新見市足立地内   4,081,000 県民局  

路線名：（主）新見日南線他     

内    容：雑木伐採     

99 
交通安全施設工事（転

落防止柵工）  

位   置：新見市正田地内  1,491,000 県民局  

路線名：（国）１８０号     

内    容：転落防止柵設置     

  道路事業計  25,900,000   

100 
河川環境整備工事（河

道掘削）  

位   置：新見市哲西町上神代地内  5,424,300 県民局  

河川名：（砂）三光川     

内   容：河道掘削     

101 砂防エ事（護岸修繕）  

位   置：新見市下熊谷地内  1,785,000 県民局  

河川名： (砂 )国実谷川      

内   容：  根継工・帯工     

102 河川工事  

位   置：新見市千屋花見地内   1,750,350 県民局  

河川名： (－）茗荷谷川      

内   容：練石積み     

103 河川工事（改修）  

位   置：新見市神郷油野地内   13,828,000 県民局  

河川名： (一）三室川     

内   容：  護岸ブロック     
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104 
急傾斜地崩壊対策工事

（水路工事）  

位   置：新見市大佐大井野地内  2,247,000 県民局  

場    所：急傾「伏谷西地区」     

内   容：角 ﾌﾘｭｰﾑ、重圧官 (φ 600）、集水升     

105 河川工事（河道掘削）  

位   置：新見市長屋地内   8,964,650 県民局  

河川名： (一 )高梁川     

内   容：  河川掘削     

106 河川エ事（伐木）  

位   置：新見市坂本地内  1,599,150 県民局  

場    所：千屋ダム      

内   容：伐木工     

  河川事業計  35,598,450   

  土木関連事業計  61,498,450 ①  

<農林関連事業 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業  

施行主体  

107 
千屋牛ブランド化促進

事業  

和牛のルーツである「千屋牛」の良さを、さらに多くの人々

や地域へ広めるためのＰＲ活動を支援し、もって更なる岡

山県産の和牛振興を図る。  
398,840 県民局  

108 畜産事業計    398,840   

109 
木育でストップ・ザ・

温暖化事業  

小学生に対する森林・林業教育を「木育」としてより積極

的に展開  し ､将来にわたる林業後継者の育成とグリーン

コンシューマー（環境意識の高い消費者）の裾野拡大に資

する。  

300,000 県民局  

  治山事業計  300,000   

  農林関連事業計  698,840 ②  

<その他 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業  

施行主体  

110 
夢づくり新見健やかネ

ット事業  

県食育推進計画の一層の推進のため、子どもから大人まで

の食育と健康づくりを目指し、関係団体等との協働による

健康づくり事業に地域ぐるみで取り組む。  

500,000 備北保健所

111 地域医療連携推進事業  

岡山県５次医療計画に記載された「４疾病５事業に係る医

療連携の推進」に関する当医療圏域での具体的な連携体制

を構築するため、 ｢医療連携推進協議会」と「地域医療連

携実務者協議会（仮称）」  を設置する。  

300,000 備北保健所

112 
新見地域医療フォーラ

ム  

新見地域の最近の医療の動向と今後について、安全・安心

の医療の実現を目指して市民とともに考えるフォーラム

を実施する。  

・基調講演  

・パネルディスカッション  

500,000 備北保健所

  保健福祉事業計  1,300,000   

  その他計  1,300,000 ③  

  備中県民局  新見地域事務所分計  63,497,290 ①＋②＋③

備中県民局  水島港湾事務所  

<土木関連事業 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業  

施行主体  

113 海岸工事  

位   置：倉敷市玉島乙島地内  7,428,750 県民局  

場    所：港湾海岸  水島港渡里海岸      

内   容：護岸補強工     

114 港湾修繕工事  

位   置：倉敷市児島味野地内  6,293,700 県民局  

場    所：地方港湾  児島港     

内   容：浮桟橋固定用アンカーチェーン取替     

115 
水島港利用促進ＰＲボ

ード製作事業  

水島港の概要、役割、利便性の脱明、及び定期航路等を紹

介するＰＲボードを製作し、東京で開催している水島港セ

ミナー等の港湾関係者  が出席するイベント会場に展示し

て水島港をＰＲしてさらなる利用促進につなげる。また、

水島港インターナショナルトレード協議会（Ｍ  Ｉ  ＴＡ）

と協働して、「ＪＦＥ西日本フェスタｉｎくらしき」に水

島港ＰＲブースを出展し、このＰＲボードにより広く一般

の方々にも水島港について普及啓発し、更なる利用促進を

図る。  

416,650 県民局  

116 海岸エ事  

位   置：倉敷市玉島柏島地内   703,500 県民局  

場    所：港湾海岸  水島港柏島海岸      

内   容：側溝蓋設置     

  港湾事業計  14,842,600   

  土木関連事業計  14,842,600 ①  

     



64 

<農林関連事業 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業  

施行主体  

117 漁港海岸エ事  

位   置：倉敷市玉島黒崎地内  1,691,550 県民局  

場    所：漁港海岸   沙美海岸     

内   容：便所設置（設計業務、造成工）     

  水産業事業計  1,691,550   

  農林関連事業計  1,691,550 ②  

<その他 > 

  事業名  事業内容  執行額（円）  事業施行主

体  

118 
漁港工事（計画検討業

務）  

位   置：倉敷市玉島黒崎地内  2,464,623 県民局  

場    所：沙美漁港     

内   容：鋼管式防波堤設計     

  その他計  2,464,623 ③  

  備中県民局  水島港湾事務所分計  18,998,773 ①＋②＋③

 
（表８） 平成２１年度 地方振興事業調整費 事業費分執行状況 （美作県民局）  
 

 美作県民局  本局  

<土木関連事業 > 

  事業名  事業実施箇所及び内容  執行額（円） 事業  

施行主体  

1 
(国 )１７９号  道路環境

整備事業  

鏡野町奥津川西地内                  5,798,100 

県民局  道路沿線植栽高木（サクラ・モミジ・コブシ等）  N=29

本    

2 
（県）栃原久米南線  道路

改築事業  

美咲町境地内                     4,680,900 

県民局  (県 )栃原久米南線の狭隘部を拡幅するもの  L=400m,Ｗ

＝ 4.0(5.0)m   

3 
ふるさとの道、草刈りサ

ポート事業  

21 年度から久米南町内の県道の草刈りについては ,久米

南町と地元町内会との協働により実施することとして

おり町内会作業の安全等を確保するため ,安全器具を購

入し ,配付するもの                                   

413,600 県民局  

4 

(国 )４２９号  道路改築

事業 (残土処分場整備）  

美咲町南地内                                        5,801,250 

県民局  残土処理場整備工（掘削・押土 ,敷均し）一式    暗渠

排水工  Ｌ＝２２０ｍ    

5 
(県 )西一宮中北上線  交

通安全施設整備事業  

鏡野町下原地内                    1,365,000 

県民局  施工延長Ｌ＝ 12.0ｍ   横断歩道溜まり場  一式   Ｌ

型 ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁 ,防護柵    

6 
(国 )４８２号  道路防災

事業  

鏡野町上斎原地内                   1,733,550 

県民局  施工延長Ｌ＝ 60.0ｍ ,幅員Ｗ＝ 6.5(8.5)ｍ   簡易防護

柵工Ｌ＝ 60.0ｍ    

7 
（県 )湯原奥津線外 3 路線   

交通安全施設整備事業  

鏡野町一円                      1,528,063 

県民局  (県）湯原奥津線  外 3 路線   スノーポール兼用デリネ

ーター設置  Ｎ＝ 200 本    

8 
(国 )181 号外         

交通安全施設整備事業  

美作県民局管内一円                  9,342,900 
県民局  道路排水施設・路肩清掃  Ｌ＝ 20kｍ    

9 
(国 )179 号・ 429 号外    

道路維持事業  

美作県民局管内一円                  16,495,287 

県民局  国道 179 号・ 429 号 ,（一）百谷寺元・上横野兼田   線

外  区画線設置  Ｌ＝ 34kｍ    

10 

（県）工門勝央線・津山

智頭  八東線外道路維持

事業  

美作県民局管内一円                  5,777,100 
県民局  ガードレール清掃  Ｌ＝ 50ｋｍ    

11 
(県 )太田上横野線      

道路改築事業  

津山市下横野地内                   1,351,350 

県民局  (県 )太田上横野線に排水路を整備する。 排水工  角フリ

ユーム (b=300）  L＝ 100ｍ  Ｗ＝ 5.5(6.5)ｍ    

12 
(県 )湯原奥津線      

道路舗装補修事業  

鏡野町箱地内                     10,342,500 

県民局  

(県 )湯原奥津線の旧道部分を町移管するに先立ち ,舗装

補修する。          
切削オーバーレイ  L=1,410ｍ  Ｗ =3.0～ 12.0ｍ   Ａ

=4,525ｍ 2   

13 
（県）押渕皿線      

道路改良事業  
津山市荒神山地内  5,526,150 

県民局  
法面保護工事   Ｌ＝ 50ｍ    

14 （国）179 号道路修繕事業  
鏡野町布原地内  647,850 

県民局  
施工延長   Ｌ＝ 10.6ｍ  管渠工  Ｌ＝ 10.6ｍ    

道路事業  計  70,803,600   
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15 宮川美化啓発事業  
地元町内会との協働により掲示板を制作 ,小学生   296,065 

県民局  の描いた美化啓発ポスターを掲示する。    

16 宮川遊歩道安全対策事業  
津山市橋本町～北園町地内   823,200 

県民局  遊歩道階段への手すり設置  11 箇所    

17 
(一 )吉井川        

河川維持事業  

美咲町柵原地内    1,221,150 

県民局  立竹木伐採   左岸延長Ｌ＝ 350ｍ  伐採面積Ａ＝ 2,450

㎡    

18 
(一 )誕生寺川        

大規模浚渫事業  

久米南町下二ヶ地内   3,197,250 
県民局  河道掘削  Ｌ＝ 100ｍ ,Ｖ＝ 300ｍ 3   

19 
(一 )皿川         

河川改修事業  

津山市一方～平福地内     14,379,400 

県民局  

皿川の可動堰放流通報設備及び細間井堰を津山市に対

して引き渡すことに伴い ,引渡補償を行う。    
可動堰放流通報設備外引渡補償  一式   (15 年間分の

維持管理費相当）    

20 
(一 )白水川         

河川大規模浚渫事業  

美作市白水地内      11,569,950 

県民局  
21 年 8 月の台風 9 号により ,白水川に異常堆積した土砂

を撤去する。    
河道掘削   L=100.0ｍ  Ｖ =4,000ｍ 3   

21 
(一 )吉野川         

河川大規模浚渫事業  

美作市林野地内     12,847,800 

県民局  
21 年８月の台風 9 号により ,吉野川に異常堆積した土砂

を撤去する。    
河道掘削   L=150.0ｍ  Ｖ =3,000ｍ 3   

22 
(一 )山家川         

河川大規模凌喋事業  

美作市土居地内    1,358,700 

県民局  
21 年 8 月の台風 9 号により ,山家川に異常堆積した土砂

を撤去する。    
河道掘削   L=200.0ｍ   Ｖ =3,000m3   

23 
単県  砂防事業       

(砂）真賀谷川  

真庭市仲間地内    14,670,000 

県民局  延長Ｌ＝ 140ｍ  Ｗ＝ 3.0ｍ  掘削工  Ｖ＝ 2,200ｍ 3 法

面工  Ａ＝ 1,300ｍ 2   

  河川事業   計  60,363,515   

24 公共残土処理場整備事業  

鏡野町富西谷地内  4,571,700 

県民局  
排水路整備工  Ｌ＝ 80ｍ  法面保護（種子吹付）Ａ＝ 800

㎡  整地工（クラッシャーン）Ａ＝ 600 ㎡  防護柵（擬

木ガードレール）  Ｌ＝ 100ｍ  
  

25 公共残土処理場整備事業  
鏡野町土生地内  3,478,650 

県民局  
測量・設計業務  1 式  外柵工  60ｍ    

その他事業   計  8,050,350   

土木関連事業  合計  139,217,465   

 

<農林関連事業＞  
   

  事業名  事業実施箇所及び内容  執行額（円） 事業  

施行主体  

26 
美作地域ＦＯＯＤ   ＡＣ

Ｔ  Ｉ  ＯＮ展開事業  

 従来取り組んできた地産地消運動や食育活動等を包

括した「ＦＯＯＤ   ＡＣＴＩ  ＯＮ  美作（美作地域食

料自給率向上運動推進協議会）」（仮称）を設立し ,美

作地域の地域活性化に取り組む団体と協働し ,食料自給

率向上運動を推進する。  

5,729,503 

各地域直売

所  ネット

ワーク等   

｢海の市・山

の  市２０

０９真庭」

実行委員会

27 
｢作州黒」ブランド化推進

事業  

 首都圏市場で高い評価を得ている黒大豆枝豆の ｢氷温

貯蔵」による出荷時期の拡大実証 ,首都圏市場への販路

拡大 ,消費者への情報発信による作州黒ブランドのＰＲ

などを ,勝英地域の生産者 ,農協等関係者が一体となっ

て実施する．  

2,750,000 
作州黒推進

委員会  

28 
ぱっとひろがれ！米粉事

業  

 消費者との交流を図りながら農商工連携により ,米粉

の新たな商品開発や消費者へのＰＲ ,販売機会の創出に

よる販路拡大を支援することによって ,地産地梢による

自給率の向上と ,地域活性化を促進する。  

550,000 

津山地方農

村生活交流

グループ  

協議会  

  農業事業   計  9,029,503   

29 
ライブストックヒュージ

ヨ  ン計画  

 地域住民 ,消費者 ,畜産農家等で組織する「ふれあいフ

ァーム支援ネットワーク（仮称）」を構築し ,「ふれあ

いファーム」と地域住民との交流活動を支援し ,畜産と

地域との融合を図ることにより ,畜産経営の活性化に資

する。  

793,000 

おかやま酪

農業協同組

合  

30 
美作発「元気印ソーセー  

ジ」開発事業  

 管内で生産される特産食肉（黒豚やジャージー  牛肉）

のＰＲと消費拡大を効率的に進めるため ,特産食肉を用

いたソーセージなど食肉加工品の開発や商品化 ,ＰＲの

ための発表会を開催する。  

920,000 

岡山県畜産

物加工技術

研究会  
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31 
生乳集送基地洗浄水確保

対策事業  

県北の生乳集送基地として設置した「おからくクーラー

ステーション」の貯乳タンク ,送乳ライン等の洗浄水を

十分確保するために ,濾過槽を整備することにより ,集

水施設の改善を図る。  

2,619,000 

おかやま酪

農業協同組

合  

  畜産事業   計  4,332,000   

32 
鏡野町かんがい排水整備

促進事業  

 鏡野町かんがい計画の事業促進を図るため ,農家負担

の軽減を目的に ,必要経費の一部を助成する。  
2,440,000 鏡野町  

33 
斜面崩壊対策事業（津山

市山方地区）  

津山市山方地内の梅雨期の集中豪雨によって ,津山市山

方地内で発生した宅地裏山の斜面の崩土撤去と不安定

斜面の整形工事を実施する。  

1,000,000 県民局  

  耕地事業   計  3,440,000   

34 

林地災害復旧事業補助   

（ 7.26 発生災害  真庭市

樫西地区）  

真庭市樫西地区のＨ 21.7.26 集中豪雨により ,真庭市樫

西地区で発生した山腹崩壊箇所に残存する崩土の撤去

を実施する真庭市に対する補助  
4,987,000 真庭市  

  治山事業   計  4,987,000   

35 
第１０回森林を考える岡

山県民のつどい開催事業  

 岡山県北森林・林業活性化促進議員連盟が開催する

「第１０回森林を考える岡山県民のつどい」に要する経

費の一部を助成する。  
1,200,000 

岡山県北森

林・林業活

性化促進議

員連盟  

36 
美作材需要拡大普及啓発

事業  

 美作産材を使用した新築木造住宅を美作地域外で建

築する工務店に対し助成するとともに ,美作材のＰＲ活

動に努め ,「美作材」の一層の需要拡大を図る  

5,278,000 

管内３地区

の木材組合

等  

37 
サクラ咲くまちづくり推

進事業  

 サクラを地域の財産として後世にのこしていくため

に ,サクラの会 ,市町村等との協働により ,サクラの保護

対策を実施する。  

148,605 県民局  

その他事業   計  6,626,605   

農林関連事業   合計  28,415,108   

 
<その他事業 > 

 

  事業名  事業実施箇所及び内容  執行額（円） 事業  

施行主体  

38 
平成 21 年度津山さくらま

つり  

鶴山公園の桜の開花時期にあわせ ,同公園を中心にライ

トアップや各種イベントを開催する実行委員会への補

助  

1,500,000 

津山さくら

まつ  り実

行委員会  

39 
岡山湯郷 Belle 活動支援

事業  

サッカーＬリーグに所属する「岡山湯郷 Belle」の活動

支援を行う美作市への補助  
3,000,000 美作市  

40 
津山 ｶﾛ茂郷フルマラソン

開  催事業  

県北地域唯一のフルマラソン大会を開催する実行委員

会への補助   
500,000 

美作 ｶﾛ茂郷

フルマラソ

ン全国大会

実行委員会

  市町村振興事業   計  5,000,000   

41 
正しく食べていきいき育

て  おかやまつ子  

１  ｢津山地域食育を進める会」の開催  990,000 

津山地域食

育を進める

会  

２  ｢食育フォーラム」の開催     
３   ｢みまさか食育まつり」の開催    
４  ｢食の学校」の指定・継続支援    

42 
住民と共に築く美作の地

域医療  

１救急医療の実態把握と評価  1,055,248 
美作保健所

管内愛育委

員連合会  

２小児救急医療対策の地域発信  ･出前講座の開催  ・＃

8000 や情報活用の推進    

３救急フォーラムの開催    

43 

0・1・2 才の子どもと「ア

ート」のすてきなであい  

～アートのシャワーでつ

もれ・つもれ・こころの

えいよう～  

日本全国で人形劇による子育て活動を展開する劇団の

代表を招いての講演会 ,ワークショップの開催や ,交流

会の実施などによる子育て支援事業を実施する。  

283,000 ＮＰＯ法人

みる・あす

ぶ・そだつ

津山子ども

広場  

  

  

44 
認知症の重度化予防実践

塾  

1 従事者と介護者の合同勉強会   942,382 

県民局  

 ・認知症の重度化防止を図るための必要な基礎知識を

学ぶ     
 ・介護者の実際の体験談を聴き ,介護者心理を学ぶ    
２実践活動    
 従事者：合同勉強会で学んだ知識を現場で実践し ,経

過をレポートしてもらい ,添削指導    
 介護者：合同勉強会で学んだ中で ,できることを実際

の介護に生かしてみる    
 ３実践発表会    
  従事者・介護者それぞれが実践の結果を発表し ,全体

で共有するとともに関係者に広く伝える    

  保健福祉事業   計  3,270,630   
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45 
CQ グルメスピードくじラ  

リー事業負担金  

美作地域への誘客促進を図るため ,「たまごかけご飯」 ,

「ホルモンうどん」 ,「蒜山焼きそば」  に続く第４ ,第

５の B 級グルメとなる可能性のある  ｢食」と「観光地」

を併せて PR するみまさか観光魅力向上推進協議会に対

する負担金  

2,900,000 
みまさか観

光魅力向上

推進協議  

会  

  

  

46 
美作地域観光 PR 事業 (テ

レビ媒体）  

秋の紅葉シーズンにあたり ,美作地域の観光 PR をテレビ

媒体を利用して行うもの                

H21.11.1 に開催予定である「全国選抜ジュニアテニス

25 周年大会」の番組中に放映予定  

850,000 みまさか観

光魅力向上

推進協議  

会  
  

47 蒜山焼きそば PR 事業補助  

美作地域における新たな B 級グルメとして脚光を浴びて

いる「蒜山焼きそば ]の PR 事業を実施する  ｢蒜山焼きそ

ば好いとん会」への補助  

200,000 蒜山焼きそ

ば好いとん

会    

48 
局広報事業 (関西圏情報

発信：ＦＭおかやま）  

美作地域のイベント・観光情報等をＦＭおかやまの系列

局を利用し ,関西圏への情報発信を行う。  なお ,本企画

は備前県民局との合同企画として実施  

735,000 
県民局  

  

49 美作広域観光推進事業  
美作広域観光の推進を図るため ,観光客の誘客施策を展

開する美作観光連盟への補助  
9,000,000 美作観光連

盟    

50 
広域観光宣伝事業 (真庭

地  域）  

テレビ媒体を利用して「観光回廊真庭」をキャッチフレ

ーズに観光資源の豊富な真庭地域を情報発信する (社 )

真庭観光連盟への補助  

1,000,000 
(社 )真庭観

光連盟    

51 
観光 PR 用パンフレット作

成  事業  

岡山県観光立地県戦略を踏まえ ,新たな視点で美作地域

の観光パンフレットを作成するもの  

2,835,000 
県民局  

  

52 湯郷温泉 PR 事業  

｢出張 !開運なんでも鑑定団」の湯郷温泉への誘致を行

い ,会場設営並びに鑑定依頼人及び観客募集を実施する

湯郷温泉旅館協同組合への補助  

300,000 湯郷温泉旅

館協  同組

合    

53 
B 級グルメフェスタ支援

事業  

３月 20 日 ,２１日両日に予定されている「 B 級グルメ  フ

ェスタ in 津山」の開催を支援するとともに ,これを契機

として ,美作地域への観光客の集客等を図るため ,メデ

ィアを通じてホルモンうどんを  テーマとした地域おこ

しの活動や地域の観光資源等 ,情報発信するもの  

2,300,000 

みまさか観

光魅力向上

推進協議会

  

  

観光事業計  20,120,000   

54 
新庄村多目的福祉施設駐

車  場通路整備事業補助  

村民のスポーツ ,健康及び休養のための施設として整備

された同施設内の駐車場通路を整備するもの  

749,000 
新庄村  

  

55 

防災のまちづくりフォー

ラム・防災講座「みんな

で防災」開催事業  

災害に強いまちづくりを推進するため ,自主防災組織の

設置促進及び既存組織の育成するため ,左記フォーラム

及び防災講座を開催するもの  

383,386 

県民局  
  

56 
｢誰もが使える！ UD まる

ご  と in 美作」開催事業  

UD に関する理解を深めるため ,具体的取り組みを紹介す

る各種催しを実施するもの  

1,499,400 まちづくり

推進機構岡

山    

57 交通安全普及啓発事業  
高齢者を対象とした交通安全研修等を実施する久米郡

高齢者交通安全教育推進委員会連合会への補助  

250,000 久米郡高齢

者交  通安

全教育推進

委員会連合

会  

  

58 美作エリア特産品 PR 事業  

各種イベント等の機会を捉え ,美作エリアの特産品を出

展し ,積極的に PR することにより ,特産品の振興を図る

もの  

887,634 
県民局  

  

59 
片山潜  生誕 150 年記念事

業  

明治・大正期に活動した久米南町出身の社会主義運動家  

片山潜の生誕 150 年を記念して講演会等を実施する「片

山潜生誕 150 年記念事業実行委員会」への補助  

100,000 片山潜生誕

150 年記念

事業実行委

員会  
  

60 
がんばれ国文祭「ももっ

ちリニューアル」事業  

国文祭を 1 年後に控え ,国文祭の開催気運を醸成するた

め ,ＰＲ活動に使用する国文祭バージョンのももっち着

ぐるみをリニューアルするもの  

341,250 

県民局  
  

61 
美作県民局広報事業   

(Burari ほっと情報）  

管内 10 市町村のイベント情報等について ,全県や近隣府

県を対象として ,ラジオ ,新聞広告等により ,PR 活動を行

うもの  

2,310,000 
県民局  

  

62 夏・冬アート in 勝山事業  

勝山文化往来館ひしおや勝山町並み保存地区を会場と

して ,芸術作品の展示 ,販売を行うとともに ,県内外の造

形作家を招へいし ,ワークショップ (技術講習 )を実施す

るもの  

1,000,000 
NPO 法人勝

山・町並み

委員会    

63 出雲街道再発見事業  

出雲街道をテーマとして ,沿道地域に現存する文化 ,歴

史遺産を活かし ,地域活性化イベント (出雲街道宿場ま

つり )を開催するとともに ,「出雲街道アーカイブズ」の

整備拡充 ,管理を行うもの  

690,920 

出雲街道再

発見連絡会  

64 美作協働推進事業  

｢協働」に対する理解や ,「協働」の取組促進を図るため ,

美作地域全体のボランティア・ NPO 等に相互交流や情報

交換の場を提供するとともに ,協働の担い手を育成する

ため ,協働の実践を行う機会を提供するもの       

また ,ボランティア・NPO 団体のネットワーク化を支援す

るもの  

1,307,128 

つやま NPO

支援センタ

ー  

  

  

65 
｢命の大切さを語り継ぐ

まちづくり」事業  

犯罪被害者の支援対策を推進するため ,犯罪被害者の心

情等に対する理解をより一層深めること等を目的とし

てシンポジウム等を開催するもの  

617,396 おかやま犯

罪被害者サ

ポート・フ

ァミリーズ
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66 
美作地域「芸術文化講演

会」開催事業  

美作地域の文化振興と県民の文化活動を通じた地域活

性化を目的として ,芸術文化に関する講演会を開催する

実行委員会への補助  

1,000,000 津山圏域を

活性化する

会実行委員

会  
  

67 

みまさかまちづくりフェ

スタ  パフォーマンスス

テー  ジ開催事業  

青少年健全育成の一環として ,まちなかにステー  ジを

設営し ,青少年が自由な演奏・発表ができる場を提供す

るもの  

1,344,000 みまさかま

ちづくりフ

ェスタ   パ

フオーマン

スステージ

実行委員会

  

68 
協働でつくるＤＶのない

まちづくり事業  

ＤＶのないまちづくりを実現するため ,NPO,ボランティ

ア団体との協働により ,普及啓発活動を行うもの  
69,150 

県民局  
  

69 

兵庫・岡山県際事業    

｢岡山・兵庫ふるさとレー

ルスタンプラリー」  

県際地域の連携・交流による地域振興を目的とする兵

庫・岡山県際交流事業の一環として ,県際地域の交流人

口・知名度アップと鉄道利用促進を図るため ,鉄道を利

用したスタンプラリーを実施する実行委員会への補助  

1,500,000 
岡山・兵庫

ふるさとレ

ールスタ  

ンプラリー

実行委員会
  

70 
自主防災組織モデル地区

事業  

防災まちづくりを推進するため ,自主防災組織の設置促

進及び既存組織の強化を目的として ,津山市 ,真庭市 ,勝

央町内においてモデル地区各１地区を選定し ,当該地域

の実情に応じた自主防災モデル活動の企画・立案を行う

とともに ,ワークショップ等を実施するもの  

1,433,250 

まちづくり

推進機構岡

山  

  

  

71 
FIA 世界ツーリングカー

選手権開催支援事業  

本年 10 月に岡山国際サーキットで開催が予定されてい

る同選手権実行委員会への補助  

500,000 美作市 WTCC

実行委員会  

72 
地域活性化イベント助成

事  業  

各地域の特色を生かし ,人と人とのふれあいの場の創

出 ,郷土の歴史や文化を活用したイベント等を通じて ,

地域活性化を図ろうとする各種団体の取組に対する助

成  

3,050,000 

各イベント

実行委員会  

73 
さら山時代祭開催事業補

助  

｢さら山時代祭」を開催する同実行委員会への補助  200,000 さら山時代

祭実行委員

会    

74 

｢Belle Cup2010 女子サッ

カー交流大会」開催支援

事業  

美作ラグビー・サッカー場を会場として開催される同女

子サッカー交流大会の開催を支援し ,地域スポーツの振

興及び女子サッカーを契機とした美作地域の情報発信

を図る。  

350,000 
｢Belle Ｃ

up 2010」実

行委員会    

75 空路利用促進事業  

岡山空港の利用促進を図るため ,美作地域からの交通手

段であるデマンドタクシーの PR 等を実施する津山空路

利用促進協議会への補助金  

150,000 津山空路利

用促進協議

会    

76 

『環境にやさしい美作の

国づくり』 親子エコフェ

スタ２００９  開催事業  

6 月の環境月間に併せ ,地球温暖化防止等 ,環境問題に対

する啓発活動として ,子どもから大人までの全年代が参

加できる体験型イベントを実施するもの  

901,895 NPO 法人エ

コネットワ

ーク津山    

77 
リユース食器利用拡大事

業  

リユース食器の貸し出しの利用拡大を図るため , チラ

シ等を作成するとともに ,参加イベントにおいて ,食べ

残し等食品残渣のリサイクルに取り組むなど ,環境に配

慮したイベントづくりに取り組む NPO への補助  

360,000 NPO 法人津

山市消費生

活モニター

連絡会  
  

78 国文祭 PR グッズ制作事業  国文祭 PR のためのキーホルダーを制作するもの  196,000 県民局  

79 

(県 )久米中央線外道路改

築  事業 (津山市戸脇地

内）  

平成 18 年度から津山市戸脇地内で実施している栄研工

業 (株 )のシュレッダーダスト撤去に必要な搬出道路の

整備 ,補修及び管理を実施するもの  

2,058,000 

県民局  
  

その他事業   計  23,248,409   

その他事業   合計  51,639,039   

美作県民局   合計  219,271,612   

 美作県民局  真庭地域事務所  

<土木関連事業 > 

  事業名  事業実施箇所及び内容  執行額（円） 事業  

施行主体  

80 
(国）３１３号       

道路改築事業  

真庭市落合垂水地内                 

公園整備事業  １式  

820,050 
県民局  

  

81 
(国）３１３号       

道路改築事業  

真庭市落合垂水地内  

水路整備   Ｌ＝３６０ m   Ｗ＝１６．５ｍ  

1,102,500 
県民局  

  

82 
(国 )181 号         

道路舗装補修事業  

真庭市江川地内  

国道 181 号の舗装を補修する。  切削オーバーレイ  L＝

300m Ｗ =6.0(7.0)ｍ  Ａ =1,950ｍ 2 区画線工  一式  

9,135,000 

県民局  
  

83 
(県 )湯原美甘線       

交通安全施設整備事業  

真庭市美甘地内  

冬期に凍結事故のおそれがある県道湯原美甘線に自動

塩撒機を設置する。自動塩撒機設置  Ｎ =2 基  

7,199,850 

県民局  
  

84 
(国 )181 号外        

交通安全施設整備事業  

真庭市及び新庄村一円  

国道 181 号他の区画線消滅箇所の補修を行う。  区画線

工  Ｌ =30kｍ  

5,541,325 

県民局  
  

 



69 

85 
(国 )181 号外道路修繕事

業  

真庭市上河内地内 ,真庭市久世地内           

国道 181 号 ,（一 )西原久世線に設置されている電光表示

器の修繕工事を実施するもの  

1,279,950 

県民局  
  

86 

(国 )482 号道路修繕事業   

(道の駅「風の家」駐車場

照  明修繕）  

真庭市上徳山地内                   

転倒のおそれがある道の駅「風の家」駐車場照明の取り

替えを実施するもの  

970,725 

県民局  
  

  道路事業  計  26,049,400   

87 
(一 )旭川         

河川樹木伐採事業  

真庭市豊栄 ,下湯原 ,禾津地内  

旭川に繁茂した樹木を伐採するもの  樹木伐採  Ｌ＝ 150

ｍ 2, Ａ =450ｍ 2 

3,486,000 
県民局  

  

88 
単県  砂防事業       

(砂）真賀谷川  

真庭市仲間地内  

付替林道の整備  延長Ｌ＝ 140ｍ  Ｗ＝ 3.0ｍ  掘削工  Ｖ

＝ 2,200ｍ 3 法面工  Ａ＝ 1,300ｍ 2 

706,800 

県民局  
  

河川事業   計  4,192,800   

土木関連事業  計  30,242,200   

<農林関連事業 > 

  事業名  事業実施箇所及び内容  執行額（円） 事業  

施行主体  

89 
美味しいジャージースイ

ーツの全国発信事業  

 ジャージー牛乳を使用したスイーツ（プリン ,ロール

ケーキ等）を開発 ,製造拡大するとともに ,商品の多様化

による加工品全般の販売拡大を  図り ,酪農経営の活性

化に資する。  

2,001,000 

蒜山酪農農

業協同組合
  

  
  畜産事業  計  2,001,000   

90 
間伐材等森林資源有効利

用促進事業  

 小規模な作業路の開設により ,未整備森林の間伐を推

進するとともに ,未利用間伐材等の森林資源の有効活用

を図る。  

4,000,000 
真庭森林組

合    

  治山事業  計  4,000,000   

91 
未利用木質資源循環促進

事業  

 地域バイオマスの利活用に先進的に取り組んでいる

真庭地域において ,森林組合が林地残材を収集・利用す

る仕組みを地域に定着させるための事業を実験的に実

施する。  

4,620,000 

真庭森林組

合  
  

  
その他事業  4,620,000   

農林関連事業  計  10,621,000   

真庭地域事務所  合計  40,863,200   

 美作県民局  勝英地域事務所  

<土木関連事業 > 

  事業名  事業実施箇所及び内容  執行額（円） 事業施行主

体  

92 
（県）美作奈義線     

道路修繕事業  

美作市栄町地内  

施工延長 L=724ｍ  側溝修繕  

6,567,000 
美作市  

  

93 
(国）３７４号       

道路防災事業  

美作市巨勢地内  

ロックネットー式   Ｌ＝ 60m Ａ＝ 1000 ㎡  

3,138,450 
県民局  

  
  道路事業  計  9,705,450   

94 
(一 )白水川         

河川大規模浚渫事業  

美作市白水地内  

21 年 8 月の台風 9 号により ,白水川に異常堆積した  土砂

を撤去する。河道掘削  L=1,000.0ｍ   Ｖ =1,300m3 

6,823,950 

県民局  
  

95 
(砂 )谷の奥川        

砂防事業  

美作市川東地内  

21 年 8 月の台風 9 号により ,地元管理の付替道路上部の

法面が崩落 ,通行できない状態となっており ,当該崩土

の撤去を行う美作市へ補助               

崩土撤去  Ｌ =30.0m Ｗ =2.5ｍ  Ｖ =1,369m3 種子吹付  

Ａ =676m2 

4,372,000 

美作市  
  

  

96 
(一 )河会川         

河川 |環境整備事業  

美作市南地内  

施工延長 L＝ 140． 0ｍ  遊歩道 ,木柵  
4,988,550 

県民局  
  

97 
(一 )山家川         

河川大規模浚渫事業  

美作市土居地内  

21 年 8 月の台風 9 号により ,山家川に異常堆積した土砂

を撤去する。  河道掘削  L=200.0ｍ   Ｖ =3,000m3 

16,774,695 

県民局    

  
  河川事業   計  32,959,195   

98 公共残土処理場整備事業  
美作市白水地内外                   

建設残土処分場の適地基本的設計業務  １式  

1,921,500 
県民局  

  
その他事業   計  1,921,500   

土木関連事業  合計  44,586,145   
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<農林関連事業 > 

  事業名  事業実施箇所及び内容  執行額（円） 事業施行主

体  

99 

売れ筋ぶどう「新商品」

の  生産技術確立と販売

対策事  業  

 家庭消費に向く新商品としての小房ぶどうの栽培技

術の研究 ,並びに販売用のパッケージ等を作製し ,小房

ぶどうの新商品化を図り販路の拡大を進める。  

300,000 
勝英農業協

同組合    

  農業事業   計  300,000   

農林関連事業  合計  300,000   

<その他事業 > 

  事業名  事業実施箇所及び内容  執行額（円） 事業施行主

体  

100 
障害者とともに進める心

のバリアフリー推進事業  

誰もが暮らしやすい地域を目指し ,障害者に対する正し

い知識と理解を深めるための普及活動を充実すること

によって ,心のバリアフリーを進める。  

594,000 元気になろ

うや  フェ

スタ実行委  

負会  
  

101 災害時の食事ホッと事業  

｢災害時において安心して食事を確保できる地域づく

り」を目的に様々な活動を行う。  
380,000 食生活支援

ネッ  トワ

ーク会議    

保健福祉事業   計  974,000   

その他事業   合計  974,000   

勝英地域事務所  合計  45,860,145   

 
 

（４）協働の推進事業  

ア 協働の推進事業は、県民局への再編の目的である県民局の機能強化に関連

した事業である。  

・企画・立案機能の強化  

県民との幅広い協働をベースに、地域の特色あるプロジェクトや先駆的取

組などを体系化した「夢づくり協働プログラム」を策定する。  

・総合調整機能の強化  

地域の声を県政に反映させ、地域ニーズに基づく施策を推進する。  

・地域住民との協働による施策の展開  

イ また、ＮＰＯ、市民活動団体、ボランティアグループなどの地域で活動す

る様々な団体との協働により、多様な県民ニーズや地域課題に応えるととも

に、ボランティア・ＮＰＯ等の地域活動の一層の促進を図るため、協働推進

のテーマに沿った「協働事業の提案募集」を行い、優良な提案について事業

化を行い、多くのソフト事業が実施されており、協働事業について推進が認

められる。  

協働事業の採択方法等は各県民局で概ね同じで、以下のとおりである。  

 
 
 
 
 
 



71 

（協働事業の採択方法等 備前局）  

事業提案 

県民局と協働して行うことを希望する住民活動団体

等から、協働事業にかかる事業実施計画等（提案）

を募集 

一次審査（書類審査） 

4 月上旬～5 月上旬 
アドバイザー会議等による書類審査 

二次審査（最終選考） 

5 月下旬～6 月上旬 

提案内容を総合的に評価し、事業実施すべき提案を

選考 

協働事業協議書を締結 実施事業について、県民局長と協働協定書を締結 

事業実施 補助金交付 

事業評価 実施した事業について、評価 
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第５ 県民局長の施策提案 

県民局長から県知事に対する施策提案を行っており、地方振興局の再編の目的

である県民局の機能強化のうち、県民局の企画・立案機能の強化と地域ニーズの

県政への反映につながるものである。  

施策提案の取りまとめは地域政策部協働推進室が行っており、平成２１年度で

は各県民局が２件程度の提案を行い、備中県民局の２提案がそのままの形ではな

いが採用されている。ただ、晴れ晴れ子育て支援ネット・交流推進事業で提案さ

れた事業予算見積りは３事業年度で７２３万６，０００円、中山間地域集落活性

化応援事業で提案された事業予算は３事業年度で１，２００万円であり、１事業

年度の平均予算は約６４１万２，０００円である。採択件数、事業予算ともに少

なく、地域ニーズを県政に反映させる機能として、十分であるとはいえない状況

にある。  

 
（表９） 平成２１年度 県民局長の施策提案内容（採択事例）  

  備中県民局 

事業名 晴れ晴れ子育て支援ネット・交流推進事業 

提案内容 

（１）地域ごとの取組 

 事業実施希望地域において、県民局が市町村や子育て支援の実績のあるＮＰＯと連

携し、協働組織を立ち上げ、子育て中の親や子育て支援関係者との情報交換、グルー

プワーク等を実施するとともに、地域に必要な子育て支援事業の企画・実施を通じて、

市町村単位で子育て支援者等の「つながりづくり」と「資質の向上」を推進する。 

（２）県民局管内全域での取組 

 子育て支援に取り組む個人や団体に、活動している地域を超えた出会いや情報交換

等を通して、県内外の子育て支援活動の好事例の紹介や学び合いの機会を提供するこ

とにより、子育てしやすい環境づくりに取り組むための地域を超えた幅広い子育て支

援の「つながりづくり」を推進する。 

事業名 中山間地域集落活性化応援事業 

提案内容 

 コーディネーターの役割を果たす中間支援組織を立ち上げ、ＮＰＯ、大学（学生ボ

ランティア）、福祉団体、農業団体、県民ボランティア等の多様な主体の参画による

全県的なネットワークを構築し、小規模高齢化集落等のニーズに応じて、諸団体等の

活動を適材適所で提供できる人的支援団体を整備する。 

 
 

第６ 結果及び意見 

１ 地方振興事業調整費による事業について、事業の計画段階での評価及び事後の

評価を行うべきである（意見）  

地方振興事業調整費を事業費として執行される事業について、計画段階で実施

による具体的効果、実施後における事業の網羅的評価が行われていない。  

例えば、国民文化祭については、各県民局でＰＲ事業が実施され、備前県民局

３１万７，０００円、備中県民局９８万６，０００円、美作県民局３４万１，０
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００円の執行額があるが、支出内容は啓発グッズ（国民文化祭用キャラクター、

コースター、飴等）の作成である。この程度の事業を各県民局でバラバラに実施

して効果が得られるのか甚だ疑問であり、事業を実施すること自体が目的となっ

ている感がある。  

厳しい県財政の状況下、事業採択については、事業の効果をより真剣に検討す

るとともに、事後の評価を実施し、今後の事業採択にいかす必要がある。  

２ 県民局における政策立案の対象範囲の見直しを行うべきである（意見）  

県民局は、幅広い事業を対象とする政策立案機能を有している。しかしながら、

県民局が対象としている事業の一部には、岡山県全体で政策立案すべき事業が含

まれているので、現在県民局において行われている政策立案の対象範囲が効率的

かについて検討すべきである。  

例えば、観光事業は、「新おかやま夢づくりプラン」において、観光消費額を１，

４１６億円から１，５６０億円に増加させること、及び以下の項目を目標として

いる。  

・観光客の入り込み数の増加を図り、宿泊者率を高めるとともに観光消費額の増

加を図る  

・外国人旅行者に対する誘致  

すなわち、岡山県は、観光事業に関し、県外及び国外からの旅行者の増加によ

る地域外からの移入を中心とした観光消費額の増加を考えている。それに対し、

各県民局で実施されている観光事業は、各県民局エリア内の観光資源に絞ったＰ

Ｒを行っており、県民局管内の県民を主な対象とした事業も多い。  

要するに、岡山県の観光事業の目標が、県外及び国外からの観光客の増加によ

る観光消費額の増加であるにもかかわらず、県民局のしている事業は、その目標

と食い違っている感がある。  

岡山県が目指す観光事業の観点からすると、観光事業に関する政策立案をすべ

き部署は全県単位で企画できる本庁であると思われる。  

観光事業のほかにも同様に本庁が政策立案すべき事業もあると思われる。他県

においては、既に述べたように、総合出先機関といった限られた地域における総

合調整機能は必要がないとして総合出先機関を廃止した県もいくつか出ている現

在において、より効率的な政策立案をできる部署がどこなのかは十分に検討する
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必要があると思われる。特に、岡山県の財政状況からすると、優先すべき目標を

明確にし、限られた予算の有効な配分方法を検討する必要が大きく、事業内容に

よっては一括して本庁の対象範囲とすべきである。  
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第２款 税務部 

第１ ３県民局への再編整備の経緯 

１ 第２次岡山県行財政改革大綱 

地方振興局の９局体制を基に、地方振興局内部組織が見直され、平成１２年

４月から次の税務部の再編が実施された。 

・高梁局、津山局の賦課徴収に係る所管区域をそれぞれ阿新局、真庭局まで

拡大する。これに伴い、阿新局及び真庭局の税務部を廃止し、両局の総務振

興部総務振興課において税の窓口収納を行う。 

・岡山局及び倉敷局の税務部の不動産取得税課を強化し、津山局税務部に不

動産取得税課を新設して、広域的対応を行う。 

第２次行財政改革大綱では、地方分権の進展や市町村合併が十分進んでいな

かったことから、抜本的な見直しは先送りにされた。 

２ 第３次岡山県行財政改革大綱 

改革の基本的視点の下、再編の方向性として今後地方振興局は、３局又は４

局への再編を目指す一方、現地で行う必要がある業務については、地方振興局の

出先機関を置くか、さらに事務事業の見直し等により、地方振興局の出先機関の

再編、縮小に取り組むとした。 

３ 岡山県県民局設置条例 

地方振興局は、広域的な地域の出先機関として、３県民局へ再編された。各

機関で実施する業務の考え方は、次のとおりである。 

（１）本庁へ集約して実施する業務 

極めて高い専門的知識を要する業務、年間処理件数が少ない業務、全県的

な啓発業務、調査等の管内集計業務などは、専門性を高めた上で、本庁で一

元的に実施することにより、効率的で迅速な処理が可能となることから、県

民局では行わず本庁で実施する。 

（２）県民局で実施する業務 

県民局では、これまで地方振興局で行ってきた業務を行う。 

東備局、井笠局、高梁局、勝英局の各税務部は廃止され、各種税の賦課・

徴収、滞納処分など県民サービスへの影響を最小限にとどめながら、一元的

に処理することが効果的な業務や集約することで専門性を増すことができる
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業務は、各県民局に集約された。 

（３）地域庁舎で実施する業務 

税の収納、納税証明の発行など県民を対象とした主要な窓口対応業務につ

いては、県民サービスの著しい低下を避けるため、引き続き、現地（県民局税

務部又は地域事務所の地域政策部総務課）で実施する。 

しかし、県民に最も身近な自治体である市町村へ権限、事務を移譲・委託

する、あるいは、電子申請等を活用するなどにより、業務を縮小していくと

している。 

第２ 組織体制 

１ 税務関係機構 

税務関係機構（平成２２年４月１日）は次のとおりである。 

 

２ 県民局と地方振興局 

地方振興局と県民局の組織体制は、「第２章 備前・備中及び美作県民局の概

要（平成２１年度）」の「２ ３県民局の組織、所管事務及び配置人員」に記載

している。 

３ 自動車税事務所 

県内の自動車税及び自動車取得税の課税、徴収に関する次の事務を行ってい

る。    
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① 自動車税の賦課及び自動車取得税の賦課徴収に関すること 

② 継続車検の納税証明書の発行  

③ 自動車税や自動車取得税の納付や口座振替、抹消による還付 

④ 自動車税の身体障害者等減免に関すること 

⑤ 自動車税及び自動車取得税の申告書の受理に関すること 

ただし、県内住所の滞納者の自動車税の滞納整理は、各管轄の３県民局税務

部収税担当課に引き継いでいる。 

４ 岡山県滞納整理推進機構 

税源移譲により、市町村が賦課徴収する個人県民税の額が大幅に増加したた

め、県税の滞納額もこれに比例する形で増加しており、その約６割を個人県民

税が占めるようになった。 

県では、このような状況を踏まえ、県内のすべての市町村と連携を図りなが

ら、滞納整理を一層強力に進めるため、「岡山県滞納整理推進機構」（総務部税

務課特別徴収班）を平成２１年４月１日に設置した。 

岡山県滞納整理推進機構では、個人住民税（個人県民税や個人市町村民税）等

を滞納している人について、市町村が滞納整理を行うことが困難であると認め

る者に係る滞納事案の引継ぎを市町村から受けて、財産調査を徹底的に行い、

所得や財産を発見した場合には、速やかに差押えや公売などを行うこととして

いる。 
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第３ 業務の概要 

１ 課税・徴収業務の概略 

（１）地方税の課税・徴収の概略 

（賦課課税方式） 課税件数の９割以上 

   市町村税…個人住民税、固定資産税、軽自動車税 等 県税…  個人

事業税、不動産取得税、自動車税 等 

課税客体の把握 （地方税法、条例に定める要件の確認）
↓

課税基準の算定 （所得等の把握、各種控除等の反映）
↓

賦課決定決議 　国（法人税額、法人所得金額） →法人県民税、法人市町村民税、法人事業税
課    　（個人所得金額） →個人事業税、個人住民税

↓ 　市町村（固定資産評価額） →不動産取得税

税 納税義務者への通知（納税通知書） 　記載項目は法令で義務付け
　様式は市町村で差異

↓ （申告納付方式）　市町村税…法人市町村民税
　　　　　　　　　　　　県税…法人県民税、法人事業税、自動車取得税、軽油取引税

納期限
申告納付期限 （地方税法、条例で規定）

↓
更正・決定

納付
↓未納

完結 　　　　　金融機関での納付（口座振替を含む）、窓口納付、コンビニ納付
↓未納

督促 　　　　　（納期限までに納付がない時）
（納付） 　　　　　（納期限後20日以内の督促状発出）

↓未納
催告 　　　　　（督促納期限までに納付がない時）

（納付） 　　　　　（電話催告、文書催告、臨戸指導）
↓未納

財産調査 　　　　　（督促納期限までに納付がない時）
　　　　　（国税徴収法第141条（質問、検査）、第142条（捜索））

↓未納
差押等滞納処分 　　　　　（国税徴収法に規定する滞納処分の例による）

↓
換価（公売）

↓
税への配当

収
納

滞
納
整
理

 

（２）地方税の課税・徴収方法の特徴 

（「地方税関係資料ハンドブック・平成２２年」から） 

ア 地方団体が徴収している地方税については、全体の課税件数のうち、９

割以上が賦課課税によって課税。 

⇒課税対象の把握や評価などに手間がかかる。 

＊賦課課税…課税側（市町村、都道府県）が、課税対象について調査（固

定資産税の評価などを含む）し、税額を決定し、納税者に

通知することで課税するもの。 
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＊申告納付…納税者側が、納付すべき税の税額などについて申告し、併

せてその申告に係る税を納付するもの。  

イ 賦課課税の税目のほとんどが、普通徴収によって徴収されており、１件

当たりの税額も比較的少額。 

（参考）普通徴収に係る税収は１７兆円（１件あたり平均税額９．０万円）、

特別徴収に係る税収は８．３兆円（同２５万円）。 

⇒納税者が納税通知書を窓口に持参する等によって納付する必要があり、

滞納が発生しやすく、督促等に係る事務負担が大きい。 

＊普通徴収…課税側（市町村、都道府県）が納税者に納税通知書を交付、

納税者に窓口等へ通知書と税額を持参させて、税を納付さ

せるもの。 

＊特別徴収…税の徴収について便宜を有する者（給与支払者等）を特別

徴収義務者とし、その者に納税者から税金を徴収させ、税

を納入させるもの。 

課税
方法

申告納付
（1,539万件、7％）

徴収 法人市町村民税（376万件）
方法 法人道府県民税（305万件）

法人事業税（251万件）など

固定資産税（土地3,161万件、家屋3,632万件、償却136万件　計6,930万件） 特別徴収（個人住民税）
自動車税（4,621万件）、軽自動車税（3,872万件）、個人住民税（2,730万件）など （3,308万件、14％）

（注）1.いずれも平成20年度課税状況調などのデータを踏まえ、推計（地方消費税、法定外税については、含まない）。

　　　2.固定資産税は、免税点以上の納税義務者数を課税件数とした。

　　　3.申告納付には、特別徴収義務者に申告納付させる税目を含む。なお、利子割・配当割・株式等譲渡所得割については、

　　　　納入申告書数を課税件数とした。

賦課課税（2億1,801万件、93％）

普通徴収（1億8,493万件、79％）

 

 

（３）県及び市町村の課税・徴収業務の概要 

（法人市町村民税・法人県民税・法人事業税、軽自動車税・自動車税） 
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（固定資産税・不動産取得税、個人住民税・個人事業税） 

（4月～） （未納の場合）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

⇒
（現年分）（繰越分）

⇒ ⇒
・催告

⇒ ・財産調査
・滞納処分
（差押え・交付要求）
・換価（公売・取立）
・配当

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・完結
（・滞納処分停止）
（・不納欠損）

（未納の場合）

⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒

⇒

（4月～） （未納の場合）
⇒

⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

（8月～） （未納の場合）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

滞納整理

縦覧台帳 価格決定

督促状送付 滞納整理
法務局所有権移転情報

法務局所有権移転情報

資産申告

課税通知 督促状送付

固定資産価格情報

課税通知
賦課決定不動産取得税

（県）

賦課決定

価格決定

新増築家屋価格算定（評価）

価格決定

新増築家屋価格算定（評価）

土地価格算定

固定資産税
（市町村）

家屋・
土地

償却
資産

滞納整理確定申告転写

個人県民税
（県）

個人事業税
（県）

徴収引継徴収金払込み

審査

督
促
状
送
付

賦
課
決
定

課
税
通
知

課税通知 督促状送付 滞納整理
個人住民税

（市町村・県）
審査 賦課決定

確定申告転写

給与支払報告書
公的年金等報告書

市町村窓口への申告

 

（未納の場合）

（未納の場合）

（4月～） （未納の場合）

申告書受付
（市町村窓口）

（4月～） （未納の場合）

運輸支局からデータ
テープで受領

滞納整理⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

申告是認

更正・決定

審査

調査

督促状
送付

申告

受理

賦課決定

賦課決定 ⇒ ⇒

法人市町村民税
（市町村）

法人県民税
法人事業税

（県）

審査

⇒プレプリント送付 ⇒

申告

⇒

プレプリント送付

未登録法人調査

申告是認

⇒
督促状
送付

滞納整理

受理 調査 更正・決定

⇒

滞納整理課税通知
軽自動車税
（市町村）

⇒ ⇒審査

申告書受付

滞納整理
自動車税

（県）
⇒ 審査 ⇒ ⇒ 課税通知

申告書受付

督促状
送付

⇒

⇒
督促状
送付

⇒
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（４）滞納整理事務の概要  

地方公共団体が納税者に対して確定した納税義務の履行を求めることを税

の徴収という。  

税は原則として納期限内に納められなければならない。しかし、実際には

さまざまな理由により納期限までに納付されず滞納となる額が少なからず発

生する。このような滞納が発生した場合には下図のような方法で解決するこ

とになる。これら、滞納を解決するための一連の事務手続を滞納整理とい

う。  

また、納期限から２０日以内に督促状が送付されるが、これによっても納

税者が任意に納税をしない場合には地方公共団体は差押等の強制的手段を行

使することができる。この強制的手段を滞納処分という。  

以上の事務手続を図示すると以下のとおりである。  

 

図  滞納整理事務の流れ  

 

 

 

 

 

 

 

 

・納付催告（文書、電話、面接）

・財産調査 

 ・差押、交付要求、参加差押 

 ・換価（公売） 

 ・配当 

・徴収の猶予 

・分納誓約 等 

滞納処分

不
納
欠
損
処
理

納

付

納

税

通

知

書 

の

発

送 

処

分

停

止資

力

調

査

督
促
状
の
発
送

滞納整理 

納期限から 20 日以内 

納

期

限
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２ 県・市町村の業務比較 

（１）県税及び市町村税の主な作業一覧 

市 町 村 税 

個人住民税 法人市町村民税 軽自動車税
土地・家屋 償却資産 給与支払報告書 諸変更届 岡山県市町村税務協会から申告書入手
航空写真 申告書送付 公的年金等支払報告書 申告書送付 新規等申告書
法務局異動情報 未申告催告 年末調整説明会
建築確認等土地変動情報 税務署調査 税務署単位での確定申告書共同転写等
実地調査 実地調査 申告書送付

申告書受理
未申告調査
月例の税務署申告書転写
住民基本台帳照合
住基外者調査
家屋敷課税者調査

新増築家屋評価 課税台帳作成 給与支払報入力告 県内本店分の県通知
評価替え再計算 公的年金等支払報告入力 法人税更正に係る県通知
地価下落修正 申告入力
鑑定評価 扶養等調査
土地修正率
価格等縦覧台帳作成
固定資産評価委員会運営
賦課決定 更正・決定 賦課決定 賦課決定
課税免除、減免、【条例制定】 課税免除、減免、【条例制定】 課税免除、減免、【条例制定】 課税免除、減免、【条例制定】

確定申告書
予定申告書
更正請求

作成【納期は条例で制定】 特別徴収分の作成 作成【納期は条例で制定】
送付 特別徴収分の送付 送付

普通徴収分の作成【納期は条例で制定】
普通徴収分の送付
月例処理分の作成
月例処理分の送付

申告

納税通知

固定資産税

課税客体の補足

課税標準の算定

賦課決定

 

県税 

個人県民税 個人事業税 法人県民税 法人事業税 自動車税
前年度定期賦課点検 法務局登記調査 法務局登記調査 運輸支局から登録ファイル入手
税務署確定申告書転写等 未登録法人調査 外形標準課税法人等調査 新規等申告書
新規納税義務者基本登録 諸変更届
課税対象事業者認定 諸変更届 申告書送付
月例の税務署申告書転写 申告書送付
課税対象所得認定
繰越欠損認定
譲渡損失認定
課税対象所得認定 本店県民税務署調査 本店県民税務署調査
繰越欠損認定 本店県・市町村通知 本店県・市町村通知
譲渡損失認定 本店県からの通知 本店県からの通知

法人税更正通知 法人税更正通知
法人税更正市町村通知 法人税更正市町村通知

賦課決定 更正・決定 更正・決定 賦課決定
課税免除、減免【条例制定】 課税免除【条例制定】 加算金決定 課税免除、減免【条例制定】
賦課額変更 課税免除【条例制定】

確定申告書 確定申告書
予定申告書 予定申告書
更正請求 更正請求

申告期限延長承認
定期賦課分の作成 作成【納期は条例で制定】
定期賦課分の送付 送付

賦課額減額通知書納付 随時課税分の作成
賦課額減額通知書作成 随時課税分の送付
徴収猶予通知書の送付 二期分納付書の作成

二期分納付書の送付
賦課額変更通知書の作成
賦課額変更通知書の送付

不動産取得税

課税客体の補足

法務局異動情報
価格等捕捉法務局調査
市町村新増築家屋情報
取得申告書
納税義務者基本登録

課税標準の算定

評価額等市町村調査
新増築家屋評価
（非木造県分担分）
評価額市町村通知

賦課決定

賦課決定
課税免除、減免【条例制定】
賦課額変更
徴収猶予決定

申告

納税通知

作成
送付

徴収猶予期間満了通知書の作成
徴収猶予期間満了通知書の送付
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市 町 村 税 

市町村たばこ税 鉱産税 入湯税 事業所税 国民健康保険税
製造たばこの製造者 鉱業者 鉱泉浴場における入浴 法人または個人の事業者 国民健康保険の被保険者で世帯主
特定販売業者
卸販売業者 浴場経営者等特別徴収義務者指定 住民基本台帳照合

申告書送付 申告書送付 申告書送付

小売販売業者への売渡し等に 鉱物の価格 入浴者数 事業所床面積 基礎課税額（医療分）
係る製造たばこの本数 従業員給与総額 介護納付金課税額（介護分）

更正・決定 更正・決定 更正・決定 更正・決定 賦課決定決議

申告 申告 特別徴収義務者申告 申告

作成【納期は条例で制定】
送付

納税通知

課税客体の補足

課税標準の算定

賦課決定

申告

 

県税  

県たばこ税 軽油引取税 ゴルフ場利用税 鉱区税
製造たばこの製造者 軽油の引取り ゴルフ場の利用 鉱業権者
特定販売業者
卸売販売業者 特約業者等特別徴収義務者指定 ゴルフ場経営者等特別徴収義務者指定

売渡し等に係る製造たばこ 特約業者又は元売業者からの 利用人員
の本数 軽油引取りに係る数量

免税軽油使用者証交付

更正・決定 更正・決定 更正・決定 鉱区面積

鉱業権登録調査

特別徴収義務者申告 特別徴収義務者申告 特別徴収義務者申告

作成
送付

申告

納税通知

課税客体の補足

課税標準の算定

賦課決定
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（２）市町村税の納期 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

岡山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
倉敷市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
美作市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
浅口市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
津山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
和気町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
玉野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
早島町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
笠岡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
里庄町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
井原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
矢掛町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
総社市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
新庄村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
高梁市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
鏡野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
新見市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
勝央町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
備前市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
奈義町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
瀬戸内市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
西粟倉村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
赤磐市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
久米南町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
真庭市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
美咲町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
吉備中央町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

個人住民税（普通徴収分） 固定資産税 軽自動車税
区分
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３ 三税（国税・県税・市町村税）の協力関係 

（１）三税（国税・県税・市町村税）の協力の主な内容 

○個人県民税…市町村による徴収金の納付（§42）、徴収引継（§48）等
○個人事業税…県による所得税申告書等の閲覧（§72の59）
○法人県民税・事業税…国からの更正等による法人税額等の通知（§63）
○固定資産税　　　　　 …市町村による償却資産関係書類の閲覧（§354の2）
○法人市町村民税　　 …県による法人税額等の通知（§63）
○固定資産税　　　　　 …登記所からの表示登記の通知（§382）
○不動産取得税　　　　…
　　　　　①県による固定資産税台帳等の閲覧（§73の23）
　　　　　②県による不動産の価格等の決定（§73の21）
　　　　　③市町村による取得申告書等の送付並びに不動産の価格等の通知
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（§73の18、§73の22）
　　　　　　市町村からの登記通知書写の提供、県による移転登記申請書
　　　　　　等の閲覧、市町村・県での新増築家屋評価の分担等により対応

内　　容根　拠

地方税法

所得税関係

法人税関係

固定資産税関係

 

○納税相談会・申告説明会等の開催、申告書の受付事務、特別
　徴収（源泉徴収）義務者への給与支払い報告書用紙の配布
○法人住民税・事業税の課税上必要な法人税等関係書類の閲覧
（§63、72の49の2、325）
○個人住民税の課税上必要な配当所得支払調書等の閲覧
○税務署からの、相続税・贈与税等国税の課税上必要な固定資
　産税等関係書類の閲覧
○所得税申告書への住民税申告用様式の添付

税務調査 ○市町村による所得税失格者調査
○市町村による不動産登記に関する資料の収集並びに税務署へ
　の通知（§423）
○市町村長による死亡通知書（死亡者所得固定資産税関係資料
　添付）の税務署長への送付（相続税の課税に協力）
○固定資産税評価と相続税・贈与税評価の資料（情報）交換

徴収上の協力 ○地区税務協議会等における大口困難滞納者、所得税等の還付
　金に関する情報交換

広報上の協力 ○地方団体の広報誌への国税関係記事掲載、税務署の行う租税
　教室等での地方税広報、税の無料相談

その他 ○連携協調のための地区税務協議会等国税・地方税関係者によ
　る協議会の設置

◇「地方税法」　（昭和25年7月31日法律第226号）他

資料提供、情報交換

通達

参考

課税関係書類の閲覧等

申告書の送付、受理等

課税上の協力
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（２）税業務の協力関係（フロー図） 

◇所得税関係（個人市町村・県民税、個人事業税） 

※個人に係る所得等は、税務署（国税局）に申告、データが集積。 

 各市町村、県がそれぞれに必要な情報をそれぞれが税務署から入手。 

（①確定申告書写の収集・入力・審査、②住民税の（特徴者から提出の）給与

支払報告書等の受理・入力・審査 に係る事務が大きなウェイトを占める） 

 

◇法人税関係（法人市町村民税、法人県民・事業税） 

※法人に係る所得・法人税額等は、税務署・国税庁に申告、データ集積。 

 法律で、国から県への通知、県から市町村への通知により情報を共有。 

 （提供される情報の内容に不足等があるため、調査等補完が必要） 

  

 

 

県内税務署（広島国税局）

申告書住民税用様式添付 

申告書の市町村窓口受付 

県 内 市 町 村

給与支払報告書用紙配布分担 

 
※確定申告書写の収集・入力・審査 

§42 徴収金納付

§48 徴収引継 §317 の 6 報告書の提出

 ※受理・入力・審査 §72 の 59 事業所得申告書等転写 

申告書の県税窓口仮収受 

岡 山 県

個人の所得等情報 

 

県内税務署・広島国税局

岡 山 地 方 法 務 局

岡 山 県

県 内 市 町 村

 

§63、72 の 49 の 2 申告書等閲覧 

§63 法人税額等の通知 

（県による転写で対応） 

※情報内容の不足 

※支店確定分情報が不十分 

§63 更正等法人税額等の通知 

法人の所得・法人税額等情報 
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◇固定資産税関係（不動産取得税） 

※固定資産の登記情報は国（法務局）が提供、価格等情報は市町村が提供、市町村に

は登記・価格等情報が集積。市町村と県の間では、法律上の市町村からの価格付き不

動産取得通知書の送付に代え、登記済通知書写の提供等による事務配分をするととも

に、価格に関して新増築家屋に係る評価を分担。 

  

 

◇軽自動車・自動車税関係 

※自動車税の自動車登録情報は岡山運輸支局から電子ファイルで提供。軽自動車税の

うち軽自動車に係る申告は岡山県市町村税務協会で一括して受付され、紙ベースで市

町村に分配。 

 

 

 

 

 

 

 
岡 山 地 方 法 務 局

§382 登記済通知書写の交付 
固定資産の登録情報 

固定資産の価格等情報 

相続税等評価情報等交換 

固定資産税関係書類閲覧 

県内税務署（広島国税局）

県 内 市 町 村

×§73 の 18、73 の 22 価格付き取得通知 

      §73 の 21 価格等決定の通知 

§422 の 3 登記所への価格通知 

償却資産情報

岡 山 県§354 の 2 償却資産関係書類閲覧 

※登記済通知書写の提供で対応 

※新増築家屋の評価分担で対応 

 
岡山運輸支局 

軽自動車検査協会 

自動車登録情報（電子ファイル）  

岡 山 県

岡山県市町村税務協会 県内市町村申告書 

受付・分配 

※紙による分配 
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◇徴収関係 

※国、自治体ごと、滞納者ごとの、個別的・具体的な情報提供・交換。 

 金融機関が収納、財産調査に果たす役割が大きい。 

 

 

 

 
 

金融機関 

（指定金融機関等）

預金等財産情報 

収納情報（済通） 

 

岡 山 県

 

    国 

 

県 内 市 町 村

滞納者・所得税等還付金情報交換

滞納者・所得税等還付金情報交換

滞納者所在・財産情報交換 
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第４ 他都道府県の事務の共同処理の取組 

１ 滞納整理部門の共同設置  

平成１９年度に行われた所得税から個人住民税への税源移譲や、厳しい財政

状況などを背景に、特に個人住民税について、共同処理により滞納整理部門の徴

収体制強化を図っている地方公共団体が増加している。岡山県が県内のすべて

の市町村と共同設置している岡山県滞納整理推進機構もその一つである。  

滞納整理部門については、税務部門の中でも、違法状態の是正業務に特化し

ており、事務の内容に裁量性がなく定型的であること、一定のノウハウが求めら

れることなどから共同処理に適している。また、広域的に実施することで、強制

的な措置が取りやすくなるなど効果的な滞納整理が可能になると期待できる。  

２ 税務部門全体の共同設置 

滞納整理部門を越えて、税務部門全体に共同処理を活用する事例もある。京

都府と、京都市を除く２５市町村は、広域連合「京都地方税機構」を設立し、将

来的な課税事務の共同化まで視野に入れて税に関する共同処理を開始した。 

一定のルールに基づいて公平で客観的な執行が求められる部門であるという

意味で事務の定型性が高いこと、固定資産評価など専門的なものが含まれるこ

とから、税務部門全体としても共同処理に適している。 

広域連合を設置するということは、一つの「地方公共団体」を立ち上げるとい

うことで、構成団体の議会の議決、総務大臣の許可等が要件となっており、県と

市町村の意思統一が必要である。 

また、電算システムの統合を伴う多大な電算開発費用等が必要となること、税

行政に係る各構成団体の責任が不明確になること、各構成団体の議会との関係等

の課題についても事前の詳細な検討が求められる。 
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図 京都地方税機構の概要 
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第５ 結果及び意見 

１ 収入率向上に向けて、県と市町村が連携して一層効果的な滞納整理を行えるよ

うに更なる取組を行うべきである（意見） 

主要な税目について、県民局への再編前の平成１６年度と２１年度について

全国平均と岡山県の差を算定すると以下のとおりである。 

全国平均 岡山県 差 順位 全国平均 岡山県 差 順位

全税目 96.5 96.2 △ 0.3 28 96.1 96.4 0.3 23

個人県民税 90.8 91.2 0.4 24 92.5 93.2 0.7 16

法人県民税 98.6 98.3 △ 0.3 39 98.3 98.7 0.4 30

個人事業税 90.1 78.7 △ 11.4 47 92.9 83.2 △ 9.7 46

法人事業税 98.9 98.3 △ 0.6 42 98.5 99.0 0.5 32

不動産取得税 86.1 84.5 △ 1.6 35 89.4 92.7 3.3 16

自動車税 95.0 93.5 △ 1.5 40 96.3 94.1 △ 2.2 46

税   目
平成16年度収入率(%) 平成21年度収入率(%)

 

岡山県滞納整理推進機構の設置に加え、平成２０年度から積極的な滞納整理

を行う方針に変更したことにより、収入率は全国平均を上回ったものの、県の厳

しい財政状況を鑑みると、更に必要な措置を行うよう改善が求められる。ただ

し、行き過ぎた滞納整理が実施されないように法令の遵守、適正な事務処理に努

めるべきである。  

（平成２１年度事業所別整理状況） 

 

 

 

 



 

92 

（年度別整理状況） 

 

滞納額の縮減を図るには、県税の一部徴収も行う市町村の徴収技術の向上も重

要であることから、機構への市町村職員の受け入れを更に積極的に進めるととも

に、機構で開拓、蓄積した滞納整理のノウハウを市町村に還元し、県と市町村が

連携して一層効果的な滞納整理を行えるように努めることが望まれる。 

２ コンピューターシステムと滞納処分票による二重管理から、コンピューターシ

ステムによる一元管理に変更すべきである（意見） 

滞納処分と同時に滞納処分票が発行され、これには滞納者の名前、税額、滞

納額等が書かれ、滞納処分票の裏には記事欄があり、経過が記録される。何月

何日に訪問したときに滞納者が何と言ったとか、取引先の人が滞納者をこう言

っていたとか、詳細に経過が記載される。コンピューターシステムと滞納処分

票による二重管理であり、また、不適切な管理により滞納処分票を紛失し、滞

納者の住所や名前のほか滞納している税の額や納税交渉の経緯などが流出する

ことが考えられるため、コンピューターシステムによる一元管理が望まれる。 
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滞納処分票（表） 

 

 

滞納処分票（裏） 

 

 

３ 岡山県滞納整理推進機構を活用するため、参加市町村に対して積極的な働きか

けを行うべきである（意見） 

個人県民税の賦課徴収は市町村が個人市町村民税と併せて行うものとされて

おり、岡山県では市町村からの報告によって調定している。県では、市町村が個
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人の県民税の賦課徴収に関する事業を行うために要する費用を補償するため、徴

収の可否にかかわらず、市町村に対して納税義務者１人当たり３，３００円（平

成２１年度）を個人県民税徴収取扱費として支払っている。岡山県では、個人県

民税の専任の担当者がいないので、市町村との共同催告等についてあまり人員

を割けない。また、実施に当たっては市町村の要望に合致する必要があり、県の

要望どおりの共同催告・共同徴収が必ずできるわけではない。この課題の解決

策の一つとして、県と市町村が共同で徴収に当たる岡山県滞納整理推進機構が

平成２１年４月に設置された。 

設置から１年間で市町村から引き継いだ事案は、１８５件で約６億４２６９

万円、差押え等で確定した滞納税額は約６億２９３６万円、うち取立、公売、

自主納付により９１３１万円を徴収し、岡山県滞納整理推進機構設置前の総務

部総務課滞納（徴収）対策班を大きく上回る実績を残し、評価できる。しかしな

がら、岡山県滞納整理推進機構に事案を引き継いだのは９市町にとどまってい

る。岡山県滞納整理推進機構に参画はしているが、引継ぎがない市町村が多数

ある。県内の個人県民税、個人市町村民税の滞納総額は１００億円を超してい

るところであり、もっと岡山県滞納整理推進機構を活用するための積極的な働

きかけが必要である。  

図 岡山県滞納整理推進機構設置前の滞納（徴収）対策班の実績 
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４ 県民局と市町村の限定的な連携体制を見直し、全県的な新しい組織と税務事務

の共同処理の取組を検討すべきである（意見） 

現在の岡山県滞納整理推進機構における共同処理については、次のような課

題が挙げられる。 

① 課税部門との連携が取りにくくなる 

② 滞納情報の二重管理や徴収の移管作業など事務が煩雑になる 

③ 構成団体（課税部門等）からの依存が強まる恐れがある（困難案件を何らの

対応も行うことなく滞納整理推進機構へ移管する等） 

また、職員に関して、市町村から税務に通暁した職員を受け入れ、県職員に

併任することにより、県と市町村が連携を図りながら滞納整理を進めるという

ことを目指しているが、滞納整理という権力性の強い事務の執行という点を考

えると、服務や事務遂行体制の整備に関しては一定の限界もある。 

一方、滞納整理部門を越えて、税務部門全体に共同処理を活用した場合には、

税務事務の共同処理に関しては、事務の一部だけでなく、税務部門全体を共同

処理の対象とすることで、課税状況全般の把握など課税部門と徴収部門の連携

による効果的な徴収が可能になる。また、各団体に共通する事務の効率化も期

待できる。 

「地方振興局の再編（平成１７年１月）」の「序論 ３ 再編への取組」の中で、

次の３つの取組を記載しているが、県税に関する業務は平成１７年４月再編時か

ら平成２１年再編完了時で重要な変化はない。 

① 広域化による機能強化 

・広域的、専門的な行政課題に対応するため、専門性が必要な部門に行政資

源（人員や予算）を集中し、機能の充実・強化を図ります。 

・本庁から再編後の地方振興局への権限の委譲を進め、広域化された局で、

申請から決定までの一連の手続きが完了するシステムを作ります。 

② 多様な主体との協働の推進 

・ＮＰＯ、ボランティア等多様な主体との協働を進め、その創造性を県政に

反映させます。 

・市町村へ権限・事務の移譲を積極的に進め、県民に身近な行政事務は身近

な行政主体が担うこととします。 
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・従来の行政の枠を超えた、質の高いサービスの提供を目指します。 

③ 簡素効率的な組織、執行体制の確立 

・官･民、県･市町村の役割を見直し、効率的･効果的な組織体制を築きます。 

 

「地方振興局の再編（平成１７年１月）」の資料「各機関で行う具体的な業務（主なもの）」より 

平成１９年度に行われた所得税から個人住民税への税源移譲や、厳しい財政

状況などを勘案すると、「第４ 他都道府県の事務の共同処理の取組」の「２ 税

務部門全体の共同設置」に記載する課題はあるものの、県民局と市町村の限定的

な連携体制を見直し、県・市町村の行政の枠を超えた全県的な新しい組織と税務

事務の共同処理の取組を検討する必要がある。 
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第３款 健康福祉部 

第１ 健康福祉部再編における経緯  

１ 健康福祉部における現状と課題及び業務仕分けの方針  

平成１６年に行われた業務仕分けにおいて、健康福祉部については、以下の現

状と課題があるという認識の下、次に記載する業務仕分けの方針が立てられた。  

（１）現状と課題 

ア 保健・医療・衛生行政  

平成９年に施行された地域保健法により、住民に身近で利用頻度の高い保

健、福祉サービスは、基礎的な自治体である市町村が、地域の特性を十分に

発揮しつつ、一元的に実施することとされた。他方で、都道府県が設置する

保健所においては、精神保健、難病対策、エイズ対策等の専門的かつ技術的

な業務について権能を強化するとともに、老人保健、母子保健、障害者福祉、

健康づくり、介護保険等の市町村の実施するサービスについて、市町村の求

めに応じて専門的な立場から技術的助言等の援助を行うこととなった。  

しかしながら、平成１７年当時、住民に身近で利用頻度の高い対人業務で

ある保健、福祉サービスの多くを、平成９年の地域保健法の施行にもかかわ

らず、依然として保健所が行っており、市町村が業務の一部を補完している

現状があった。また、対人業務ではない規制行政が主である衛生業務も、そ

の多くを保健所が独占している状態にあった。このため、これら対人業務及

び衛生業務について、住民生活に密着し、地域の実情を踏まえた対応が求め

られた。  

他方で、保健所は、大規模食中毒事件や感染症のアウトブレイク * 1といっ

た健康危機の発生に備え、地域の保健医療の管理機関として位置づけられて

おり、市町村や医師会といった地元関係団体との連携はもちろん、何よりも

重要な健康危機発生時への対応が求められるなど、地域への密着度を増すこ

とが要求された。  

 

 

                                                 

*1病気の感染が爆発的に広がること、病気の集団発生 
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イ 福祉行政  

平成１５年度から導入された支援費制度 * 2に見られるように、身体・知的

障害者に対する支援の実施主体は都道府県から住民に身近な市町村へシフ

トしており、今後もその傾向は続いていくものと予想される（児童相談所の

相談窓口が市町村に設置されるよう法改正の予定）。また、今後の市町村合

併の進展に伴い、市に編入される町村のケースや、新たに市制移行して福祉

事務所を設置することになる町村が増加するにつれ、都道府県の設置する福

祉事務所の所管対象町村の大多数が新市の設置する福祉事務所へシフトし

ていくことになると思われる。  

こうした変遷により都道府県の福祉行政は、一部町村を除き、サービスの

実施者としてではなく、市福祉行政に対するスーパーバイザー * 3としての役

割を果たすことが求められる。  

ウ 健康福祉部全体  

保健・医療・福祉の一元的なサービスの拠点であるとの位置づけは今後も

変わることはない。複雑化・困難化しながら増加傾向にある児童虐待への対

応について考慮する必要があり、地方振興局再編に併せて県立３施設（保健

所・福祉事務所・児童相談所）の在り方（統合等）について検討する時期に

差し掛かっている。  

（２）方針  

以上の現状と課題を踏まえて、保健・医療・衛生業務については、本庁又は

再編後の局（保健所）で集約する方が効果・効率の高い一部業務（企画調整業

務、研修会、対市町村業務（補助事業、ブロック会議・審議会、規制事務、啓

発事業等））を除き、出先機関の保健センター（仮称）で管轄を分けて実施す

る。  

福祉業務については、事務事業の大部分が対市町村業務であることを踏まえ

                                                 
*2支援費制度とは、身体障害者（児）及び知的障害者（児）が、その必要に応じて市町村から各種の情

報提供や適切なサービス選択のための相談支援を受け、利用するサービスの種類ごとに支援費の支給を

受け、事業者との契約に基づいてサービスを利用できる制度。２００３年（平成１５年）４月に施行さ

れ、２００６年（平成１８年）４月に障害者自立支援 

法へ移行した。 

*3監督・管理・監修を担当する人物、または監視する主体のこと 
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ると、再編後の局に集約することが妥当である（対人業務を主に行う福祉事務

所は、生活保護業務のみが市へ委託可能であるため、母子・児童を切り離した

ような組織の細分化を行う（出先機関の設置）よりも、組織を集約しスケール

メリットを生かした手法の方がよりよいサービスの提供が可能となる。他方サ

ービスの受け手側の利便性を損なわないよう、市町村窓口の有効活用や出先機

関に窓口を設けるなどの手当を行うこととする）。  

社会福祉法人等（施設を含む）の指導監査については、再編後の局において

行う（本庁との分担ルールは従前どおり）。  

その結果、次の表のとおり、業務仕分けが行われた。  

 

○健康福祉部業務 ●：H17.4.1再編時の仕分け　　△：条件により可能な仕分け　　◎：H21.4.1までに目指す仕分け

  Ｈ１７．４再編時   Ｈ２１再編完了時

県 市 外部 廃止 県 市 外部 廃止

本庁 局 支局 町村 委託 本庁 局 地域庁舎 町村 委託

● ◎

保健所保健福祉サービス調整
推進会議、地域保健福祉調整
会議

● ● ◎ ◎

地域保健推進特別事業 ● ◎

● ◎

● ● ◎ ◎

保健所運営協議会（審議会） ● ● ◎ ◎

圏域保健医療対策協議会 ● ● ◎ ◎

● ◎

保健所長表彰等 ● ● ◎ ◎

● ● ◎ ◎

● ◎

社会福祉施設等の整備 ● ◎

市町村支援 ● ◎

介護サービス事業者監査指導
介護支援専門員の養成・研修

● ◎

● ◎

医療監視、許認可事務 ● ● ◎ ◎

医務関係従事者免許交付 ● ● ◎ ◎ ◎

救急医療体制推進協議会 ● ● ◎ ◎

● ● ◎ ◎

● ◎

● ◎ △

● ◎

● ◎

● ◎

心・情報・物のバリアフリー
福祉移送特区

● ◎

医療安全相談

市町村支援、教育・研修

保健・医療・福祉に関する総合的施
策の企画・調整及び連絡調整

民生委員・児童委員の育成

百歳高齢者訪問

県が実施する福祉事務

高齢者虐待

各種協議会の開催等

地域保健福祉に関する情報収集整理
活用の推進等

地域医療体制の整備等

統計調査・各種表彰

健康危機管理

市町村事業への各種助成事業等

福祉事務所機能

福祉のまちづくりの推進

社会福祉法人、施設等の指導監査

介護保険事業

臓器移植等の推進

振興局で行っている主な業務名
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  Ｈ１７．４再編時   Ｈ２１再編完了時

県 市 外部 廃止 県 市 外部 廃止

本庁 局 支局 町村 委託 本庁 局 地域庁舎 町村 委託

在宅支援事業の推進・ケアマ
ネジメント事業の推進

● ● ◎ ◎

県民講座等 ● ● ◎ ◎

患者家族会の育成等 ● ● ◎ ◎

精神保健相談等 ● ● ◎ ◎

引きこもり対策事業等 ● ● ◎ ◎

措置入院等（緊急時の対応） ● ● ◎ ◎

結核・感染症の発生動向調査 ● ● ◎ ◎

結核患者登録・訪問指導 ● ● ◎ ◎

感染症予防及び発生時対応 ● ● ◎ ◎

エイズ相談・抗体検査、啓発 ● ● ◎ ◎

児童虐待対応・未熟児等の相
談・訪問指導等の実施

● ● ◎ ◎

市町村の実施する各種事業へ
の助成

● ● ◎

特定疾患患者への相談事業
原爆被爆者手帳、手当支給、
健康診断実施

● ● ◎ ◎

栄養指導等の実施 ● ● ◎ ◎

集団給食施設の指導
管理者・従事者研修

● ● ◎ ◎

● ● ◎ ◎

● ◎

● ● ◎ ◎

● ● ◎ ◎

食品関係営業施設監視 ● ● ◎ ◎

薬事法関係施設監視指導 ● ● ◎ ◎

毒物劇物取扱施設監視指導 ● ● ◎ ◎

麻薬取締法関係施設監視指導 ● ● ◎ ◎

水道事業監視 ● ● ◎ ◎

生活衛生営業施設監視指導 ● ● ◎ ◎

衛生教育、食の安全・食中毒
防止キャンペーン

● ● ◎ ◎

薬物乱用防止啓発、献血推進 ● ● ◎ ◎

水道事業国庫補助事業、公衆
浴場関係補助金、統計調査

● ● ◎ ◎

● ◎

難病患者等への各種給付・相談事業

振興局で行っている主な業務名

各種検査業務
（備前県民局、美作県民局のみ）

健康づくりの推進

指導監視・危機管理対応

その他

実習指導

老人保健事業補助金業務

地域リハビリテーション事業等

生活習慣病対策推進事業・データ整
理分析

精神保健福祉対策

感染症対策

母子保健対策
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２ 「地方振興局の再編」  

上記業務仕分けを受けて、平成１７年１月、「地方振興局の再編」という冊子

が出された。  

その中で、健康福祉部の組織については、総合地域事務所としての数は減少す

るものの、地方振興局時代と比べて組織形態自体の変更はせず、業務は９地方振

興局で行っているものを３県民局で行うこととした。  

ただ、出先機関である保健所については、平成１７年度末までに岡山県保健医

療計画（二次保健医療圏）の見直しを検討することとしていることにリンクさせ、

健康危機管理体制の確保の観点及び市町村合併の動向を踏まえ、保健所の設置の

在り方について見直しを検討することとされた。  

３ 保健所の再編  

県保健所体制は、平成６年に、保健部門を地域総合行政の一環として位置づけ、

保健業務と福祉業務の連携及び一体化を図るため、保健所を地方振興局福祉部に

組織統合した。平成９年４月に地域保健法が全面施行されたことを受けて、市町

村が住民に身近で頻度の高い保健サービスを一元的に実施し、保健所は地域保健

に関する広域的専門的技術的拠点と位置づけ、企画調整や市町村への指導支援が

主な業務となり、地域総合行政の一翼を担うとして位置づけられた。  

さらに、平成１７年１月の「地方振興局の再編」計画では、二次保健医療圏の

見直し等を踏まえ、保健所設置の在り方について見直しを検討することが示され

た。まず、二次保健医療圏の見直しがなされ、平成１８年４月に岡山県保健医療

計画が発表された。この中で、二次保健医療圏について、住民の日常生活行動の

状況、交通事情、保健医療関係の既存の地域ブロック、保健医療資源の分布等の

要素を勘案し、県内に５圏域を設定してきたところ、これらの圏域の要素に圏域

設定の変更を要する大きな変化が見られないことから、従来どおりの５圏域が基

本とされた。  

そして、それを受けて、保健所について見直しがされた。  

その結果、平成２０年１２月に、「岡山県保健所の再編～『安全・安心の拠点』

としての保健所機能の強化～」が発表された。  

その中で述べられている要旨は次のとおりである。  
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（１）保健所再編の背景  

ア 地方分権の進展  

平成９年４月の地域保健法の施行後、母子保健、老人保健など住民に身近

で頻度の高い保健サービスの提供は市町村の役割とされ、精神保健福祉業務

の一部や児童虐待予防対策など地域保健対策についても市町村業務とされ

た。また、県では分権型社会を展望し、市町村への事務・権限の移譲を進め

ている。  

イ 保健所に求められる新たな専門的ニーズへの対応  

新型インフルエンザ対策をはじめ、県保健所に求められるニーズや課題が、

複雑化・高度化しており、専門的なニーズ・課題に的確に対応できる組織体

制の整備が求められている。  

ウ 改訂第３次岡山県行財政改革大綱を踏まえた「柔軟でスリムな組織体制」

の整備  

岡山県では、地方分権型社会に対応した行政システム、簡素で効率的・効

果的な行政システムの構築に取り組んでおり、県保健所においても柔軟でス

リムな組織体制の整備が求められている。  

エ 県民局への再編や岡山市の政令指定都市移行への対応  

平成２１年４月に県民局が統合され再編されること、及び岡山市が政令指

定都市に移行し精神障害者の入院処置業務等を行うようになることから、保

健所は新たな県民局と連携しながら、適切かつ効果的なサービスを提供して

いく必要がある。  

オ その他現行体制での課題・問題点  

組織規模や所管規模が小さい保健所が、それぞれ点在する形となっている

ため、大規模事案、健康危機管理の際における対応の観点からの懸念、保健

所間での調整を要するなどの非効率、職員の繁閑調整が行いにくいなどの問

題点がある。  

（２）保健所再編の目的  

上記背景を踏まえ、以下のような方向で見直しを行うこととなった。  

ア 「安全・安心」の拠点としての組織の強化  
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現在の保健所を集約することにより、規模拡大を図り、広域的に再編する

ことを通じて、保健所が「安全・安心の拠点」としての機能を十分に発揮で

きる体制を目指す。また、総合出先機関として福祉行政を担っている県民局

との連携を図るとともに、住民の利便性や地域の実情等にも配慮した組織を

目指した。  

イ 保健所機能の重点化・対応力の強化  

保健所を巡る様々な環境変化やニーズを踏まえ、次の機能に重点をおき、

高めていくことを目指した。  

（ア）健康危機管理への対応機能  

新型インフルエンザ等の大規模感染症、食中毒、大規模災害などへの対

応（例；訓練等の備えや日常の発生防止対策、発生時の原因究明や拡大防

止対策、事後の監視指導など）  

（イ）企画調整・市町村支援機能  

ａ 地域の関係機関等との連携、県民への情報提供などの企画調整機能  

ｂ 地域の健康課題の診断や評価、助言、人材養成などの市町村を支援す

る機能  

また、県と市町村の役割分担を踏まえながら、県から市町村への権限移

譲も含め、より積極的に市町村の能力向上等に取り組んでいく。  

（ウ）専門的・技術的な機能  

ａ 医療確保や医療連携の推進などの地域における医療提供体制の整備  

ｂ 食中毒対策、食品関係施設の指導監視などの食品安全への対応  

ｃ 生活習慣病、児童虐待、発達障害、心のケアなど新たなニーズ・課題

への対応  
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（３）保健所再編の内容  

ア 保健所の体制  

二次保健医療圏 * 4を踏まえ、９あ

った保健所を５保健所と４支所に再

編する。  

再編後の体制は、以下のとおりで

ある。  

 

備前保健所は備前県民局に、備中保健所は備中県民局に、美作保健所は美

                                                 
*4医療法第３０条の４第２項第１０号で規定。特殊な医療を除く一般的な医療サービスを提供する医療

圏で、「地理的条件等の自然的条件及び日常生活の需要の充足状況、交通事情等の社会的条件を考慮し

て、一体の区域として病院における入院に係る医療（前条に規定する特殊な医療並びに療養病床及び一

般病床以外の病床に係る医療を除く。）を提供する体制の確保を図ることが相当であると認められるも

のを単位として設定すること」（医療法施行規則第３０条の２９第１項）と規定されている。複数の市

町村を一つの単位として認定される。 

一次医療圏；身近な医療を提供する医療圏で、医療法では規定されてはいないが、保健所（地域保健法

第５条の２）や介護保険制度等との兼ね合いから、市町村を単位として設定されている。 

三次医療圏  ；医療法第３０条の４第２項第１１号で規定。最先端、高度な技術を提供する特殊な医療

を行う医療圏で、「都道府県の区域を単位として設定すること。ただし、当該都道府県の区域が著しく

広いことその他特別な事情があるときは、当該都道府県の区域内に二以上の当該区域を設定し、また、

当該都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に応じ、二以上の都道府県の区域にわたる区

域を設定することができる」（医療法施行規則第３０条の２９第２項）と規定されている。原則都道府

県を一つの単位として認定される。 
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作県民局に併設される。  

イ 保健所の圏域面積、対象人口及び圏域内市町村  

各保健所の圏域面積、対象人口及び圏域内市町村は次のとおりである。  

 

ウ 再編後の保健所（本所）と支所業務の役割  

保健所（本所）は、所管区域（二次保健医療圏）内の総合調整や企画調整

など、圏域全体の政策・技術拠点としての機能を担う。  

支所においては、地域住民により身近な場所で提供する必要性が高い分野

の業務である、早期緊急対応を要する業務、相談・申請など住民の利便性の

観点から配慮を要する業務、住民への直接訪問・ケア等を要する業務などを
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実施する。  

さらに、保健所と支所の業務分担をイメージすると、次のとおりとなる。  
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第２ 組織体制  

１ 組織体制の再編  

（１）現在の組織体制 

３県民局及び保健所の組織体制は、「第２章 備前・備中及び美作県民局の

概要」で記載したとおりである。なお、次の本庁の保健福祉部の組織図から分

かるとおり、児童相談所、動物愛護センター等の出先機関は、すべて本庁が管

轄している。    

現在本庁が管轄している動物愛護センターを除く出先機関は、地方振興局当

時においても、本庁の出先機関であった。  

地方振興局時代と比較して異なっている点は、平成１７年に動物愛護センタ

ーが設立され新たに本庁の出先機関となったこと、県立内尾センターが平成１

８年３月で廃止されたこと、岡山県立病院が平成１９年に地方独立行政法人化

し本庁の出先機関ではなくなったこと、公の施設（岡山県立玉島寮、岡山県立

おかやま福祉の郷､県立身体障害者授産所､県立知的障害者授産所､吉備の里通

勤寮）の譲渡が平成２０年度までに行われ本庁の出先機関ではなくなったこと

である。  
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地方振興局当時と同様、各県民局において、健康福祉部と保健所とが混在し

た状態となっており、二枚看板*5となっている。そのため、保健所長の所管の

業務については保健所として、県民局長が所管の業務については県民局の健康

福祉部として業務を行うこととなっている。 

（２）再編による変更内容  

地方振興局から県民局へ移行した際の変更点としては、支局で健康福祉課及

び福祉振興課が無くなったこと、及び保健所再編の時点で衛生課が無くなった

ことであり、それ以外について特に変更点はない。  

なお、再編以前の平成１２年に倉敷地方振興局の検査課が無くなっているこ

とから、備中県民局に検査課が整備されなかったことは、再編による変更内容

ではない。  

２ 職員数  

平成２１年４月１日現在の３県民局及び６地域事務所の健康福祉部における合

計職員数は、「第２章 備前・備中及び美作県民局の概要」で示されたとおり３

７８人である。  

平成１６年度から平成２２年度まで職員数は、次の表のように変遷をしている。 

                                                 
*5近年では市町村保健センター、福祉事務所などと統合され「保健福祉事務所」「福祉保健所」「保健福

祉センター」「健康福祉センター」といった名称となっているところもあるが、保健所については地域

保健法上必置義務があることから、その地方公共団体の組織規定上は○○保健所という名称を併せて付

けている場合が多い 
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H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22
86 106 110 108 110 115 109
2 2 2 3 2 2 2
2 5 5 5 6 6 6

15 36 37 33 36 38 34
14 15 17 18 18 18 16
20 21 21 20 20 17 18
17 11 11 13 12 17 15
16 16 17 16 16 17 18
54 23 23 20 21 15 15
3 1 1
2

11 15 15
14
17 16 16 14 15
7 6 6 6 6

52 97 97 92 91 98 96
2 9 6 5 7 7 9

15 40 46 42 40 39 37
9 22 20 19 18 21 18

17 17 15 16 16 15 16
9 9 10 10 10 16 16

56 25 26 27 28 18 18
19 18 18
11
14 18 19 20 21
12 7 7 7 7
42 20 18 19 19 19 19
13
8

14 16 14 15 15 12 12
7 4 4 4 4 7 7

30 15 15 14 14 9 10
13 9 10
5
8 11 11 10 10
4 4 4 4 4

76 86 89 88 86 92 87
2 6 6 6 6 6 6

16 23 24 23 23 23 22
12 16 17 17 16 17 14
18 20 20 19 20 20 20
17 10 11 12 12 15 15
11 11 11 11 9 11 10
35 16 16 15 17 17 18
2

10
8

10 12 12 11 13 12 13
5 4 4 4 4 5 5

39 17 17 17 19 12 12
2
9

11
12 13 13 13 15 12 12
5 4 4 4 4

470 405 411 400 405 395 384合計

備前県民局

（岡山地方振興局）

東備地域事務所（東備

地方振興局・東備支局）

備中県民局

（倉敷地方振興局）

井笠地域事務所（井笠

地方振興局・井笠支局）

高梁地域事務所

（高梁地方振興局・高梁

支局）

新見地域事務所

（阿新地方振興局・新見

支局）

美作県民局

（津山地方振興局）

（H16～H20衛生課）

地域保健課（H16健康福祉課）
（H16福祉振興課）
（H16～H20保健課）

勝英地域事務所

（勝英地方振興局・勝英

支局）

真庭地域事務所

（真庭地方振興局・真庭

支局） 保健課
衛生課

健康福祉部

健康福祉部

（H16健康福祉課）
（H16福祉振興課）

保健課
衛生課
検査課

地域保健課（H16健康福祉課）
（H16福祉振興課）
（H16～H20保健課）
（H16～H20衛生課）

健康福祉部
企画調整情報課(H16～H20班）
健康福祉課
福祉振興課

（H16～H20衛生課）

健康福祉部

健康福祉部
（H16健康福祉課）
（H16福祉振興課）
保健課
衛生課

地域保健課（H16健康福祉課）
（H16福祉振興課）

健康福祉部
地域保健課（H16健康福祉課）
（H16福祉振興課）
（H16～H20保健課）

福祉振興課
保健課
衛生課

健康福祉部

県民局・地域事務所 職員数(H16～H22)
部署名

所長・部長

健康福祉部
企画調整情報課(H16～H20班）

衛生課
検査課

（H16～H20保健課）
（H16～H20衛生課）

所長・部長
（H16企画調整情報班）

（H16企画調整情報班）

（H16企画調整情報班）

企画調整情報課(H16～H１８班）
健康福祉課
福祉振興課
保健課

健康福祉課

健康福祉部
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上記表によると、平成１６年度の職員の総数が４７０人であったものが、平

成１７年度の職員数の総数が４１１人と５９人減少しているが、これは単に地

方振興局から県民局になったことだけが影響しているわけではない。本庁の出

先機関として動物愛護センターが設立され、保健所の衛生課の職員が動物愛護

センターへ１９人移動になったことも一因となっている。  

なお、平成２１年度の備前県民局において、５人職員が増えているが、平成２

１年４月に岡山市が政令指定都市となり備前県民局の職員が３人削減されたこと

を照らし合わせると８人の職員が増えた計算となる。  
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第３ 各県民局の健康福祉部における予算の概要  

平成２１年度の予算執行状況は次のとおりであり、補助金及び負担金が予算の大

部分を占めている。  

備前県民局 備中県民局 美作県民局
（一般会計）
総務管理費

人事管理費（共済費・賃金） 2,688,585 2,469,025 1,830,132
労政費

緊急雇用対策事業費 3,424,271 2,563,454 2,092,302
民生費 615,214,724 646,190,988 568,233,784

社会福祉費 382,016,624 425,886,109 288,731,472
社会福祉総務費 76,489,340 86,737,111 64,014,275

負担金，補助金及び交付金 73,932,000 82,138,000 58,121,000
上記以外 2,557,340 4,599,111 5,893,275

障害福祉費 262,721,455 290,544,048 177,044,174
負担金，補助金及び交付金 250,494,112 277,830,622 162,520,221
上記以外 12,227,343 12,713,426 14,523,953

老人福祉費 40,531,592 48,019,946 43,926,623
負担金，補助金及び交付金 37,281,518 46,050,118 42,824,813
上記以外 3,250,074 1,969,828 1,101,810

国民健康保険指導費 575,988 561,664
女性福祉費 23,340

1,698,249 3,746,400

児童福祉費 102,168,483 93,865,736 107,512,631
児童福祉総務費 37,182,216 31,968,648 58,128,858

負担金，補助金及び交付金 36,341,000 31,811,000 56,132,000
上記以外 841,216 157,648 1,996,858

児童措置費 13,440 2,659,392 3,585,818
負担金，補助金及び交付金 2,658,032 3,585,818
上記以外 13,440 1,360 0

母子福祉費 64,972,827 59,237,696 45,797,955
負担金，補助金及び交付金 62,956,000 57,187,000 43,837,000
上記以外 2,016,827 2,050,696 1,960,955

生活保護費 131,029,617 126,439,143 171,239,681
生活保護総務費 2,609,054 3,656,879 2,253,891
扶助費 128,420,563 122,782,264 168,985,790

負担金，補助金及び交付金 11,238,581 27,545,403 51,907,400
上記以外 117,181,982 95,236,861 117,078,390

災害救助費 750,000
衛生費 674,469,846 550,042,539 252,375,287

公衆衛生費 649,028,324 535,107,662 225,800,194
公衆衛生総務費 643,126,247 525,088,615 215,500,646

負担金，補助金及び交付金 253,523,000 301,469,000 160,223,000
上記以外 389,603,247 223,619,615 55,277,646

結核対策費 160,695 102,713 428,741
負担金，補助金及び交付金 160,695 102,713 428,741

予防費 4,752,036 7,543,584 8,085,898
負担金，補助金及び交付金 106,000 5,386,247 3,490,615
上記以外 4,646,036 2,157,337 4,595,283

精神衛生費 989,346 2,372,750 1,784,909
負担金，補助金及び交付金 84,000 100,000
上記以外 905,346 2,272,750

環境衛生費 9,612,084 1,152,985 4,662,545
食品衛生指導費 9,376,982 1,071,407 4,313,341
環境衛生指導費 235,102 81,578 349,204

負担金，補助金及び交付金 15,000
上記以外 334,204

保健所費 14,271,241 11,041,574 19,352,213
保健所費 14,271,241 11,041,574 19,352,213

負担金，補助金及び交付金 110,000 3,000 52,000
上記以外 14,161,241 11,038,574 19,300,213

医薬費 1,558,197 2,740,318 2,560,335
医薬総務費 1,084,447 1,293,756 1,306,307
医務費 373,400 1,318,120 1,134,501
薬務費 100,350 128,442 119,527

事業調整費 2,905,000 2,843,349 3,001,996
（特別会計）

23,311,324 29,173,700 12,929,437母子寡婦福祉資金貸付金特別会計

保健福祉関係，地域活性化・経済危機対策事業費
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補助金の交付手続は、まず交付要綱に従い、市町村及び各団体に周知をする。

そして、申請期間内に、市町村あるいは団体から交付申請が提出される。県民

局は、その申請書の趣旨、金額、条件等を確認し、判断基準に従って判断をし、

予算内で交付決定を行う。この決定については、第三者を入れて判断されるこ

とはなく、行政内部で原則決められている。その後、条件に沿って３月まで事

業が行われ、途中変更があれば、変更申請、変更交付決定がなされる。そして、

３月末までの補助金の実績報告がなされ、それを受けて、県民局において審査

をし、補助金額確認の通知を出すことになる。補助金交付対象者は、市町村が

ほとんどである。  

補助金の交付手続自体に特に問題となる点は見られなかった。 

ただし、補助金交付について、事後的な評価は行われていない。 
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第４ 業務の概要  

１ ３県民局における健康福祉部の所管事務の内容  

「第２章 備前・備中及び美作県民局の概要」記載の組織図のとおりである。 

２ ３県民局の業務内容  

３県民局間において、業務内容に特に差異は見られなかった。  

業務内容及び対象者を課ごとに整理すると、次のとおりとなる。 
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担当課 対象者
市町村・団体

保健所保健福祉サービス調整推進会議，地域保健福祉調
整会議

内部・市町村

地域保健推進特別事業 内部・市町村

保健所運営協議会（審議会） 市町村・関係団体
圏域保健医療対策協議会 市町村・関係団体

保健所長表彰等
市町村・一般・業者・関係団体等

社会福祉施設等の整備 市町村・業者

市町村支援 市町村
介護サービス事業者監査指導，介護支援専門員の養成・
研修

業者

業者・公立施設
関係団体
一般
市町村・一般
一般・市町村

心・情報・物のバリアフリー，有償運送 関係団体・一般

精神保健相談等 一般
措置入院等（緊急時の対応） 一般

結核・感染症の発生動向調査 医療機関
感染症予防及び発生時対応 一般
エイズ相談・抗体検査，啓発 一般

児童虐待対応，未熟児等の相談，訪問指導等の実施 一般・関係団体
市町村の実施する各種事業への支援 市町村

特定疾患患者への相談事業，原爆被爆者手帳，手当支
給，健康診断実施

一般

健康づくり環境整備 一般・業者
栄養指導等の実施 一般
集団給食施設の指導
管理者・従事者研修

施設

医療監視，許認可事務，医務関係従事者免許交付 業者
救急医療体制推進協議会 市町村・関係団体

一般

食品関係営業施設監視，指導 業者
薬事法関係施設監視指導 業者
毒物劇物取扱施設監視指導 業者
麻薬取締法関係施設監視指導 業者
水道事業監視，指導 市町村・関係団体
生活衛生営業施設監視指導 業者

衛生教育，食の安全・食中毒防止キャンペーン 一般・業者・関係団体
薬物乱用防止啓発，献血推進啓発 一般・市町村・関係団体
公衆浴場関係補助金，統計調査 市町村・関係団体等

検査課 内部

衛生課

指導監視・危機管理対応

その他

各種検査業務

事業

福祉振興課

福祉事務所機能
県が実施する福祉事務
福祉のまちづくりの推進

精神保健福祉対策

感染症対策

母子保健対策

難病患者等への各種給付・相談事業

健康づくりの推進

民生委員・児童委員の育成
百歳高齢者訪問

企
画
調
整
情
報
課

市町村支援，教育，研修
保健・医療・福祉に関する総合的施策の企画・調整及び連絡調整

各種協議会の開催等

統計調査・各種表彰

健康危機管理

保健課

市町村事業への各種助成事業

介護保険事業

社会福祉法人・施設等の指導監査

地域医療体制の整備等

臓器移植等の推進

健
康
福
祉
課
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３ 各課の主な業務内容  

（１）企画調整情報課  

この課においては、地方振興事業調整費の調整、重点事項の企画立案、地域

課題に関する調査研究、保健医療福祉に関する総合的施策の企画及び連絡調整、

表彰、冊子その他各課の調整並びに総務的なこと（庶務、福利厚生等）を行っ

ている。 

（２）健康福祉課  

健康福祉課においては、主に介護保険事業所（者）、社会福祉施設の指導監

査を行っている。そのほかには、民生委員・児童委員の育成（美作県民局では

福祉振興課が行っている）、高齢者福祉等を行っている。 

ア 介護保険事業  

県民局が行うのは、あくまで被保険者の資格管理や保険料の徴収、要介護

認定、保険給付などの事務を行う保険者としての市町村の支援である。した

がって、審査請求の受理は行うが、県民局自身が一般の被保険者から保険の

申請を受け、認定及び判断をすることはない。  

また、介護保険事業所を指定するとともに、厚生労働省令に定める基準の

遵守状況を確認するため、介護保険事業所に対して、実地指導、監査を行っ

ている。  

その他、介護に携わる職員の処遇を改善するための交付金の申請受付、介

護支援専門員実務研修、受講試験の受験申込の受付等を行っている。  

イ 社会福祉施設等の指導監査  

各県民局は、社会福祉法に基づき社会福祉法人を、社会福祉法、生活保護

法、児童福祉法、障害者自立支援法、旧身体障害者福祉法、旧知的障害者福

祉法及び老人福祉法に基づき、社会福祉施設の指導監査を行っている。  

（ア）指導監査の主体  

各県民局が指導監査を行っているのは、各県民局内のみで行っている社

会福祉法人及びその法人が運営する社会福祉施設等（精神障害関係の社会

福祉施設等を除く）である。  

本庁が指導監査を行っているのは、複数の県民局にまたがっている社会

福祉施設及び精神障害関係の社会福祉施設等である。なお、岡山市内のみ
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に所在する社会福祉施設等は政令指定都市である岡山市が、倉敷市内のみ

に所在する社会福祉施設（保育所以外の児童福祉施設を除く）等について

は中核市である倉敷市が、指導監査を行っている。  

各県民局及び本庁が指導監査している社会福祉施設等の数は以下のとお

りである。  

備前県民局１４４施設等、備中県民局１８８施設等、美作県民局１７３

施設等、本庁５４施設等  

（イ）指導監査の方法  

社会福祉施設等の監査の方法については、本庁が社会福祉法人等指導監

査実施要綱を作成しており、共通した指導監査の方法をとっている。  

その社会福祉法人等指導監査実施要綱は次のとおり指導監査の方法を定

めている。  

監査の実施は、社会福祉関係法令の施行事務について十分な知識を有す

る２名以上でもって編成する班で行う。特に問題があると認められる場合

には、本庁に協力を求めることができる。  

県民局長は、原則として、定例監査の実施の１週間前までに社会福祉施

設等指導監査通知書により、法人等の代表者に対して通知する。ただし、

事前に通知することにより監査の成果が得られないと見込まれる場合等に

は、監査当日に通知書を交付することにより実施することができる。  

県民局長は、定例監査の実施に当たって、あらかじめ施設の経営者であ

る法人等の代表者から、監査資料を提出させる。  

定例監査は、原則として、１日間の検査で実施するものとするが、必要

と認められる場合には２日間の検査で行うことができる。  

監査担当職員は、監査当日には、原則として、法人等の代表者及びその

法人の監査の権限を有する監事を立ち会わせるとともに、それらの者から

事情を聴取し、法人・施設の実態の把握を行う。  

監査担当職員は、監査の終了後、監査の結果について講評を行い、後日

に文書指摘を行う事項を含め、口頭により講評あるいは指導を行う。  
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監査担当職員は監査後速やかに復命書 *6により県民局長に復命を行う。  

定例監査の結果、文書により改善を指導する必要があるものについては、

監査後６０日以内に、改善を要する内容を示した監査結果通知を法人等の

代表者に対して発し、期限を付して改善状況の報告を求める。  

県民局長は、定例監査の結果、運営等に重大な問題を有するものと認め

られた場合には、特別監査の実施を知事と協議するものとする。知事は、

原則として、協議から３０日以内に特別監査実施の要否を決定する。  

県民局長は、定例監査について、監査を行った年度の翌年度の４月末ま

でに知事に報告をする。  

（ウ）指導監査の頻度  

指導監査実施要綱によると、児童福祉施設は毎年指導監査するが、それ

以外の社会福祉施設等は原則２年に１度の指導監査となる。また、一定の

要件を満たす優良な社会福祉施設等は４年に１度とすることができる（た

だし、岡山県では取扱がない）。他方、問題がある施設については、毎年

指導監査をすることになる。  

（エ）指導監査の基準  

指導監査の項目は、指導監査実施要綱に定められている項目について監

査するものとし、基準は、法令遵守の状況及び法人の積極的な取組につい

て評価することとなっている。そのため、指導監査基準は、本庁及び各県

民局において差異が生じないはずである。  

ただ、監査される社会福祉施設等の側から、差異が生じているのではな

いかとの疑問が生じているようである。  

ウ 高齢者福祉  

       高齢者福祉に関する事務については、都道府県福祉事務所の所管ではな

いため、福祉事務所機能を行う福祉振興課ではなく、健康福祉課で行っ

ている。  

 

                                                 

*6職員が上司から会議への出席、調査など特定の事項を命ぜられて出張した場合に、その経過、内容及

び結果について上司に報告するために作成する文書をいう。 
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（ア）岡山県における高齢者数及び高齢化率  

岡山県における高齢者数及び高齢化率は以下の表のとおりである。  

 

岡山県の高齢化率は全国平均よりもやや高い水準にある。上記表にはな

いが、「岡山県備前県民局の概要」、「岡山県備中県民局の概要」及び「岡

山県美作県民局の概要」によると、平成２２年３月時の備前県民局内の高

齢化率は２３．２％、備中県局内の高齢化率は２５％、平成２１年１０月

１日時点の美作県民局内の高齢化率は３０．１％である。  

ここで注目すべきは備中県民局である。同県民局の高齢化率は、岡山県

の平均と同様であるが、同県民局の県北部の高齢化率は３０％を超えてお

り、岡山県平均を大きく上回っている。すなわち、県民局単位で差がある

というのではなく、県南と県北によって高齢化率が大きく変わっているの

である。  

（イ）高齢者福祉業務  

高齢者に対する福祉としては、介護保険対策があるが、そのほかに在宅

サービスを推進するための市町村の補助、認知症高齢者への対策等を行っ

ている。  

具体的には、介護支援専門員の研修、地域包括支援センターへの支援、

認知症高齢者の家族支援・啓発を行っている。  

（３）福祉振興課  

福祉振興課においては、福祉事務所としての機能及び福祉のまちづくりの推

進を行っている。  
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ア 福祉事務所機能  

福祉事務所は、生活保護法、児童福祉法、母子及び寡婦福祉法、老人福祉

法、身体障害者福祉法並びに知的障害者福祉法に定める援護、育成又は更生

の措置に関する事務をつかさどるところとされており（社会福祉法第１４条

第５項、同第６項）、その具体的な内容については、各法に詳細に定められ

ている。各県民局は、福祉事務所が設置されていない町村に対しては、福祉

事務所としての機能も有している。  

なお、老人福祉法、身体障害者福祉法及び知的障害者福祉法に関する事務

は、市町村の所管となっているため、都道府県福祉事務所においては、福祉

三法（生活保護法、児童福祉法、母子及び寡婦福祉法）を所管している。  
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（ア）岡山県下の福祉事務所設置状況  

 

（イ）生活保護  

生活保護法第１９条第１項によると、生活保護の実施主体は、都道府県

知事、市長及び福祉事務所を任意で設置する町村長である。福祉事務所は

吉備中央町

和気町

早島町

里庄町

矢掛町

鏡野町

久米南町

勝央町

奈義町

備前県民
局管内

備中県民
局管内

美作県民
局管内

福祉事務所が設置されていない市町

倉 敷 市 倉 敷社 会 福 祉 事務 所 倉 敷 市(水 島 、児 島、玉 島 支 所管 内 を除 く)

倉 敷 市 水 島社 会 福 祉 事務 所 倉 敷 市(水 島 支 所 管 内)

倉 敷 市 児 島社 会 福 祉 事務 所 倉 敷 市(児 島 支 所 管 内)

倉 敷 市 玉 島社 会 福 祉 事務 所 倉 敷 市(玉 島 支 所 管 内)

玉 野 市 社 会福 祉 事 務 所 玉 野 市

瀬 戸 内 市 福祉 事 務 所 瀬 戸 内市

備 前 市 福 祉事 務 所 備 前 市

赤 磐 市 社 会福 祉 事 務 所 赤 磐 市

総 社 市 社 会福 祉 事 務 所 総 社 市

笠 岡 市 社 会福 祉 事 務 所 笠 岡 市

井 原 市 社 会福 祉 事 務 所 井 原 市

浅 口 市 福 祉事 務 所 浅 口 市

高 梁 市 社 会福 祉 事 務 所 高 梁 市

新 見 市 社 会福 祉 事 務 所 新 見 市

真 庭 市 福 祉事 務 所 真 庭 市

新 庄 村 住 民福 祉 課 新 庄 村

津 山 市 社 会福 祉 事 務 所 津 山 市

美 咲 町 保 健福 祉 課 美 咲 町

美 作 市 福 祉事 務 所 美 作 市

西 粟 倉 村 保健 福 祉 課 西 粟 倉村

岡山 県 下 の 福 祉 事務 所

備
前
県

民
局
管

内

備
中
県
民
局

管
内

美
作
県
民
局

管
内

岡 山 市 南 区西 福 祉 事 務所
妹 尾 、箕 島 、福田 、興 除 、曽 根 、東畦 、第
一 藤 田、第 二 藤 田、第 三 藤田 、灘 崎 、七
区 、彦 崎  (小 学 校 区 )

岡 山 市 南 区南 福 祉 事 務所
福 浜 、平 福 、芳泉 、甲 浦 、小 串 、浦安 、福
島 、南 輝 、芳 田、芳 明 (小 学校 区 )

岡 山 市 中 区福 祉 事 務 所
旭 東 、平 井 、三勲 、宇 野 、操 南 、操明 、旭
操 、富 山 、財 田、幡 多 、旭 竜 、高 島、竜 之
口 (小 学校 区 )

岡 山 市 東 区福 祉 事 務 所

古 都 、可 知 、政田 、開 成 、雄 神 、太伯 、幸
島 、朝 日 、大 宮、浮 田 、平 島 、御 休、角 山 、
豊 、西 大 寺 、西大 寺 南 、芥子 山 、城 東台 、
江 西 、千 種 (小 学 校区 )

岡 山 市 北 区中 央 福 祉 事務 所
岡 山 中央 、清 輝 、岡 南 、鹿田 、大 元 、御
野 、牧 石 、石 井、三 門 、大 野 、西 、御 南 、陵
南 、吉 備 (小 学 校 区)

岡 山 市 北 区北 福 祉 事 務所

岡
山
市

倉
敷
市

伊 島 、津 島 、野谷 、横 井 、庄 内 、加茂 、鯉
山 、足 守 、大 井、高 田 、福 谷 、中 山、桃 丘 、
平 津 、馬 屋 上 、馬 屋 下 、御津 、御 津 南、五
城 、建 部 、福 渡、竹 枝 (小 学校 区 )
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後述するように町村でも設置でき、県下で福祉事務所を設置している町村

は１２町村中３町村である。したがって、県民局が対応する生活保護は、

福祉事務所が設置されていない町に関するものに限られてくる。ただ、岡

山県には、福祉事務所を設置していない町村が９あるので、これらの町で

は各県民局が実施主体となっている。各県民局が対象としている生活保護

対象者数は以下のとおりである。  

平成２１年度において備前県民局で１６９世帯２４４人、備中県民局で１

２３世帯１８０人、美作県民局で１７７世帯２２２人である。  

各県民局が実施主体となる、生活保護申請手続は、次の図のとおりである。 

まず、生活困窮者は、自宅又は病院、町村役場あるいは県民局において、

民生委員や病院ケースワーカー、町及び県民局の担当職員等に対して、事

前の相談を行う。その上で、受給を希望する者は、原則として町を経由し

て、県民局に対し、生活保護の申請を行う。  

その後、県民局の担当者が対象者を訪問し実情調査を行っている。  

そして、実際に生活保護を実施するか、却下するかどうかの決定を、県

民局が行うことになる。  

（ウ）児童福祉  

児童福祉においては、少子化対策、次世代育成支援として「岡山いきい

き子どもプラン２０１０」の推進、子育て夢づくり応援キャンペーンの事

業の実施、子どもがいきいき環境づくり事業が、児童健全育成施策の推進

として地域組織活動（母親クラブ）の推進、放課後児童クラブ等が、保育

所機能の充実として休日保育、病児病後児保育、延長保育事業等、マイ保
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育園サポート事業、子育て大学・地域タイアップ事業等が、児童虐待防止

対策として、児童虐待防止等ネットワーク事業等が行われている。  

そのために、関係機関・地域との連携の強化、研修会等が行われている。  

（エ）母子寡婦福祉  

母子寡婦福祉においては、ひとり親家庭の自立の促進として母子寡婦福

祉資金貸付けが行われている。  

県民局健康福祉部関係で行っている貸付金は、母子寡婦福祉資金貸付け

のみである。  

ａ 母子寡婦福祉資金貸付手続の流れ  

手続の流れは、次のとおりである。  

 

まず、貸付希望者は、市町村へ事前に相談に行く。その際、市町村の

相談員のみならず、県民局からも、担当者が各市町村へ出向いて対応を

する。その後、貸付希望者は、市の福祉事務所又は町村役場に対して、

申請書を提出する。その申請書は、市町村において民生委員の意見書及

び市の場合は調査書等を添付の上、市町村から県民局へ送付される。申

請書が送付されてくると、各県民局において、審査が行われる。貸付け

が決定されると、各県民局は、市町村を経由して、貸付希望者に対して、

決定通知書を送付する。その後、貸付希望者は、借用書を市町村を経由

して各県民局に提出する。そして、貸付希望者の指定口座に送金をして

貸付けが執行される。修学資金等の場合は、母親が主債務者、子どもは

連帯債務者として貸し付ける。  
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ｂ 償還の手続  

各県民局は、貸付金を返済しなければならない義務者に対して、償還

のお知らせ及び納入通知書を送付する。  

支払期限までに返済がなされなかった場合、各県民局は、文書、電話、

訪問等により早期納入を督促する。  

なお、債権回収における管理は、各県民局が電子データによる管理と

並行してペーパーベースの滞納者整理票による管理もしている。  

各県民局の平成２１年度の滞納額及び償還額は次のとおりである。  

 

イ 障害者福祉  

（ア）事業内容  

岡山県では、障害者長期計画の推進、障害者福祉計画の推進、障害者ス

ポーツの推進、また、障害者自立支援法が平成１８年４月に施行されたこ

とに基づき、障害者自立支援法の着実な運営のための市町村への支援等、

障害福祉サービスの推進、地域生活支援事業、発達障害のある人の支援体

制の整備推進等が行われている。  

（イ）手帳の交付について  

障害者福祉の対象である身体障害者手帳及び療育手帳の交付は次のとお

りである。  

母子福祉資
金貸付

寡婦福祉資
金貸付

母子福祉資
金貸付

寡婦福祉
資金貸付

母子福祉資
金貸付

寡婦福祉資
金貸付

件数 1,626 290 2,558 15 1,190 132
金額 24,462,445 4,972,261 20,222,665 238,998 20,836,730 2,155,039
件数 1,885 44 3,104 51 1,200 0
金額 19,546,040 781,736 2,598,335 639,191 12,815,201 0
件数 3,481 334 5,662 66 2,390 132
金額 44,008,485 5,753,997 22,821,000 878,189 33,651,931 2,155,039
件数 77 7 407 2 125 1
金額 534,661 100,000 3,443,576 31,250 2,423,113 67,000
件数 1,644 32 2,399 41 1,097 0
金額 17,930,301 569,336 21,707,368 502,941 11,695,065 0
件数 1,721 39 2,806 43 1,222 1
金額 18,464,962 669,336 25,150,944 534,191 14,118,178 67,000
件数 1,549 261 2,151 13 1,065 131
金額 23,927,784 4,607,557 16,779,089 207,748 18,413,617 2,088,170
件数 211 12 705 10 103 0
金額 1,615,739 212,400 4,275,989 136,250 1,120,136 0
件数 1,760 273 2,856 23 1,168 131
金額 25,543,523 4,819,957 21,055,078 343,998 19,533,753 2,088,170

備前 備中 美作

滞納繰り
越し分

当該年度

計

償
還
所
要
額

本
年
度

償
還
額

滞
納
額

滞納繰り
越し分

当該年度

計

滞納繰り
越し分

当該年度

計
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ａ 身体障害者手帳  

身体障害者手帳の交付状況は次のとおりである。  

 

申請者は、指定都市、中核市を除く市町村の窓口で身体障害者診断

書・意見書の用紙を受け取り、障害者判定の資格をもつ医師（身体障害

者福祉法第１５条指定医）に受診し、当該診断書を作成してもらい、申

請書を作成の上市町村へ提出する。  

市町村は、受け取った書類を身体障害者更生相談所へ転送する。その

上で、身体障害者更生相談所が、書類内容を審査し、等級判定の上、判

定結果に基づき身体障害者手帳を交付する。  

平成２２年３月までは、所管が各県民局であったが、平成２２年４月

から本庁の出先機関である岡山県身体障害者更生相談所が所管すること

となった。    

ｂ 療育手帳  

療育手帳の交付状況は次のとおりである。  
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療育手帳は、概ね１８歳までに知的機能の障害が現れ、日常生活に支

障が生じているため、何らかの援助を必要とする状態にある人に対して

交付される。  

申請者は、申請書を作成の上指定都市を除く市町村の窓口へ提出する。 

市町村は、受け取った書類を１８才未満であれば児童相談所へ、１８

才以上であれば知的障害者更生相談所へ転送する。その上で、児童相談

所又は知的障害者更生相談所が書類内容を審査し判定結果に基づき療育

手帳を交付する。  

平成２２年３月までは、所管が各県民局であったが、平成２２年４月

から本庁の出先機関である岡山県知的障害者更生相談所が所管すること

となった。    

ウ 福祉のまちづくりの推進  

障害者福祉事業において福祉のまちづくりとして心・情報・物のバリアフ

リーの推進が行われている。  

（４）保健課  

ア 精神保健福祉  

精神保健福祉施策は、地域精神保健福祉施策として普及啓発事業、訪問相

談、高次脳機能障害支援普及事業、自殺予防対策事業等、社会復帰・社会参

加対策として精神障害者地域移行支援事業、精神障害者社会適応訓練事業、

社会復帰相談指導事業、ひきこもり予防支援事業等が行われている。  

イ 感染症対策  

感染症対策として、感染症患者の把握及び二次感染の予防、結核、新型イ

ンフルエンザ対策、エイズ対策、肝炎対策等が行われている。  

ウ 母子保健対策  

岡山県では、健やか親子２１を推進しており、妊娠出産の安定や女性の健

康の支援として不妊治療対策事業等、子どもの心とからだの健やかな発達の

ための支援として、子どもの健やか発達支援事業、発達障害児支援強化事業

等、安心できる医療・療育体制の整備として、乳幼児の先天性疾病予防対策、

小児医療費公費負担補助事業等、思春期の保健対策として地域ではぐくむ思

春期の心とからだの支援事業等が行われている。  
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エ 難病患者等への各種給付・相談事業  

難病患者への対策として、医療費等の助成、地域における保健・医療・福

祉の充実・連携、療養生活の質の向上を目指した福祉施策等の推進、臓器移

植等の推進、原爆被爆者対策等が行われている。        

オ 健康づくりの推進  

生涯健康づくりの推進として、「健康おかやま２１」セカンドステージの

推進、健康づくり普及啓発等、また、がん予防・早期発見、食育の推進等が

行われている。  

（５）衛生課  

衛生課においては、主に生活衛生関係サービス、食品、水道、医薬品等の衛

生確保のため関係施設への指導監視を行うとともに、住民に対して食の安全安

心、薬物乱用防止対策及び献血推進等の啓発事業が行われている。  

ア 指導監視・危機管理対応  

食品、水道水、医薬品の衛生を確保するため、許可事務及び関係施設への

指導監視等を行っている。  

許可については、営業所が同一で複数の県民局にそれぞれまたがっている

施設がある場合は、施設ごとに許可を出している。  

イ その他  

（ア）衛生教育・食の安全・食中毒防止キャンペーン  

衛生講習会及び食中毒の予防啓発等を行っている。  

（イ）薬物乱用防止啓発・献血推進  

薬事監視、麻薬覚せい剤等薬物乱用防止キャンペーン及び献血推進啓発

事業等を行っている。  

（６）検査課  

ア 備前保健所及び美作保健所の管轄範囲  

検査課が設置されているのは、備前保健所と美作保健所のみである。  

備前保健所検査課の管轄は、県内５保健所のうち、備前・備中・備北保健

所の３保健所である。  

美作保健所検査課の管轄は、美作県民局管内にある美作・真庭保健所の２

保健所である。ただし、早急に行うものや、美作保健所に未設置の検査機器
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を使用する検査については、備前保健所へ検査依頼をすることもある。  

なお、備中県民局で聞き取りを行ったところ、備中県民局管内で検査が必

要になった場合は、検査項目に応じて、備前保健所のみならず、本庁の出先

機関である環境保健センターに検査を依頼することがあるとのことであっ

た。  

イ 検査対象及び根拠法律  

検査課では、食品衛生法に基づき食品検査、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律に基づき感染症関係検査、公衆浴場法に基づき

入浴施設の水質検査並びに水質汚濁防止法等に基づき排水検査を行ってい

る。  

ウ 検査手続  

検査の手続は次のとおりである。  
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エ 備前及び美作保健所が保有する検査機器  

備前保健所が保有する大型検査機器の一覧は次のとおりである。  

 

他方で、美作県民局が保有する検査機器一覧を確認の上、備前保健所が有

する検査機器と比較をしたところ、美作保健所が保有する大型検査機器の主

なものは、備前保健所が有している検査機器とほぼ同じものであった。  
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第５ 県民局の機能強化  

「地方振興局の再編」において、県民局の機能強化として、企画立案機能の強化、

総合調整機能の強化、地域住民との協働における施策の展開、地域ニーズの県政へ

の反映及び市町村支援機能の強化と連携体制の構築が挙げられている。このうち、

企画立案機能の強化は、地域政策部協働推進室が受け持つことになっているので、

それ以外の点について、検討を加える。  

１ 総合調整機能の強化  

「地方振興局の再編」によると、総合調整機能の強化の内容としては、①本庁

から県民局へ権限委譲を進め、県民局において申請から決定までの一連の手続を

完了させ、二重行政の解消に取り組むこと、②地域の声を県政に反映させ、地域

ニーズに基づく施策を推進することとなっている。  

まず、本庁から県民局へ権限委譲されたものは、特には見られなかった。また、

二重行政の解消についても、組織的かつ意識的に取り組んでいるものは見られな

かった。  

なお、総合調整機能について、各県民局に問い合わせをしたところ、企画調

整情報課が部内で複数の課にまたがる事務について調整をしているということ

であった。  

また、業務内容を確認すると、具体的な施策は本庁が行っており、各県民局共

通で行われている。施策の内容を見ると、広域的な施策であり、全県にまたがる

業務を内容としている。  

２ 地域住民との協働による施策の展開  

業務内容を見ると、健康福祉部において、連絡協議会等を頻繁に行い、市町村

等との協働事業が行われている。  

備北保健所において、聞き取りを行ったところ、地域医療提供体制整備のため

の各医師会等との推進協議会、健康危機管理のための連絡会議、初動体制の整備、

保健所の運営、食品衛生、栄養改善等の各種協議会、市の地域包括支援センター

との協働、家族会及び患者会等との協働が行われているということであった。ま

た、ＮＰＯ法人等民間団体へ委託している業務があるということであった。  
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３ 地域ニーズの県政への反映  

県民局長が各部から企画された事業を取捨選択の上、知事のところに持って行

き、プレゼンテーションを行う。そして、認められれば、予算が付き、事業を行

っていくことができる。その意味で、地域ニーズの県政への反映が行われている。  

４ 市町村支援機能の強化と連携体制の構築  

「地方振興局の再編」によると、市町村への権限・事務の移譲などへの対応の

ため、県民局からの市町村への職員派遣や職員交流などによる人的支援を強化す

るとなっている。  

（１）平成１６年以降の市町村への権限移譲件数  

平成１６年以降、保健及び福祉の関係では、県特例条例により２８の事務項

目について市町村への事務権限移譲が行われた。  

 

 

平成２１年４月の岡山市の政令指定都市移行に伴い、児童福祉、精神保健及

び精神障害者の福祉に関する事務等の３２５事務項目について、法令の規定な

どに基づき、岡山市に対して事務・権限移譲がなされた。  

これを見ると、パッケージでない権限の移譲が平成１８年及び平成１９年に

多く見られる。しかし、これは、平成２１年４月より岡山市が政令指定都市に

移行することを見越して、その前提として行われたものが多かったということ

である。  

 

移譲先
H16
H17

有料老人ホームの設置届出受理等 中核市・市
未熟児の訪問指導に関する事務 市・町村
未熟児の養育医療に関する事務 市・町村
身体・知的障害者相談員の委託 市・町村
数に増減を生じない民生委員協議会の区域の選定 市
動物取扱業の登録等 中核市
地域密着型サービスとなる特別養護老人ホーム等の検査等 市
軽費老人ホームの設置届出等 市
地域密着型サービスとなる有料老人ホーム等の設置認可等 町村
地域密着型サービスとなる特別養護老人ホーム等の設置認可等 町村
地域密着型サービスとなる特別養護老人ホーム等の検査等 町村
地域密着型サービスとなる軽費老人ホーム等の設置認可等 町村

４事務項目H19

H20 ２事務項目

H18 ５事務項目

該当なし
該当なし

移譲内容

H 1 9 　 高 梁 市
H 2 0 　 鏡 野 町
H 2 1 　 勝 央 町
H 2 0 　 西 粟 倉 村
H 2 1 　 美 咲 町
H 2 2 　 新 庄 村
H 2 2 　 新 見 市

パ ッ ケ ー ジ 移 譲

社 会 福 祉 パ ッ ケ ー ジ

専 用 水 道 パ ッ ケ ー ジ

福 祉 事 務 所 パ ッ ケ ー ジ
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（２）派遣数  

また、岡山県から市町村への職員の派遣人数及び変遷は次のとおりである。 

 

なお、平成２１年において、福祉部の職員派遣数が大幅に増えているのは、

岡山市が政令指定都市に移行したことによる割愛派遣職員１３人が含まれて

いるためであり、それを除くと平成２０年と同様の３人となる。 

割愛派遣職員を除くと、平成１７年以降、平成１６年に比べて派遣人数が減

少している。 

H16 H17 H18 H19 H20 H21
衛生 12 11 8 5 6 6
保健 9 5 4 0 1 1
福祉 1 5 6 4 3 16

市町村への職員派遣状況
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第６ 他府県比較  

岡山県と他府県の総合出先機関及び出先機関の比較として、山梨県、静岡県、島

根県及び広島県の４県を検討する。  

山梨県においては、当初総合出先機関を設置したが、その後総合出先機関を廃止

していること、静岡県においては、保健所支所を駐在化し保健所数を減少させてい

ること、島根県においては、福祉事務所の見直しを行い、福祉事務所の町村への権

限移譲により福祉事務所数を減少させ、保健所支所を本所に統合し廃止しているこ

と、広島県においては、総合出先機関が設置されていたが、見直しがなされ総合出

先機関が廃止され、福祉事務所については市町村への権限移譲により廃止されたこ

と等、総合出先機関及び出先機関の見直しが行われている。  

そこで、これら４県を検討する。  

１ 山梨県  

（１）平成１３年に地域振興局を５地域に設置した。目的は、総合調整機能の強化、

県民サービスの向上、広域行政へ対応するための体制整備にあった。  

（２）市町村合併が多く進展し、総合調整機能については、従来の振興局単位での

機能よりは、県全体での機能の発揮が求められる状況になってきたこと、また、

広域行政についても本庁での対応が望ましい状況にあること等から、地域の複

合的課題に対する総合調整機能や広域行政への対応については本庁などへ移管

し、振興局は出先機関として、情報収集機能と横断的な連絡調整機能との連携

により広域化した課題にも迅速に対応できるようにすることとなった。  

そこで、平成１８年に再編された。保健福祉部門については、５健康福祉部

と併置する８保健所を再編し、４所管区域ごとに保健福祉事務所として同一庁

舎へ配置した。また検査業務については、衛生監視指導センターに一元化され

た。  

（３）その後、更に見直しがなされ、平成２０年４月から新体制となった。  

保健所については、専門性の強化・対応の迅速性の向上を図るため、保健所

を分野別地方機関とし、支所の専門職員を本所に集中化し、支所を窓口機能に

特化した保健分室に改組した。  

２ 静岡県  

総合出先機関はない。それぞれの部門ごとに出先機関が設けられており、保健



134 

福祉分野については、健康福祉センターが設けられている。  

平成１５年には、出先機関の見直しが行われ、健康福祉センターは、９センタ

ー７支所あったところ、７センターとなり、支所については４箇所を駐在化し２

支所のみとされた。  

３ 島根県  

施策の企画立案及び総合調整機能を強化するため、１圏域１事務所として、総

合事務所化が検討された。また、健康福祉センター（福祉事務所）の見直しが検

討された。  

その結果、平成１７年４月には、健康福祉センターが廃止され、３福祉事務所

及び７保健所に再編し、保健所支所が廃止され本所に統合された。  

その後、隠岐福祉事務所及び東部福祉事務所は、権限を移譲し町村が福祉事務

所を設置したため廃止された。  

４ 広島県  

広島県において、総合出先機関の見直しが検討された。その内容としては、①

地域の総合行政は基礎自治体が担いつつあり、地域事務所を設置した初期の目的

は概ね達成したとして、地域事務所体制については見直しを行い、本庁直轄の現

地事務所体制に移行すべきである、②福祉分野については、事務・権限の移譲に

より、今後はほとんどすべての業務を市町で実施していく、③現在保健所の設置

の働きかけを行っている関係市へ保健所業務の移譲が完了するまでの間は本所の

配置を検討すべきである、④二次保健医療圏の圏域については、保健所設置市を

基本に支所の配置を検討すべきであるというものであった。  

以上の検討結果を踏まえて、平成２１年４月に、７の総合地域事務所から専門

分野ごとに独立した事務所へと再編された。健康福祉関係では、福祉事務所とし

ては廃止され、環境事務所・保健所として４の本所と３の支所が設置された。  
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第７ 結果及び意見  

１ 福祉業務について  

（１）市町村への福祉事務所の設立及び権限移譲に向けて、市町村との人事交流を

図るべきである（意見）  

ア 福祉事務所の市町村に

おける設立は可能である。 

社会福祉法第１４条１

項に、「都道府県及び市

は条例で福祉に関する事

務所を設置しなければな

らない」と規定されてお

り、市においては福祉事

務所を設置することが義

務づけられているところ、

下記のとおり、市町村合

併により町村が市になっ

たことで、市町村数は次

のとおり推移し、平成１

７年の大合併前には７８

あった市町村数が、平成

１９年時点では２７市町

村数と減少し、町村数は

６８から１２となった。

そのため、各県民局が福祉事務所として対象とする町村数は激減した。  

他方で、同条３項には、「町村は条例で、その区域を所管区域とする福祉

に関する事務所を設置することができる」と規定されている。この点、広島

県においては、市町村に福祉事務所を設立することで、県としての福祉事務

所は廃止している。また、島根県においても町村に福祉事務所を設置するこ

とで、県が管轄している福祉事務所は残り１つのみとなっている。しかしな

がら、岡山県においては、福祉事務所が設置されている町村数は３町村にす
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ぎないため、各県民局に福祉事務所の機能が残っている。  

福祉事務所の町村への権限移譲が遅れているのは、町村の受入れ体制が整

っていないためである。この点について、岡山県は、積極的に移譲事務に対

する理解を深めるための町村職員の受入れ及び人的派遣等の人事交流をし

ておらず、町村の受入れ体制が整い要望されるのを待って人事交流を行って

いる状態である。  

福祉事務所を設置することが可能になるべく人事交流を深めていく必要が

あると思われるが、実際において、市町村への職員派遣件数は平成１８年を

ピークに以降減少している傾向にあり、福祉分野での人事交流は平成２１年

度で３町村にとどまり、多いとはいえない。  

イ 現在の体制では、生活保護等の福祉業務のほとんどにおいて町村が書類の

受付等の申請窓口となっている。そのため、県民局の職員が町村に赴いて相

談及び面談に立ち会うなどしており、職員の移動等の無駄が生じている。ま

た、地域住民が町村に問い合わせしたとしても、町村が対応できずに県民局

に問い合わせをするなど、地域住民にとっても弊害が生じている。  

ウ 上記したように、町村に福祉事務所が設置されることで弊害がなくなり、

人員及び経費の削減につながると考えられることから、人事交流等を図るべ

きである。  

（２）現在県民局で行っている福祉事務所機能以外の福祉業務について、本庁への

引揚げを検討すべきである（意見）  

ア まず、県民局から本庁へ委譲した権限はなく、また業務内容においても広

域的な施策を行うため具体的な施策は本庁が行っている状況にあり、各県民

局の健康福祉部においては、「地方振興局の再編」で目的の一つとされてい

た総合調整機能の強化ということは行われていない。  

むしろ、現状において広域的な業務を行うため具体的な施策は本庁が行っ

ていることから、少なくとも健康福祉部においては県民局の総合調整機能と

いう面は重要視されていないものと考えられる。  

  総合調整機能について、各県民局に問い合わせをしたところ、最終的な回

答は、企画調整情報課が部内で複数の課にまたがる事務について調整をして

いるということであったが、当初の聞き取りの時点における回答は、備中県
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民局及び美作県民局の総合調整機能について該当がないというものであり、

総合調整機能の強化を意識的に行っている様子は見られなかった。  

イ 次に、地域ニーズへの県政への反映という点について、確かに、各県民局

長において企画された事業が本庁によって認められれば、予算が付き執行す

ることができる。しかし、前述したように、岡山県においては、県北と県南

において地域性（高齢化率等）があるところ、備中県民局においては当該県

民局管内において北と南において地域差が生じている。そのような中で、備

中県民局という単位で十分な地域ニーズが反映されるかというと疑問であ

る。むしろ、例えば本庁において県北や県南で施策を検討するなど広域的な

対応をすることで、地域差のニーズを反映することができるものと考えられ

る。  

ウ 児童福祉については、本庁の出先機関として児童相談所が設置され事務を

行っているところ、各県民局においても養育や児童虐待等の児童福祉関係事

務を行っている。各県民局に確認をしたところ、県民局は市町村主催の個別

ケース会議に共に参加している程度であって、特別に児童相談所と協働して

事業を展開しているということはなかった。この点、本庁へ引揚げがなされ

ると、児童相談所が本庁の出先機関であることから、児童相談所との協働も

効率的に行えるものと考えられる。  

また、施設等の指導監査については、監査対象の業者等から各県民局及び

本庁の監査において格差が生じているのではないかと疑問が生じていると

いうことであったが、本庁に統合されることで、監査の方針及び基準が画一

化され、業者等からもこのような疑問が無くなるものと考えられる。  

エ さらに、「第４ 業務の概要」に記載したとおり、福祉事務所機能以外の

福祉業務の対象者は、ほとんどが事業主及び市町村であり、窓口業務はほと

んどないことから、広域的な対応をしたとしても県民一人一人の利便性が特

に問題になることは少ないものと考えられる。  

オ 以上から、福祉事務所機能以外の福祉業務について、本庁に引き揚げた方

が効率的であると思われる。本庁に引き揚げることによって各県民局の職員

数の減少ひいては人件費の削減につながる。  
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２ 保健業務について  

保健所の位置が効率的及び適正であ

るか検討すべきである（意見）  

保健所の業務の中で、衛生課及び検査

課を除く保健業務の対象者の多くは、業

者や市町村ではなく、一般の県民である。 

県民の利便性を考えると、県民の身近

に、保健業務を行う機関が存在すること

が望ましい。  

しかしながら、県民局に併設されている備前保健所及び備中保健所は岡山市及

び倉敷市の中心部に設置されているが、岡山市及び倉敷市においては各市が保健

所を設置しているため、岡山市民は備前保健所を、また倉敷市民は一部業務を除

き備中保健所を利用していない。  

上記の図は岡山県下の市町村における平成２２年１２月現在の人口であるが、

備前保健所の利用者は、東備支所が設置されていることから、玉野市、瀬戸内市

及び吉備中央町の住民であり、その利用人口は約１０万人であるところ、備前保

健所は、利用者がいない人口約７０万人の岡山市に設置されている。同様に、備

中保健所の利用者は、井笠支所の管轄以外の総社市及び早島市の住民であり、そ

の利用人口は約８万人であるところ、備中保健所は、利用者がいない人口約４７

万人の倉敷市に設置されている。つまり、備前及び備中保健所は、利用者のいな

い岡山市及び倉敷市の中心部に保健所が設置されており、利用者のドーナツ化が

生じているのである。  

また、「保健所の再編」により、保健所には本所と支所が設置されている。し

かし、本所と支所が設置されたことで、次のような問題点が生じている。  

本所は、支所との取りまとめや伝達等、再編によってかえって支所との調整業

務が増えたという問題、地域医療連携は本所の業務となっているが、実質的には

やらざるを得ず二重行政につながるという問題、保健所長が支所に巡回に来るが、

協議時間が足りないといった問題が生じている。  

これらの問題を解決するためには、保健業務については、支所も純然たる出先

機関として、支所の中で業務が完結する形態を取ることが必要であると考えられ
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る。また、そうすることで、対象者である一般利用者の手続が支所のみで終了す

るため、一般利用者の利便性にも資することになると思われる。  

以上から、保健業務については、保健所支所の形態も含めて、配置を検討すべ

きである。  

３ 検査業務について  

１箇所への統合を検討すべきである（意見）  

現在、検査課が設けられているのは、備前保健所と美作保健所であるところ、

それぞれが保有している検査機器は重複している状況である。相互に検査機器を

比較して購入するということはなされていない。また、前述したように、新機械

が必要な検査については、美作保健所から備前保健所に送られることもある。こ

の点、１箇所へ統合することで、重複して機械を保有する必要がなくなり、また

より専門的な機械の保有も可能になるのであり、経費の削減を図ることができる。 

また、聞き取りを行ったところ、検査課の職員は専門家が多数を占めているが、

土日の検査態勢を要求された場合に、職員を集めることが大変ということであっ

た。しかし、１箇所に統合し職員を集中させることで、緊急事態においても職員

を集めることが容易になる。  

この点、１箇所に統合することで、その１箇所で問題が発生した場合の対応及

び移動時間が長くなる等の問題がある。しかし、この点については、次の対応を

検討することで回避することができる。  

岡山市及び倉敷市は、それぞれ保健所を設置し、検査業務を行っているため検

査機器を保有しており、また、本庁の出先機関である環境保健センターにおいて

も検査機器を保有しており、それらが協働することで解消することができる。現

に、備中県民局においては、環境保健センターに検査を依頼している。  

また、民間の専門機関に対して委託することでも解消することができる。  

この点について、行政上の検査であり、精密な検査が必要であるため、委託が

困難であるということであったが、食品衛生法においては登録検査機関制度が設

けられ行政検査を委託できることになっている。また、水道法においても、登録

機関への委託が認められている。実際に水質検査については大分県、愛知県、千

葉県、鳥取県が、感染症の検査については山梨県が、食品検査については広島県、

島根県が民間に委託している。  
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以上から、検査課を統合することで、検査機器及び職員の統合及び削減をする

ことが可能となり、人件費等の経費削減につながるものと考える。  

４ 全体について  

健康福祉部の再編を検討すべきである（意見）  

平成６年に保健業務と福祉業務の一体化を目指して保健所を地方振興局福祉部

に統合して以降、地方振興局の再編及び保健所の再編に当たってもこの考え方は

維持されたということであった。しかし、現状は上記したように、保健業務と福

祉業務の業務内容は異なっており、それぞれの課ごとに業務を行い担当者も別々

であり、統合で目指した一体化が十分になされているとはいい難い。また、保健

業務と福祉業務の総合調整という面においても十分機能していない。さらに、県

民局に併設されていない備北保健所及び真庭保健所も存在しており、一体化が必

ずしも必要というわけではない。  

むしろ、上記したように、健康福祉の分野において、福祉業務については、福

祉事務所を設置し権限移譲を検討すべきである。また、福祉事務所以外の業務に

ついては、広域的な対応をとる方が地域ニーズの反映につながるため、県民局と

いう単位ではなく、本庁による集約を図っていく方がいいものと考えられる。  

他方で、対象者が一般人である保健業務については、近くに窓口となる出先機

関があった方が、県民の利便性に資することになる。この観点から、県民局とい

う集約は、県民の利便性に反するものになると考えられる。そのため、対象者が

一般人となる保健所業務については、むしろ出先機関として個別化を図っていく

べきと考える。  

これらの観点を踏まえると、健康福祉部が県民局に必要であるかどうか疑問が

あり、健康福祉部の再編を検討すべきである。  
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第４款 農林水産事業部 

第１ 地方振興局から県民局への再編時に検討された課題と再編の目的  

平成１７年の地方振興局から県民局への再編に先行して行われた業務仕分けにおいて、

農林水産事業部については、次のように課題と再編の目的が検討されていた。 

１ 国庫補助金、国庫支出金のハード事業に係る事務処理（二重行政対策） 

【平成１６年ごろの状況と課題】 

事業主体である市町村にとって、振興局を経由した二重行政となっている傾向が強い。 

【再編目的】 

本庁は国への申請窓口機能に純化し、再編後の局で計画・設計、審査、支払、会計検

査への対応などの事務を執行し、現地機関では、許可申請手続、地元調整、現場監理等

を行う体制を目指すこととするが、当面は、振興局の業務を見直して、一部の事務につ

いて本庁への権限集中又は市町村への事務移譲を検討する。 

２ 建設部のハード部門との一体化 

【平成１６年ごろの状況と課題】 

農林水産事業部のハード事業については、建設部の事業と類似点が多いにもかかわら

ず、用地買収、設計書の審査等の一連の事務を農林・建設それぞれで実施している。 

【再編目的】 

地域特性にあった再編後の局としての特色を生かすため、本庁組織に先行して、農林

水産事業部と建設部のハード部門を一体化した効率性のある事務の執行を目指す。 

３ 農業改良普及センター 

【平成１６年ごろの状況と課題】 

農業改良助長法における農業改良普及センターの位置づけにおいて、必置規制の廃止、

普及組織のスリム化等が検討されている。 

【再編目的】 

農業改良普及センターを技術・経営方式の普及や地域農業のコーディネートを担当す

る農林水産事業部の一つの部門として位置づけるとともに、現地機関においても普及・

指導業務機能を持たせて実施し、一体的に業務を執行する。 
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４ ソフト事業 

【平成１６年ごろの状況と課題】 

県財政が緊迫している状況において、ソフト事業については、県が行うべき業務を厳

選して実施する必要がある。 

【再編目的】 

ソフト事業については、業務の内容を精査して市町村への権限移譲を行うこととする。 

５ 市町村合併への対応 

【平成１６年ごろの状況と課題】 

市町村の合併による広域化が図られつつあり、局の事務を見直す必要がある。 

【再編目的】 

市町村の合併による広域化を考慮して、地域で対応すべき事務事業については、可能

な限り市町村に事務移譲する。 

第２ 組織体制 

１ 再編前（平成１６年度）の地方振興局の組織 

農林水産事業部は、県下９か所の地方振興局にそれぞれ設置されていた。平成１６年

度当時、各地方振興局によって若干の相違はあるものの、概ね次のような組織であった。 

  

 

局長 次長 農業振興課 農政振興班

事業調整参事 農産班

検査参事 畜産班

耕地課 第一班

第二班

森林課 普及振興班

治山林道班

農業改良普及センター

家畜保健衛生所

農林水産事
業部長

1名



143 

２ 再編後（平成２１年度）の県民局の組織 

平成２１年度の各県民局における農林水産事業部の組織は、各県民局によって若干の

相違はあるものの、概ね次のとおりである。 

 

 

 

 

局長 次長 農業振興課 農政振興班

副部長 農地調整班

事務

副部長 農産班

技術

検査参事 畜産班

検査参事 第一班

第二班

第一班

第二班

森林企画課 林業振興班

森林保全班

森林整備課 整備班

治山班

産地指導班

家畜保健衛生所

農林水産事
業部長

農畜産物生
産課

農地農村計
画課

農地農村整
備課

農業普及指
導センター

経営・担い
手班
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３ 再編後（平成２１年度）の地域事務所の組織 

平成２１年度の各地域事務所における農林水産事業部の組織は、各地域事務所によっ

て若干の相違はあるものの、概ね次のとおりである。 

 

 

 

４ 組織変更の概要 

（１）県民局への集約化 

９地方振興局で行っていた事務を３県民局に集約化し、６つの地域事務所では、地

域農地農村整備室・地域森林課・農業普及指導センターのみの組織体制に変更した。 

農林水産事業部の業務について再編前に行われた業務仕分けは次のとおりである。 

 

 

局長 次長

地域森林課

副部長

産地指導班

家畜保健衛生所

農林水産事
業部長

地域農地農
村整備室

農業普及指
導センター

経営・担い手
 班　
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○農林水産事業部業務 ●：H17.4.1再編時の仕分け　　△：条件により可能な仕分け　　◎：H21.4.1までに目指す仕分け

  Ｈ１７．４再編時   Ｈ２１再編完了時

県 市 外部 廃止 県 市 外部 廃止

本庁 局 支局 町村 委託 本庁 局 地域庁舎 町村 委託

● ◎ △

● ◎

● ◎

米生産調整推進対策 ● ◎

国庫補助事業 ● ◎

単県補助事業 ● ◎

家畜改良事業 ● ● ◎

農畜産物災害対策 ● ◎

農業共済事業 ● 　 ◎ 　

農業制度資金 ● ◎

その他 ● ◎

● ◎

畜産環境対策 ● ● ◎

農薬・肥料・飼料指導、取締り ● ◎

食品品質表示の指導監督 ● ◎ △

その他法令等に基づく指導監督 ● ◎ △

● ◎

● ● ◎ ◎

● 　 ◎ 　

土地改良事業（ハード事業・団体営）

団体営補助事業に関する指導業
務

● ◎

団体営災害復旧事業に関する指
導業務

● ◎

計画審査、法手続き等 ● ◎

設計審査、成功認定 ● ◎

土地改良事業（ハード事業・県営）

計画、計画に係る地元調整、法
的手続き等

● ◎

用地、補償交渉、登記等 ● ●※３

(一定規模未満)
◎

補助金事務（補助申請・予算要
求・残調・実績）、進行管理、工事
に係る地元調整

● ●※３

(一定規模未満)
◎

工事設計 ● ●※３

(一定規模未満)
◎ ◎

工事設計審査、工事の監督指
導、現場管理、工事検査等

● ●※３

(一定規模未満)
◎

県管理施設（国営造成施設を含
む）の管理

● ● ◎

● ◎

● ◎

● ◎

● ◎

土地改良事業（ソフト業務・農業基盤整備
資金貸付）

非補助土地改良事業

農協等の指導業務

各種法施行業務

内水面漁業振興対策

農業振興対策

農地転用許可等農地関係の調整

農産物生産振興計画等の策定指導

肉用牛振興計画等の策定指導

土地改良区の指導業務

土地改良事業（県営・団体営）の換地業務

土地改良財産の譲与業務

単県補助事業

振興局で行っている主な業務名
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  Ｈ１７．４再編時   Ｈ２１再編完了時

県 市 外部 廃止 県 市 外部 廃止

本庁 局 支局 町村 委託 本庁 局 地域庁舎 町村 委託

● ◎

保安林・林地開発制度 ● ● ◎ ◎
(現地調査)

森林保全巡視 ● ● ◎ （巡視員配置）

美しい森づくり事業 ● ● ◎

美しい森施設管理 ● ◎

おかやま森づくり県民基金事業 ● ● ◎

● 　 ◎ 　

 治山・林道事業（県営）

計画、地元調整等（用地交渉含
む）

● ●※３

(一定規模未満)
◎

工事設計 ● ●※３

(一定規模未満)
◎ ◎

工事設計審査、工事の監督指
導、現場管理、工事検査等

● ●※３

(一定規模未満)
◎

林業技術の普及 ● ● ◎ ◎

造林・間伐事業（補助事業）の現
地確認、調査野帳作製

● ● ◎ ◎

造林・間伐事業（補助事業）の補
助金関係事務処理

● ◎

森林病害虫防除 ● ●
(現地確認)

◎ ◎
(現地確認)

林業・木材産業の構造改革（ハー
ド整備）

● ◎

新築木材住宅普及促進事業 ● ● ◎ ◎
(現地調査)

補助事業（その他） ● ◎

林野火災予防普及啓発等 ● ◎

林野火災発生時対応 ● ● ◎

林業制度資金 ● ●
(現地指導)

◎ ◎
(現地指導)

森林国営保険業務 ● ●
(現地確認)

◎ ◎
(現地確認)

● ◎

自然公園
● ● ◎

自然保護対策
● ● ◎

 鳥獣保護
● ●

(初動対応)
◎

狩猟
● ◎

● ●※３

(一定規模未満)
◎

● ● ◎ ◎

※３　工事金額４千万円未満の工事

林業振興事業

森林保全業務

治山・林道事業（団体営）

市町村森林整備計画

森林組合等の指導業務

災害復旧事業

農業普及事業

振興局で行っている主な業務名
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（２）農業改良普及センターの位置づけ変更 

農業改良普及センターの必置規制の廃止に対応し、農業普及指導センターに名称変

更し、農業総合センターの内部組織から県民局農林水産事業部の内部組織へ体制が変

更された。現場に出向くことが基本であること等を考慮して、９センター体制を維持

して現地で実施している。 

（３）副部長 

平成１６年当時、農林水産事業部内に副部長ポストはなかったが、参事（事業調整

担当）がこの業務を担当していた。県民局になって各県民局に副部長２名（１名は農

業振興課長兼務）が置かれ、地域事務所ごとに副部長１名が置かれた。 

（４）検査参事 

各地方振興局に１名（合計９名）から、各県民局に２名（合計６名）になった。 

（５）県民局内の課の増加 

地方振興局時代の農業振興課・耕地課・森林課の３課体制から、県民局では、農業

振興課・農畜産物生産課・農地農村計画課・農地農村整備課・森林企画課・森林整備

課・農業普及指導センターの６課＋１センター体制になった。 

 

第３ 業務の概要（平成２２年度県民局概要より） 

１ 基本方針（３県民局共通） 

農林水産業や農山漁村は、食料の安定供給はもとより、県土や自然環境の保全、

文化の伝承、癒しの場の提供などの多面的機能を有しているが、過疎地・高齢化をは

じめ、後継者不足等による耕作放棄地の増加などにより、産業としての農林水産業の

活力低下と集落機能の低下が懸念されるなど深刻な状況にあることから、地域の主要

産業である農林水産業を再建し、農山漁村のコミュニティや自然環境の再生を図るこ

とが喫緊の課題となっているとの共通認識の下に、次の目標で施策を行うという基本

方針を立てている。 

（１）新規就農者等の確保・育成 

（２）新たな品種の生産振興 

（３）ブランド化を一層推進 

（４）米粉用米や飼料用米などの新規需要米の生産拡大 

（５）地産地消の推進など食料自給率向上に向けた取組 
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（６）農商工連携の推進 

（７）優良農地の確保 

（８）地域ぐるみでの農地・水・環境の保全 

（９）耕作放棄地の再生利用 

（10）二酸化炭素の吸収源となる間伐等による森林整備 

（11）企業と協働の森づくり  

２ 主要施策 

各県民局の主要施策として掲げられている項目は次のとおりである。共通項目が多い

が、一部の県民局のみが掲載している項目もある。 

（１） 農産物の生産振興（共通） 

ア 水田農業の振興（共通） 

イ 園芸の振興（共通） 

ウ 有機無農薬農業の振興（共通） 

エ 笠岡湾干拓地における大規模畑作農業の振興（備中） 

オ 日本一の「おかやま黒まめ」ブランド強化事業（美作） 

（２）畜産業の振興（共通） 

（３）森を支える林業・木材産業の強化（共通） 

（４）ブランド品目の生産振興と販路拡大（備前） 

（５）新規就農者等の確保・育成（共通） 

（６）認定農業者等の担い手の確保・育成（共通） 

ア 認定農業者等の確保・育成（共通） 

イ 集落営農の組織化・法人化（備前・美作） 

（７）食の礎となる基盤整備の推進（共通） 

ア 農業生産基盤の整備（共通） 

イ 農道の整備（共通） 

（８）耕作放棄地の解消対策の推進（共通） 

（９）農林水産物の鳥獣害防止対策の推進（共通） 

（10）環境保全型農業の推進（備前・備中） 

ア 耕畜連携によるたい肥の利用促進（備前・備中） 

イ 農薬安全対策等の推進（備前） 



149 

（11）食料自給率向上対策・地産地消運動の推進（共通） 

（12）農商工連携・６次産業化の推進（備前・備中） 

（13）新技術を生かした２１世紀型農業の推進（普及事業）（共通） 

ア 担い手育成 

イ 産地育成 

（14）中山間地域の活性化（美作） 

（15）農山村のふるさと資源の保全推進（備中・美作） 

（16）洪水・土砂災害・高潮対策の推進（共通） 

（17）安全な農林水産業の生産確保（備前・備中） 

（18）クリーンライフ１００構想の推進（備前） 

（19）豊かな自然を育む海づくり（備中） 

（20）公益的機能を高める森づくりの推進（共通） 

（21）里山ふれあいの森づくり（備前・備中） 

（22）温室効果ガス吸収対策・循環型社会の形成推進（備中） 

（23）おかやま田園環境整備の推進（備前・備中） 

（24）快適な農村、漁村空間の整備（共通） 
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３ 事務事業一覧（３県民局の比較） 

（１）農業振興関係 

 

 

新規就農トータルサポート事業 8,938 4,178 9,724

女性農業者等経営参画推進事業 645

認定農業者確保･育成リース事業 6,492 17,993

集落営農育成促進事業 2,493 16,196

集落営農推進体制整備事業 250

集落営農高度化推進事業 250

企業の農業参入モデル事業 4,265 12,955

農地保有合理化促進事業 457

農地確保・利用支援事業 265 740

農業近代化資金利子補給承認

農業経営基盤強化資金資金計画承認

農業経営改善促進資金資金計画承認

就農施設等資金貸付決定

中山間地域等直接支払交付金 438,942 298,646 881,215

中山間地域等直接支払推進交付金 3,612 4,454 10,232

農業委員会活動費 34,393

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 502

備中流耕作放棄地再生モデル事業

ヤギ放牧等棚田保全普及啓発事業 467 1,000

中山間地域等生活・交流基盤整備推進事業 46,947 71,232 93,867

市町村生産調整推進費 32,050 21,762

水田営農推進事業 5,176 4,900 7,856

日本一の「おかやま黒まめ」ブランド強化事業 2,369 11,850

ビビッと備中支援

県内外への情報発信

女性の職能を生かした地域特産品づくり推進

おかやま米粉需要創造事業 フェアへの参加

明日のおかやま有機づくり事業 333 11,638 1,175

めざせＪ１！園芸作物ステップアップ事業 61,323 146,393 73,367

６次化商品流通販売等促進事業 フェアへの参加

食料自給率向上に向けた啓発推進 対策会議設立他

食料自給率向上対策・地産地消運動の推進（地方振興事業調整費） 11,606

おかやま地産地消推進事業 フェスタ参加他

農産物安全ＧＡＰ推進事業 117

農作物鳥獣害防止対策事業 14,031 8,026 20,946

鳥獣害防止総合対策交付金 2,000

事業調整費（「備前おかやま」くだもの高付加価値化事業） 3,158

事業調整費（新技術・新品種等の導入による園芸産地活性化事業 3,136

強い農業づくり交付金 4,157 23,011 111,910

公共育成牧場活性化対策事業「みんなの牧場へ」ステップアップ事業 644 12,219 3,477

肉用牛生産条件特別整備事業 19,507 7,798

肉用牛広域後代検定推進事業 472 524 2,741

和牛の放牧を活用した耕作放棄地解消対策事業（放牧適正和牛確保対策） 120 408 1,898

畜産担い手育成総合整備事業 361,568 23,850

畜産環境対策指導

水田を活用！高品質畜産物生産対策事業 14,373 887

おかやま黒豚等産地づくり推進事業 7,757

ライブストックフュージョン計画（地方振興事業調整費） 1,587

土地資源活用飼料基盤拡大基本調査 36

蒜山地域ジャージー活性化モデル事業 5,059

美味しいジャージースイーツ全国発信事業（地方振興事業調整費） 4,232

生乳集送基地洗浄水確保対策事業（地方振興事業調整費） 5,239

美作発「元気印ソーセージ」開発事業（地方振興事業調整費） 920

情報基盤整備（元気な地域づくり交付金）：放送施設 450,000

農
業

振
興

貸付232,490
貸付379,730
貸付73,600
貸付51,705

都市住民、地域住
民との協働

1地区

備中地域農林水産物のPR推進
アンテナショップ活
用・イベント参加
プロチーム結成・特
産品ガイド作成

法対象農家228戸
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（２）農地農村整備関係 

 

 

 

国営付帯県営かんがい排水事業 1,340,000 122,000

経営体育成基盤整備事業 39,000 ほ場整備 116,000

防災ダム事業 100,000 堤体工 15,000

県営ため池等整備事業 280,500 ６箇所測量他 58,000

農業用河川工作物応急対策事業 173,200 186,500

地すべり指定管理・予防事業 ７地区

地すべり対策事業 ３箇所擁壁工他 144,000

湛水防除事業 413,000

海岸保全施設整備事業 175,000 堤防工

県営用排水施設整備事業 水路改修

災害復旧事業 ４７箇所 90,096

防衛施設周辺整備事業 109,699

広域営農団地農道整備事業 1,026,000 井原芳井・阿新他

一般農道整備事業 65,146 100,000

農道保全対策事業 120,000

広域漁場整備事業 350,000

地域水産物供給基盤整備事業 45,000 潜堤捨石他

児島湾締切堤防等維持管理事業 296,236

国営造成施設県管理補助事業 126,571

国営造成施設管理体制整備促進事業 1,260

土地改良施設耐震対策事業 7,000

基幹水利施設ストックマネジメント事業 7,000 174,000

海岸施設等維持管理事業 8,564

土地改良財産管理 3,348

元気な地域づくり交付金（かんがい排水） 333,100

162,500
元気な地域づくり交付金（ほ場整備） 124,000

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（農業用用排水施設） 108,000

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（区画整理） 124,000

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（農産物処理加工・直売施設） 242,762

農業集落排水（資源循環）統合補助事業 84,800 762,000

農地・水・環境保全向上対策 153,673 223,550

Ｈ２１年災害復旧事業 14,284

農地・農業用施設災害復旧事業 101,096

基幹水利施設管理事業 23,838 笠岡湾地区

国営造成施設管理（管理体制整備型） 16,144

基幹的農業水利施設適正管理事業 20,457 ダム３箇所

非補助土地改良事業　小規模ため池補強元利償還助成事業 263,400

非補助土地改良事業

小規模土地改良事業 357,920 244,461

団体営ため池等整備事業 １２地区

地域用水機能増進事業 ソフト･ハード事業

県営畑地帯総合整備事業 畑かん施設他

おかやま農村資源活用推進事業 1,471

おかやま田園環境整備の推進 井原・総社

中山間地域総合整備事業 510,000

農
地

農
村

整
備

等
関

係

配水路2005m他

ﾌﾗｯﾌﾟ弁・ﾎﾟﾝﾌﾟ電動
化

国営造成施設・県
営造成施設

生態系保全施設・自然
環境保全活用施設

処理施設・ﾎﾟﾝﾌﾟ施設
等

共同支援・営農支
援

かんがい8地区・農
道3地区

かんがい51地区・
農道外30地区

農業振興関係の事
業

農業用排水・農道・
ほ場・防災等
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（３）林業関係 

 

各県民局における農林水産事業部の支出の内訳は次のとおりである。 

 

備前県民局 備中県民局 美作県民局
農業費 986,824,119 780,657,355 1,366,415,682

畜産業費 214,485,648 27,090,449 45,438,119

農地費 4,516,635,925 3,145,164,207 2,028,250,487

林業費 448,648,933 1,069,081,925 2,569,427,598

水産業費 270,442,107 95,823,000

合計 6,437,036,732 5,117,816,936 6,009,531,886

事務事業名 備前県民局 備中県民局 美作県民局

森林整備地域活動支援交付金事業 31,102 245,209

森林整備地域活動支援市町村推進事業 190

森林異動調査事業 49

ゆめ・みらい・おかやまの森づくり推進事業

松くい虫防除事業 57,370

市町村提案型森づくり事業 8,901

森林整備加速化・林業再生事業 3,907 188,468

低コスト実践モデル団地設置事業 21,000

林業・木材産業構造改革事業 93,689

美しい森づくり事業 578 美しい森の修繕

おかやま森づくり県民基金事業（共生の森） 776 保育活動

おかやま森づくり県民基金事業（森林活動促進への支援） 2,011

緑と水の森林基金事業 1,650

緑の募金事業 2,863

県産材利用木造住宅資金利子補給事業 20

おかやま木で家づくり推進事業 30,900 28,800

木とふれある快適学習環境づくり事業

おかやまの木でつくる快適環境整備促進事業 22,247 8,858

森林組合広域合併推進対策事業 びほく森林組合

おかやま森づくり情報発信事業 233 150

ニューフォレスター創造事業 7,612

ニューフォレスター育成支援事業 2,510

間伐等森林整備促進対策事業

地球温暖化防止等間伐推進５ヶ年計画 623,229

農山漁村活性化プロジェクト交付金

林業・木材産業改善資金 13,300
林業労働安全・安心推進事業 263

冷夏長雨緊急対策農林事業元利償還助成事業 844

狩猟・有害鳥獣駆除事業 14,984

森林保全管理事業 山火事予防等

造林補助事業 207,599

森林保全再生事業 31,738

森林整備加速化・林業再生事業 2,000

市町村提案型森づくり事業 9,135

治山事業（県営） 359,399 １２地区 366,692

水源地域整備事業 水源地域整備 201,732

治山事業（団体営） 7,150

林道災害復旧事業 14,063

地すべり防止事業 50386

林道整備事業（県営） 484,779

林道事業（団体営） 88,975 552,080

小規模林道整備事業（単県） 155,464

条件不利森林公的整備事業 搬出間伐

安全・安心おかやま農山漁村基盤臨時整備事業 77,300

森
林

企
画

総社・井原・矢掛・
高梁・新見へ

保育のつどい等３３
回
散布・伐倒駆除・土
壌改良・再生等
樹幹注入・間伐材
搬出促進

行事開催・自主活
動支援

設置1,037組

雇用5人他

ｸﾞﾗｯﾌﾞﾙ1台他

ﾌﾟﾛｾｯｻｰ1台他

森
林

整
備

造林・保育・改良・
作業路等
間伐・作業道・搬出
等
間伐・作業道・里山
再生等

林地災害防止・林
地災害復旧

開設・改良・舗装・
小規模林道含む

43,319（農地農村
整備等も含む）
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４ 業務の種類と現状 

農林水産事業部では、ハード事業（農林土木等）・ソフト事業（農林振興等）・普及

事業を行っている。 

（１）ハード事業 

ハード事業には、農道整備・ため池補修・林道整備・治山などがある。農道整備事

業の流れは、次のとおりである。聞き取りの結果、工事関係の流れは、農業土木・森

林土木・建設部と共通とのことであった。 

ハード事業には、「実施設計」「用地交渉」「施工管理」「竣工検査」等現場に赴

くことが多い事務がある。 

農業土木部門については、各地域事務所に施工管理部門を置き、そこから現場に赴

いているので、施工管理のための現場までの距離は地方振興局時代と変わらない。し

かし、１，０００万円以上２億円までの工事について、県民局で入札が行われるよう

になったので、説明や入札のために設計図書を持って地域事務所から県民局に複数回

赴くことが必要となっている。１，０００万円未満の工事についても、検査参事に説

明するため県民局に赴いているとのことであった。このように県民局となった後、説

明や入札のための移動が増加している。 

森林土木部門については、施工管理部門を３県民局に集約したため、県民局から遠

方の現場に赴く必要が生じ、現場への移動距離が大幅に増加している。 

農業土木部門が地域事務所に施工管理部門を残したにもかかわらず、森林土木部門

が施工管理部門を県民局に集約しており、両部門に方針の違いがある。工事件数の違

い等が影響した可能性がある。 

以上のとおり、３県民局とも地方振興局当時に比べて、移動距離と移動時間が増加

している。特に、備中県民局は、県民局が置かれている倉敷市が管内の南東端に位置

しており、県北の新見・高梁地域との移動距離が長くなっている。 

農道整備事業の工事の流れは次ページのとおりである。 
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（２）ソフト事業 

ソフト事業には、工事管理を含まない振興事務、許認可事務、委託事務、補助金、

交付金、貸付金等の事務がある。ソフト事業は、地域による特性はあるものの、交付

金や補助金の関係もあって、県下全域で実施されている事業が多い。許認可事務の中

には、市町村に権限移譲した事務もある。 

（３）農業普及事業 

生産性や品質の向上、経営発展のためには不断の技術革新が必要であるが、農業分

野の技術革新は、農業者の自助努力のみでは困難であり、公的試験研究機関等で開発

された革新的な技術を現場にあった形で普及することが重要であるとの認識の下で、

農業普及事業が実施されてきた。 

農業普及事業は、試験研究機関と農業者の橋渡し役として、公的試験研究機関等で

開発された革新的な技術を現場にあった形に組み立て、農業者に普及するというもの

である。普及の方法として、講習会を開催することもあるが、直接農家に赴いて活動

することも重要である。普及事業には、農家との信頼関係が必要である。また、年１

回しか収穫できない農作物も多く、果樹のように収穫までに数年を要する作物もある。

このような場合、１年ないし数年サイクルとなる。 

農業普及事業は、農業改良助長法に基づき、国と都道府県の協同事業として実施さ

れている。平成１６年以前、各都道府県に地域農業改良普及センターが必置され、一

定の資格をもった普及職員を配置していた。普及職員は、現場で直接農業者に普及活

動する「改良普及員」と改良普及員に対する指導などを行う「専門技術員」の２種類

があった。 

平成１６年農業改良助長法が次のように改正された。 

・普及職員を「普及指導員」に一元化 

・普及センターの必置規制を廃止 

・普及手当の弾力化（普及手当支給の上限規定を廃止） 

法改正を踏まえ、国では、次の見直しが実施された。 

・革新的技術・経営方式の普及、地域農業のコーディネートに事業を重点化 

・資格試験受験要件の引上げ等による職員の資質向上 

・国から都道府県への交付金を縮減 
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上記法改正と見直しを受けて、岡山県においても、農業改良普及センターについて

組織の見直しが行われた。普及活動は、試験研究機関との協力関係を持ちながら、現

地で実施するという性質を持っている。農業改良助長法の改正を受けて、岡山県は、

平成１６年の業務仕分けにおいて「農業改良普及センターを技術・経営方式の普及や

地域農業のコーディネートを担当する農林水産事業部の一つの部門として位置づける

とともに、現地機関においても普及・指導業務機能を持たせて実施し、一体的に業務

を執行する。」という方針を検討し、平成１８年度に、現地で普及活動を実施するこ

とを勘案して９箇所の設置状況と業務内容は変更せず、名称を「農業普及指導セン

ター」に変更し、農林調整部門と普及部門の連携をより強化するため、農業総合セン

ターの一部門から県民局の農林水産事業部の中に位置づけを変更して、地域の行政施

策との一体的推進を目指した。 

普及指導員は、作物・花き・果樹などの専門に分かれて、地域ごとに活動している。

そのため、農業普及指導センターの各班にそれぞれの専門職は１～２名という状況に

あり、普及活動の効果は普及指導員個人の資質に頼らざるを得ない体制となっている。 

普及指導員も県職員であることが影響して、ごく一部の例外を除いて勤続期間が短

い。農業普及活動を実効的に行うには、農家との信頼関係の構築が不可欠である。信

頼関係は個人対個人の関係であり、個別の農家から普及指導員の知識・意欲・人柄な

どを知って信頼されるまでには一定の時間を要する。したがって、短期間で信頼関係

を構築することは容易でない。また、農作物の中には、果樹や米など収穫までに１年

以上のサイクルとなる作物も多い。 

普及指導員の勤続期間が短いと、農家との信頼関係構築が困難となる上、普及事業

について、収穫までに１年ないし数年を要する作物の場合、プラン・ドゥー・チェッ

ク・アクション（ＰＤＣＡ）という対応ができない。 

また、上述のとおり、農業普及事業には、経営方式の普及や地域農業のコーディ

ネートも期待されるようになっており、また、ＴＰＰなど「平成の開国」が議論され

ている状況において、技術指導だけでなく、マーケティングも含めた強い農業の育成

支援が課題となっている。 

岡山県の農業普及指導事業の体制は次ページのとおりである。 
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職名
勤続
年数

専門分野 役職
勤続
年数

専門分野 役職
勤続
年数

専門分野 役職
勤続
年数

専門分野

所長 1.1 農業 所長 1.1 農業 所長 1.1 農業 所長 0.1 農業
班長 1.1 花き 班長 4.1 作物 班長 0.1 作物 班長 2.1 畜産
主幹 2.1 畜産 副参事 1.1 畜産 副参事 4.1 作物 副参事 1.1 果樹
主任 1.1 野菜 主幹 1.1 花き 副参事 1.1 野菜 主幹 0.1 作物
主任 5.1 作物 主任 1.1 野菜 主幹 3.1 果樹 主幹 2.1 果樹
主任 3.1 野菜 主任 0.1 果樹 主幹 1.1 花き 主任 3.1 作物
主任 2.1 果樹 主任 1.1 果樹 主任 0.1 野菜 主任 0.1 野菜
技師 4.1 野菜 主任 2.1 野菜 主任 0.1 果樹 主任 0.1 花き
技師 1.1 作物 主任 0.1 果樹 主任 0.1 畜産 技師 1.1 野菜
班長 0.1 野菜 班長 0.1 野菜 技師 1.1 果樹

副参事 0.1 果樹 主幹 2.1 果樹
主幹 0.1 作物 主幹 1.1 作物
主任 0.1 花き 技師 2.1 畜産
主任 0.1 作物 技師 1.1 野菜
主任 1.1 野菜 技師 2.1 果樹
技師 2.1 農業
技師 2.1 果樹

平均 1.57 平均 1.37 平均 1.2 平均 1.1
人数 17 人数 15 人数 10 人数 9

備中県民局管内の農業普及指導センターの産地指導班(H21.5.1）
倉敷 井笠 高梁 新見

 

５ 事務移譲と協働の現状について 

上述のとおり、ソフト事業は、市町村への事務移譲を行うこととされていたが、平成

１７年から２１年までの間で、農林水産事業分野において市町村への事務移譲が決定し

たのは、下記のとおりである。 

（１）農地転用（４ｈａ以下）の許可を市町村へ 

（２）耕作目的の農地の権利移動の許可を市町村へ 

（３）農用地区内における開発行為の許可を市町村へ 

（４）農地賃貸借契約の解約等の許可を市町村へ 

（５）土地改良区等における換地計画に関する事務を市へ 

（６）土地改良区の定款等に関する事務を市へ 

（７）土地改良区の監督に関する事務を市へ 

（８）土地改良区等における事業計画の適否決定及び認可を市へ 

（９）保安林内の立木伐採等の届出等を市町村へ 

（10）卸売市場の開設許可等を政令市へ 

（11）牧野への立入検査等を市へ 

（12）農用地造成事業等に係る土地改良区と農用地外資格者との調整等を政令市へ 

（13）地すべり防止区域内の制限行為の許可等（農林水産省所管分）を中核市へ 
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その他、農林水産事業分野において、今後、事務移譲する対象となっているのは、次

のとおりである。 

（１）農住組合の設立認可等 

（２）交換分合計画等の認可等 

（３）持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画の認定等 

（４）家畜排せつ物の適正な管理に係る指導等に関する事務 

（５）農業協同組合（専門農協に限る）の設立・解散認可等 

（６）農事組合法人の設立・解散届出の受付等 

（７）森林組合の設立・解散認可等 

（８）漁業協同組合の設立・解散認可等 

 

第４ 他府県の特徴ある取組状況 

１ 島根県（農業土木部門と建設部土木部門の統合） 

島根県では、平成１８年４月、農業土木及び森林土木（実施設計、用地交渉、入札、

施工管理、竣工検査等）と、土木建築事務所を統合して、県土整備事務所を設置した。

農・林・土木の一体的整備を可能とする、効率的運営を可能とする、地域密着体制確

保・危機管理体制維持を可能とすることなどを目標としている。 

その概要、メリットとして公表されているのは、下記のとおりである。 
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２ 研究部門の地方独立行政法人化（青森県・北海道） 

青森県と北海道では、工業部門と農業部門の試験研究機関を統合して、地方独立行政

法人を設立した。 

【地方独立行政法人青森県産業技術センター】は、平成２１年４月１日に設立され

た。その組織及び同年度の決算状況は下記のとおりである。 
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【地方独立行政法人北海道立総合研究機構】は、平成２２年４月１日に設立された。

組織は次のとおりである。 
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第５ 結果及び意見 

１ ハード（農業土木）部門について 

（１）県民局への集中化に伴う移動距離と時間の増加の実態を把握するため、移動時間・

移動距離・用務の内容・支出の変化について調査すべきである（指摘事項）。 

地方振興局から県民局への組織変更に伴い、職員の移動距離が増加したとの話が

多くの職員から寄せられた。職員の移動距離の増加は、仕事の効率性の観点から人件

費に影響するだけでなく、ガソリン代や車両代などの経費支出にも影響する。 

大変な労力をかけて、地方振興局から県民局へという重大な組織変更を行った以

上、その効果を正確に把握することは、県民に対する義務である。人員削減による効

果だけでなく、移動距離の増加による経費支出増加も評価しないと、組織変更の正確

な評価はできない。 

しかしながら、岡山県は、移動時間・移動距離・用務の内容・支出の変化につい

て、これまで、全く調査を行っていないとのことであった。 

本監査において、移動距離の増加を数字として明らかにする目的で、「岡山県公

用車予約・管理システム」で公用車の利用状況を確認することによって、平成１６年

度との比較を行えないかを検討した。しかしながら、同システムでは比較検証ができ

ないことが判明し、独自調査を断念した。 

組織変更の結果、移動距離の増加による経費支出の増加というマイナス面が指摘

されている以上、実態を把握して適切な対策を講じて、無駄を削減するために、実態

調査を行うことが必要である。 

（２）県民局から現場に出張する場合、現場近くの地域事務所への出勤ないし現場への直

行直帰を柔軟に認める運用を検討すべきである（意見）。 

県民局に勤務している者が現場に赴く場合、県民局に出勤し、公用車を使用して

現場に赴き、用務を済ませて、県民局に帰ってから帰宅している状況である。ヒアリ

ングにおいて、森林土木や災害対策等に関して「地方振興局から県民局への組織変更

後、現場との距離が遠くなって移動距離と移動時間が増加した。特に、備中県民局に

おいて、新見管内・高梁管内への出張が遠距離で距離と時間を要している。」という

意見が寄せられた。 

管内の地域事務所に近い現場の場合、地域事務所に出勤して現場に赴き、用務を

済ませて地域事務所に帰るという方が効率的なケースがある。地域事務所への出勤と
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いう運用について、ヒアリングしたところ、柔軟な運用を行うことについて特に異論

はなかった。地域事務所への出勤という運用を行う場合、出勤先が異なることになる

関係で通勤手当の支給に問題があるのかもしれないという懸念が示された。しかし、

これは、運用上の問題であって、通常の出張の場合と大きく異なるものとは思われな

い。 

現場への直行直帰について、ヒアリングの結果、許可を得れば自家用車による出

張が可能とのことであった。ただし、自家用車の利用を認める場合、事故があった場

合のリスク回避を検討する必要がある。 

（３）地域事務所の工事発注権限を拡大すべきである（意見）。 

平成２０年度までは、支局室長決裁で４０００万円未満の工事について支局で工

事発注を行っていた。支局から地域事務所になった平成２１年度は４，０００万円未

満も部長決裁となり、県民局で工事発注を行った。平成２２年度から、１，０００万

円未満の工事について、地域事務所の副部長決裁で入札を行っているが、１，０００

万円以上１億円未満は農林水産事業部長決裁、１億円以上２億円未満は県民局長決裁

で県民局において入札を行い、２億円以上は本庁で決裁し、県民局で入札を行ってい

る。 

県民局で入札を行う場合、地域事務所の担当者が工事関係図書をもって県民局に

説明に行く。ヒアリングによると、説明する上司の都合がつかなければ、何日にもわ

たる場合もあるとのことであった。このように県民局体制に移行した後、地域事務所

管内の工事を発注する場合、地域事務所の担当者は県民局との往復のために、移動距

離と時間を要するようになった。 

発注金額の割合を勘案して副部長の決裁権を拡大して、地域事務所の工事発注権

限を拡大すれば、地域事務所の担当者が説明のために県民局へ赴く回数は減少する。

これにより、人件費の面でも交通費の面でも効果が期待できる上、職員のモチベーシ

ョンアップも期待できる。 

地域事務所の工事発注権限を拡大することによって、地域事務所職員を増員する

必要が生じるのではないかという懸念も指摘されており、県民局から地域事務所へ異

動させるなど工夫を行い、総人員を増加させないようにする必要はある。 
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（４）農林水産事業部と建設部との人事交流を活発化し、農林土木職の大多数に建設部の

事務ができる能力をつけさせるべきである（意見）。 

「農林水産事業部と建設部のハード部門の一体化」は、県民局への再編直前に検

討されており、効率性のある事務の執行を目指すという意味で興味深い提案である。 

土木工事における農林水産事業部と建設部の事務内容の差異についてヒアリング

を行ったところ、概ね次のような回答があった。 

「根拠法令が異なっているため整備目的が異なり、事業採択までは異質である。

ため池やほ場整備など農業土木特有の事務がある。土木工事の進め方や管理の仕方は

共通している。一部で人事交流が行われている。一体化は以前から検討されているが、

現在、補修工事などについて計画段階から同じ者が一貫して行っており、いずれが効

率的かの比較は難しい。」 

根拠法令が異なっているため、採択までに差があることは確かであるが、土木工

事の進め方や管理の仕方は共通しており、島根県のように整備目的などの計画は別部

署が行うという体制もありうる。 

また、同一人が計画段階から最後まで担当する体制には相応の合理性もある。し

かしながら、職員が２－３年で異動となっている現状をみると、ある程度の期間と予

算を要する工事について計画段階から一貫して担当することはほとんどなく、職員の

異動に伴って引継ぎが行われているのが実情である。 

ため池やほ場整備などの農業土木特有の工事についても、人事交流によって経験

を積むことにより建設部の職員でも対応可能となり得る。 

現在、土木職を農林水産事業部に配属し、逆に農林土木職を建設部に配属すると

いう人事交流を行っているが、その人数はごくわずかである。 

将来に向けて建設部と農林水産事業部との人事交流を更に活発化すべきである。

このことは、各職員の能力アップにもつながり、今後の柔軟な組織変更を可能にする

効果を持ち、ひいては、人件費の削減効果も期待できる。 
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（５）農林水産事業部の「実施設計」「用地交渉」「施工管理」「竣工検査」等を建設部

に統合し、農林土木と建設部の施工部門を地域事務所に置き、地域事務所に部長と

同等の決裁権限を付与して、柔軟かつ効率的な組織体制を検討すべきである（意

見）。 

「実施設計」「用地交渉」「施工管理」「竣工検査」等は、現地で実施すべき業

務であり、農林土木と建設部とで工事の進め方に差はない。両者を統合することによ

って、人員削減も期待できる。 

さらに、これによって、移動距離と移動時間の削減による効果だけでなく、同一

人が複数の仕事をこなすことによる人件費削減効果が期待できる。現地における災害

時の緊急対応体制も強化できる。計画的な社会基盤整備、決め細やかな管理、仕事量

に応じて柔軟な人員配置が可能となる。そして、部長と同等の権限（１億円までの工

事についての決裁権限）を付与することにより、ほとんどの工事が地域事務所で完結

し、決裁や入札のために大量の書類をもって県民局を往復する必要もなくなる。 

島根県では、平成１８年、県下７圏域に「県土整備事務所」を設置し、農業土木

のうち「実施設計」「用地交渉」「施工管理」「竣工検査」等を土木部門と統合し、

県下３か所の「農林振興センター」には「調査計画機能」のみを残すという形で、土

木部門との統合を実施している。このように、農林水産事業部と建設部のハード部門

と一体化することは可能である。 

農林水産事業部と建設部のハード部門の一体化は、岡山県においても検討されて

いたのであるから、先行実施した島根県の県土整備事務所の取組とその効果を検証す

べきである。なお、島根県の取組を評価する場合、県土事務所内における専門職種の

配置状況の変化を見るなどして土木部門と農業土木部門との一体化の進捗状況を調査

すべきである。また、土木のハード部門を県下７圏域に置いていることの意味とその

効果についても検証すべきである。 

２ ソフト部門について 

（１）県が担当しているすべての許認可事務について、再度洗い出しを行い、可能なもの

はすべて市町村へ事務移譲し、不可能なものについても窓口事務を市町村に事務委

託をするべきである（意見）。 

岡山県の農林水産部門は、市町村への権限移譲が比較的すすんでいる。しかし、

いまだ県に残っている事務がある。完全に移譲されることなく事務が残っていると、
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人員を配置する必要が生じるだけでなく、申請窓口を県民局に集中すると、県民は、

県民局に赴いて申請しなければならない。県民が近くで申請できるようにするために

は、地域事務所に受付部門を残すことが必要になる。 

市町村に事務移譲することは、県民サービスの観点からも、県組織のスリム化の

観点からも有益である。 

（２）同じ内容の委託事業や補助事業が各県民局それぞれで行われている例が相当数ある。

これら事業のうち、本庁に引き揚げた方が効率的なものがないかどうかに関して、

再度、洗い直しをすべきである（意見）。 

新規就農トータルサーポート事業、中山間地域等直接支払交付金など同じ内容の

委託事業や補助事業について、３県民局それぞれが行う場合、それぞれに担当者が必

要であるが、本庁が担当すれば１名で足りる。 

委託や補助を受けている者について、市町村等の公的機関や外郭団体等も多く、

本庁へ来させることについての県民負担を考慮する必要のない相手も相当数ある。 

現地に赴いて確認する必要や現地の状況を把握する必要があるケースもあるが、

現地へ赴く頻度や内容を精査することが必要である。 

３ 普及部門について 

（１）普及指導員について、異動頻度を減らして勤続年数を延ばすべきである（意見）。 

農業普及活動について、直接農家に赴いて活動することが重要であり、農家との

信頼関係が基礎になければならない。信頼関係は個人対個人の関係であり、普及指導

員の知識・意欲・人柄などを知って個別の農家から信頼されるまでには一定の時間を

要する。したがって、短期間で信頼関係を構築することは容易でない。また、収穫ま

でに１年ないし数年かかる作物もある。普及指導員が、農家との信頼関係を構築し、

プラン・ドゥー・チェック・アクション（ＰＤＣＡ）という対応を行うためには、あ

る程度長期間、同じ部署で活動する必要がある。 

しかるに、上述したとおり農業普及員の勤続年数は、一部の例外を除き、あまり

にも短い。同一部署での勤続年数が短いことは県職員全体の特徴であり、この人事は

癒着防止には効果がある。しかし、農業普及活動については例外を認めないと効果が

あがらない。 
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（２）農業普及部門について、組織の位置づけを再検討すべきである（意見）。 

農業普及活動は、試験研究機関と農業者の橋渡し役として、公的試験研究機関等

で開発された革新的な技術を現場にあった形に組み立て、農業者に普及するというも

のである。試験研究機関との関係を維持しながら、現地で活動を行うという二面性が

ある。 

農業改良普及センターの必置規制がなくなり、岡山県は、農業普及指導センター

を県民局の農林水産事業部の一部門に位置づけ、部内の他課との協働に期待した。し

かし、ヒアリングによると、課長間での定期的な会議は行われているものの、普及指

導員の活動については変化がないとのことであった。農業普及指導センターが県民局

の農林水産事業部の一部門に位置づけられたことは普及活動に影響していない。 

また、ＴＰＰなど国際的な市場開放圧力が強まる中、農業普及については販売先

や販売方法を含めたマーケティングも踏まえた活動が期待されている。農業普及員個

人の研修による能力アップでは、到底対応できない状況である。 

ヒアリングによると、県民局の農林水産事業部でのマーケティング活動は、農協

と協力して日本国内数箇所にアンテナショップを出している程度であった。従って、

県民局の農林水産事業部との協力関係を強めても、国際的戦略はおろか、日本国内へ

の販路開拓などのマーケティング力は強まらない。 

岡山県において、マスカットやピオーネや黒豆など特産品の普及において農業普

及活動が大きな成果をあげてきたことは評価すべきである。しかし、販売先も見据え

た普及活動は行われてこなかった。 

農業普及については、試験研究機関との協力関係と現地での地道な活動だけでな

く、マーケティングの提案も含めた活動が期待される。この３つを機能させることが

可能な組織体を検討して、農業普及部門の位置づけについて再検討すべきである。 

（３）農業普及部門を試験研究機関に戻して、農業普及活動も含めて試験研究機関を独立

行政法人化することの是非について調査すべきである（意見）。 

青森県や北海道では、試験研究機関を統合して、地方独立行政法人を設立した。

農林水産部門については、試験研究の過程で販売可能な商品ができる。試験研究部門

は、他の研究機関との協力関係を持つなどして、効率的な運営を行うことが可能であ

る。つまり、試験研究機関は、「経営」という観点を入れることが可能である。 
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ブランド戦略についても、既に県内の一部地域のブランドが確立しているにもか

かわらず、県が関与すると、県全域を踏まえたブランド化を図る必要から別の全県統

一ブランドを推進している例がある。つまり、県が関与した場合、県内の一部地域だ

けのブランドを売ることができない。この点についても、地方独立行政法人であれば、

ある程度、自由にブランド化戦略を行うことが可能となる。 

農業普及部門についても、マーケティングという効果が期待されている現状では、

「経営」という観点が必要となってきている。「経営」という観点で対応可能な組織

体に担わせることによって、普及指導員個人の資質に頼っている農業普及活動から、

組織としての農業普及活動に変更できる可能性がある。また、「経営」という観点か

らみた普及指導員の効率的な配置も可能となり、同一場所での勤続年数の問題もクリ

アできる。 

農業普及活動は、性質上、農業協同組合その他都道府県以外の団体が行うことも

可能である（農業改良助長法６条３項参照）が、民間の主体にゆだねた場合には必ず

しも実施されないおそれがあるので、効率的に行わせるため、地方独立行政法人が実

施するのが相当である。 

ただし、協同農業普及事業は、都道府県と農林水産省が協同して行う事業とされ

ており、国から都道府県に対して交付金が支給されている。この交付金を受領できる

仕組みを維持することも重要である。 

交付金は、各都道府県の農業人口、耕地面積及び市町村数を基礎とし、各都道府

県において協同農業普及事業を緊急に実施することの必要性等を考慮して政令で定め

る基準に従って決定される（同法６条２項）とされている。 

協同普及事業とは、大要、次に掲げるものとされている（同法７条）。 

○1  普及指導員を置くこと 

○2  普及指導員が普及活動を行うこと 

○3  普及指導センターを運営すること 

○4  普及指導協力委員が活動を行うこと 

○5  農業者研究教育施設において農業後継者に研修教育を行うこと 

○6  普及指導員の研修、農村青少年団体の指導者の育成を行うこと 

県に普及指導員を置くことが交付金を受けるために必須であれば、県職員である

普及指導員を地方独立行政法人に出向させるという方法もあり得る。 
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まずは、岡山県内の他の地方独立行政法人（岡山県精神科医療センターなど）の

状況から独立行政法人化による効果を分析しつつ、先行した二道県の試験研究機関独

立行政法人の状況を調査して、今後の対応について不断の検討を継続すべきである。 
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第５款 建設部  

第１ 再編に先行して行われた業務仕分け  

１ 平成１７年の地方振興局から県民局への再編に先行して行われた業務仕分け

において、建設部については以下のとおりの検討が行われていた。  

（１）地方振興局の現状と課題  

○ ハードからソフト重視への施策転換に伴い従来型の公共工事の進め方が

急速に見直される中で、事業費は減少しているものの、コスト削減、事業評

価など業務は複雑、多様化しており、それらの課題に迅速に対応できる組織、

さらには職員の意識改革が求められている。  

○ 設計書の電子化、電子入札、電子申請など業務の電子化の波が急速に押し

寄せている。  

○ 災害時における初動体制の一層の充実が求められており、その拠点として

のウエイトが高まっている。  

○ 各局建設部（事務所）間で事業費・発注件数に相当の開きがあり、例えば、

岡山局建設部では県全体の４分の１の事業費を抱えるなどバランスを欠い

た状況になっており、また、一方で玉野・建部建設事務所については、市町

村合併の進展により所管区域の見直しを検討せざるを得ない状況となって

いる。  

○ 県有施設については、県の直接管理から市町村・業者への管理委託、さら

にはＮＰＯ・各種団体との協働システムの構築が模索されている。  

（２）平成１７年再編における業務仕分けの基本的な考え方  

［全般］  

○ 土木行政における現場事務所には、現地調査、用地取得、工事の設計、入

札、施工、完了検査、施設の維持管理までの一連の作業を一体として行う機

能、さらには災害時における拠点としての機能がそれぞれ求められており、

県内どこへでも一定の時間・距離で到着することのできる場所に事務所を構

える必要がある。  

その意味で、現在の９地方振興局建設部は県内にバランスよく配置されて

いる。  

○ 今回の地方振興局の再編においては、まず、県と合併市町村との役割分担
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を明確にした上で、再編後の局、現地機関の機能分担を考える必要がある。 

○ 現在地方振興局建設部が行っている業務については、当面、基本的にはそ

のまま現地で行うが、合併の状況を見据えながら、市町村へ移譲すべき業務

は権限、財源、人材セットで移譲する、あるいは業者等に委託するなどの方

法により、現行の地方振興局建設部の業務を極力スリム化していかなければ

ならない。  

○ 市町村合併により所管区域が複数の地方振興局にまたがることがあらか

じめ想定されている建部建設事務所、事業量の少ない玉野建設事務所につい

ては、その在り方を検討する。  

［部内組織］  

○ 部内の組織については、県有施設の維持管理と公共事業の企画立案に重点

を置いたものとする。  

再編後の局：建設企画課・工務課の充実（事務職の配置、市町村指導、計画

立案機能の充実）  

現地機関：維持管理（補修）課の充実、用地課の縮小などを検討する。  

［本庁］  

○ 土木部及び地方振興局建設部内に、合併後の市町村への権限移譲について

検討する職員を置く。  

２ また、平成１７年以降更なる再編（現地機関廃止等）を目指す際に考えられる

役割分担の基本的方向として、次のような議論があった。  

○ 市町村合併の動向を踏まえ、県と市町村との役割分担を見直した上で、現

地機関の建設部の在り方を再検討する。  

○ 地方振興局農林事業部の広域基盤整備部門との統合を検討する。  

３ 平成１７年４月再編時の仕分け、平成２１年４月までに目指す仕分けは次表の

とおりであった。  
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○建設部業務 ●：H17.4.1再編時の仕分け　　△：条件により可能な仕分け　　◎：H21.4.1までに目指す仕分け

  Ｈ１７．４再編時   Ｈ２１再編完了時

県 市 外部 廃止 県 市 外部 廃止

本庁 局 支局 町村 委託 本庁 局 地域庁舎 町村 委託

各種許可・措置命令 ● ● ◎ ◎ △

パトロール ● ● ◎ ◎ △

公共施設の維持補修
● ●※３

(一定規模未満)
● ◎ ◎※４

(一定規模未満)
◎

● ● ● ◎ ◎ △ △

● ● ◎ ◎ △

● ● ◎ ◎ △

都市公園管理
● 　 ◎ 　 △

● ● ◎ ◎ △

● ● ◎ △

● ● ◎ △

● ● ◎

● ● ◎ △

● ● ◎ △

水防
● ● ◎ ◎ △

● ●※３

(一定規模未満)
◎

● ●※３

(一定規模未満)
◎

● ●※３

(一定規模未満)
◎

●  ◎  

● 　 ◎ 　 △

● ● ● ◎ ◎

公共嘱託登記等

事前調査、登記 ● ● ● ◎ ◎

未登記処理 ● ● 　 ◎ 　

調査、測量、設計 ● ●※３

(一定規模未満)
● ◎ ◎

設計協議、地元調整 ● ●※３

(一定規模未満)
◎

工事の監督・指導 ● ●※３

(一定規模未満)
　 ◎ 　

予算要求、認可申請 ● ●※３

(一定規模未満)
◎

漁港等の整備

県営事業（ハード）の入札等 ● ●※３

(一定規模未満)
◎

県営事業（ハード）の設計、現場
管理等

● ●※３

(一定規模未満)
● ◎ ◎

ダム施設の建設

調査、測量、設計 ● ●※３

(一定規模未満)
● ◎ ◎

設計協議、地元調整 ● ●※３

(一定規模未満)
◎

工事の監督・指導 ● ●※３

(一定規模未満)
◎

予算要求、認可申請 ● ●※３

(一定規模未満)
◎

工事計画、進行管理

建築資材の再資源化（リサイクル法）
（届出の受理、助言・勧告）

公共事業用地取得、用地補償交渉

公共施設の建設・改良
（道路・河川・砂防・港湾・漁港・公園）

工事設計審査

工事検査

市町村工事技術指導

市町村補助事業の設計審査

道路・河川管理

建設業者管理
（指導・相談、営業所調査、経営事項審
査）
建築物規制
（確認、検査、許可、指導等）

港湾・海域、海岸、漁港管理
（各種許可・措置命令）

砂防・急傾斜地管理
（各種許可・措置命令）

砂利・採石
（採取計画の認可・措置命令）

屋外広告物規制
（許可・違反広告物除却作業）

国有財産管理
（調査、維持・保存）

宅地造成等規制
（許可、完了検査）

振興局で行っている主な業務名
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第２ 組織体制  

  第２章の備前・備中及び美作県民局の概要（平成２１年度）において、平成２１

年時点の３県民局の組織と所管事務を記載したが、地方振興局から県民局への再編

により建設部の組織体制がどのように変わったかを確認するため、ここで改めて平

成１６年度と平成２１年度の組織図を比較対照する。  

【 平成１６年度 岡山地方振興局・建設部 組織図 】  

 

 

  Ｈ１７．４再編時   Ｈ２１再編完了時

県 市 外部 廃止 県 市 外部 廃止

本庁 局 支局 町村 委託 本庁 局 地域庁舎 町村 委託

● ●※３

(一定規模未満)
◎

ダム管理
● ● ● ◎ ◎ ◎

※３　工事金額４千万円未満の工事

※４　工事金額１千万円未満の維持補修工事

災害復旧事業

振興局で行っている主な業務名

岡山地方振興局
参与１名

参事３名

　課長１名、総括副参事２名、副参事１名、

　主査１名、技師４名

　主任技術員１名、技術員１４名

　課長１名、総括副参事２名、副参事１名、

　主査３名、主任２名、技師３名

　課長１名、総括副参事２名、副参事１名、

　主査２名、主任３名、技師３名

　課長１名、総括副参事２名、主幹１名、

　主査１名、主任２名、技師４名

　所長１名、参事１名、総括副参事４名、

　副参事５名、課長６名、主幹３名、主査３名、

　主任３名、主事２名、技師７名、技術員１１名

　課長１名、副参事７名、

　主幹４名、主査１名、主事３名

　所長１名、参事１名、課長５名，

　総括副参事４名、副参事１名、主幹１名、

　主査６名、主任１名、技師３名、技術員６名

　所長１名、副参事２名、主任１名、主事１名

建設部長

工務第三課

岡山港管理事務所

維持補修課

用地課

街路整備班
　総括参事１名、副参事１名、

　主査１名、技師２名

管理課
　課長１名、総括副参事１名、副参事１名、

　主幹３名、主査３名、主事２名

建設企画課
　課長１名、副参事１名、主査１名、

　主任１名、技師２名

総合グラウンド等

施設整備班

　参事１名、副参事１名、

　主査２名、技師３名

※　振興局の人員内訳については、平成１６年度の事務分掌調査票もしくは職員録から記載した（以下、他の振興局も同様）

工務第一課

工務第二課

旭川ダム統合管理事務所
（所長、次長は建部建設事務所の所長、課長が兼務）

　技師４、技術員２名

児島湖流域浄水事務所
　所長１名、参事１名、副参事１名、

　技師２名

建部建設事務所

　所長１名、副参事２名、

　主査１名、技術員１名

玉野建設事務所

（宇野港管理事務所）
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【 平成１６年度 東備地方振興局・建設部 組織図 】  

 

 

 

東備地方振興局
参事１名

八塔寺川ダム管理事務所
（所長は建設部長が兼務）

　副参事１名、技師１名

　総括参事１名、主査３名、技師５名　

　課長１名、総括副参事１名、副参事１名、

　総括主幹１名、主幹１名、主査２名、

　主任１名、技師２名、技術員１０名

工務第一課

工務第二課

建設企画課 　課長１名、副参事１名、主任１名、技師１名

　課長１名、総括副参事２名、主幹１名、主任２名、

　技師３名（八塔寺川ダム本務１名を除く）

　課長１名、総括副参事２名、主査２名、

　主任２名、技師２名

用地班
　参事１名、副参事３名、主幹２名、

　主事２名

建設部長
美作岡山間道路建設班

維持管理課
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【 平成２１年度 備前県民局・建設部 組織図 】  

 

副部長

備前県民局に２名

東備地域事務所に１名

参事（検査担当）

備前県民局に１名

東備地域事務所に１名

※　県民局の人員内訳については、平成２１年度の事務分掌調査票から記載した（以下、他の県民局も同様）

　課長１名、総括副参事２名、副参事７名、

　主幹１名、総括主任１名、主任３名、

　技師２名、非常勤職員９名

旭川ダム統合管理事務所
　所長１名、副参事１名、主幹１名、

　主任２名、技師１名、技術員２名

　所長１名、副参事１名、

　主任２名、非常勤職員２名

美作岡山間道路建設班
　総括参事１名、副参事２名、

　主任４名、技師１名

東備地域建設課

東備地域

事務所

東備地域

事務所

東備地域

事務所

東備地域

事務所

　課長１名、総括副参事１名、副参事３名、

　主幹２名、主任２名、主任技術員４名、

　技術員６名、非常勤職員３名

岡山港管理事務所
　所長１名、副参事２名、

　主任１名、非常勤職員１名

宇野港管理事務所

用地課
　課長１名、副参事４名、主幹１名、

　主任５名、非常勤職員４名

工務第一課

工務第二課

工務第三課

八塔寺川ダム管理事務所
（所長は東備地域事務所の副部長が兼務）

　副参事１名、技師１名、非常勤職員１名

　課長１名、総括副参事２名、

　主任４名、技師４名

　課長１名、総括副参事３名、

　主幹３名、主任５名、技師５名

　課長１名、総括副参事２名、

　主任５名、技師１名

建設部長

児島湖流域浄水班
　参事１名、副参事１名、主任１名、

　主事１名、技師１名

管理課

　室長１名、総括副参事２名、副参事３名、

　主幹３名、主任８名、主事２名、

　技師２名、非常勤職員２名

建設企画課
　課長１名、副参事１名、主幹１名、

　主任３名、技師４名

維持補修課
　課長１名、副参事１名、主幹１名、

　主任１３名、技師１名

東備地域事業推進室
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【 平成１６年度 倉敷地方振興局・建設部 組織図 】  

 

 

【 平成１６年度 井笠地方振興局・建設部 組織図 】  

 

 

倉敷地方振興局
参事２名

倉敷駅高架事業推進班 　総括参事１名、主任２名

建設企画課
　課長１名、副参事２名、

　主査１名、技師２名

管理課
　課長１名、総括副参事１名、副参事３名、

　主幹１名、主事２名、非常勤職員７名

建設部長

工務第二課

維持補修課

用地課

工務第一課

　課長１名、総括副参事２名、副参事１名、

　主幹１名、主査４名、技師２名

　課長１名、総括副参事３名、主幹１名、

　主査３名、技師６名

　課長１名、総括副参事１名、主任１名、

　技師３名、主任技術員１名、技術員１４名

　課長１名、副参事５名、主幹４名、主査１名、

　主任１名、主事２名、事業団派遣４名、

　非常勤職員６名

井笠地方振興局
参事１名

　参事１名、副参事４名、主幹３名、主事１名

建設部長
維持管理課

建設企画課

　課長１名、総括参事３名、副参事１名、主幹１名、

　主任３名、主事１名、技師４名、技術員１０名

工務第一課

工務第三課

　課長１名、総括副参事２名、副参事１名、

　主査１名、主任２名、技師２名

　課長１名、総括副参事１名、副参事１名、

　技師３名

　課長１名、副参事１名、主任１名、技師１名

用地班

工務第二課
　課長１名、総括副参事２名、副参事１名、

　主査１名、技師４名
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【 平成１６年度 高梁地方振興局・建設部 組織図 】  

 

 

【 平成１６年度 阿新地方振興局・建設部 組織図 】  

 

 

高梁地方振興局
参事１名

用地班
　参事１名、主幹３名、主事１名、

　非常勤職員３名

建設部長
維持管理課

　課長１名、総括参事２名、主査２名、

　主任２名、主事１名、技師１名、

　技術員１３名、非常勤職員４名

建設企画課

工務第一課
　課長１名、総括副参事１名、主幹１名、

　主任１名、技師２名

工務第二課
　課長１名、総括副参事２名、主査１名、

　主任１名、技師２名

　課長１名、副参事１名、技師２名

楢井ダム管理事務所
（所長は建設部長が兼務）副参事１名

（建設部本務１名、竹谷ダム本務１名を除く）

竹谷ダム管理事務所
（所長は建設部長が兼務）副参事１名、主査１名

（建設部本務１名を除く）

阿新地方振興局
参事２名

用地班
　参事１名、副参事１名、主幹２名、

　主事１名

建設部長
維持管理課

　課長１名、総括参事１名、主任２名、

　技師３名、主任技術員１名、技術員１２名

建設企画課

工務第一課
　課長１名、総括副参事１名、副参事１名、主査１名、

　主任１名、技師１名（高梁川ダム本務２名を除く）

　課長１名、副参事１名、技師２名

工務第二課 　課長１名、総括副参事１名、主幹１名、技師４名

ダム建設課
　課長１名、総括副参事２名、主任２名、

　技師３名（高梁川ダム本務２名を除く）

高梁川ダム統合管理事務所
（所長、次長は建設部長、建設企画課長が兼務）

　副参事１名、主幹１名、技師６名、技術員１名
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【 平成２１年度 備中県民局・建設部 組織図 】  

 

副部長

備中県民局に２名

井笠地域事務所に１名

高梁地域事務所に１名

新見地域事務所に１名

参事（検査担当）  
備中県民局に１名

井笠地域事務所に１名

高梁地域事務所に１名

新見地域事務所に１名

高梁地域建設課

　課長１名、総括副参事１名、副参事２名、

　主幹１名、主任１名、主事１名、

　主任技術員１名、技術員９名、

　非常勤職員３名

　課長１名、総括副参事２名、副参事１名、

　総括主幹１名、主幹１名、主任６名、

　技師１名

水源地域整備班

　所長１名、副参事２名、

　主任２名、技師６名

井笠地域

事務所

高梁地域

事務所

高梁地域

事務所

新見地域

事務所

　課長１名、総括副参事１名、副参事２名、

　主幹１名、主任１名、主事１名、

　技術員１２名、非常勤職員３名

（所長は高梁地域事務所の副部長が兼務）

　副参事１名

（高梁地域事務所本務２名を除く）

　参事１名、総括副参事１名、

　主幹１名、技師２名

高梁地域事業推進室

用地課

工務第一課

工務第二課

井笠地域建設課

高梁川ダム統合管理事務所

新見地域建設課

新見地域事業推進室

楢井ダム管理事務所

井笠地域事業推進室

新見地域

事務所

井笠地域

事務所

建設部長

倉敷駅高架事業推進班 　総括主幹１名、主任１名

管理課

建設企画課
　課長１名、主幹２名、

　主任２名、技師３名

　課長１名、総括副参事１名、

　副参事４名、総括主幹１名、主幹２名、

　主任４名、技師３名、非常勤職員７名

維持補修課

新見地域

事務所

新見地域

事務所

高梁地域

事務所

　課長１名、副参事１名、

　主任２名、主事１名、技師３名、

　主任技術員３名、技術員１４名

　課長１名、副参事２名、主幹１名、

　主任４名、主事２名、

　事業団派遣５名、非常勤職員４名

　課長１名、総括副参事１名、

　副参事３名、主幹３名、

　主任２名、主事１名、主任技術員３名、

　技術員６名、非常勤職員３名

　室長１名、総括副参事３名、

　副参事１名、主幹７名、主任９名、

　主事１名、技師５名、非常勤職員３名

　室長１名、総括副参事２名、副参事３名、

　主幹３名、主任９名、主事１名、

　技師１名、非常勤職員３名

　課長１名、総括副参事２名、

　主任５名、技師２名

　室長１名、総括副参事２名、副参事２名、

　主幹３名、主任８名、主事２名、

　技師６名、非常勤職員３名
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【 平成１６年度 津山地方振興局・建設部 組織図 】  

 

 

【 平成１６年度 真庭地方振興局・建設部 組織図 】  

 

 

 

 

 

 

 

 

津山地方振興局
参事２名

　課長１名、総括副参事１名、技師２名、

　技術員１４名

建設部長

工務第二課

維持補修課

用地課

工務第一課

　課長１名、副参事４名、主幹５名、主査１名、

　主事２名、非常勤職員５名

苫田ダム関連事業推進班
　総括参事１名、副参事１名、主任１名、

　技師５名

建設企画課
　課長１名、副参事１名、主任１名、

　技師２名

管理課
　課長１名、総括副参事１名、総括主幹１名、

　主任５名、技師１名、非常勤職員５名

　課長１名、総括副参事１名、副参事１名、

　主任１名、技師３名

　課長１名、総括副参事２名、副参事２名、

　主幹１名、技師５名

工務第三課
　課長１名、総括副参事２名、主査２名、

　技師４名

津川ダム管理事務所 　副参事１名、非常勤職員２名

真庭地方振興局
参事１名

　参事１名、主幹４名、主事２名、

　非常勤職員３名

工務第一課

湯原ダム管理事務所

　課長１名、総括副参事２名、副参事１名、

　主幹１名、主査１名、主任１名、技師４名

　課長１名、副参事１名、主査１名

　技師１名

維持管理課

工務第二課

建設部長
用地班

建設企画課

（所長、次長は建設部長、建設企画課長が兼務）

　副参事１名、技師２名、技術員２名

　課長１名、総括副参事２名、主査１名、

　主任２名、技師６名

　課長１名、総括副参事１名、主任２名、

　主事２名、技師１名、主任技術員１名、

　技術員１２名、非常勤職員３名
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【 平成１６年度 勝英地方振興局・建設部 組織図 】  

 

 

 

勝英地方振興局
参事１名

建設企画課 　課長１名、副参事１名、技師２名

工務第二課
　課長１名、総括副参事２名、主任３名、

　技師３名

工務第一課
　課長１名、総括副参事２名、主査２名、

　主任１名、技師３名

用地班
　参事１名、副参事１名、主幹３名、

　主事２名、非常勤職員４名

建設部長
美作岡山間道路建設班

　総括参事１名、副参事３名、主幹１名、

　主事１名、技師２名、非常勤職員２名

幹線道路建設班

維持管理課

　参事１名、副参事１名、主幹１名、

　技師１名

　課長１名、総括副参事１名、主幹１名、

　主査１名、主任１名、主事１名、技師１名、

　技術員１１名、非常勤職員３名
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【 平成２１年度 美作県民局・建設部 組織図 】  

 

 

 

 

副部長

美作県民局に２名

真庭地域事務所に１名

勝英地域事務所に１名

参事（検査担当）

美作県民局に１名  
真庭地域事務所に１名

勝英地域事務所に１名

副参事（部付）

美作県民局に１名

湯原ダム管理事務所
（所長は真庭地域事務所の副部長が兼務）

　副参事１名、主任１名、技師２名

　副参事１名、非常勤職員２名

真庭地域

事務所

勝英地域建設課

勝英地域事業推進室
　室長１名、総括副参事２名、副参事１名、

　総括主幹１名、主幹２名、主任９名、

　技師５名、非常勤職員４名

津川ダム管理事務所

　室長１名、総括副参事２名、副参事３名、

　総括主幹１名、主幹３名、主任４名、

　技師１１名（湯原ダム本務２名を除く）

　非常勤職員３名

　課長１名、主幹１名、主任３名、

　技師４名

用地課

工務第一課

工務第二課

工務第三課

真庭地域建設課

　課長１名、総括副参事２名、主任２名、

　技師３名

　課長１名、総括副参事２名、主任３名、

　技師３名

　課長１名、副参事１名、主幹３名、

　主任５名、主事３名、非常勤職員４名

　課長１名、総括副参事２名、主任４名、

　技師３名

建設部長

管理課

建設企画課

維持補修課
　課長１名、主幹１名、主任１名、技師２名、

　主任技術員２名、技術員１６名

　課長１名、総括副参事１名、

　主幹４名、総括主任１名、主任１名、

　主事３名、技師１名、非常勤職員５名

真庭地域

事務所

勝英地域

事務所

勝英地域

事務所

美作岡山間道路建設班
勝英地域

事務所

　課長１名、総括副参事１名、主任２名、

　主事２名、技師１名、技術員１２名、

　非常勤職員６名

　総括参事１名、副参事１名、

　主任５名、技師２名

真庭地域

事務所

　課長１名、総括副参事１名、主幹２名、

　主任１名、主事１名、技師１名、

　主任技術員１名、技術員８名、

　非常勤職員２名

真庭地域事業推進室
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１ 再編による変化  

県民局への再編により、９地方振興局建設部が３県民局建設部に統合され、建

設部長が９人から３人に減っている。  

  さらに、課が統合されたことによって管理職の人員が大きく減り、全体の職員

数でも一定の削減効果が出ている（もっとも、平成２１年４月に岡山市が政令指

定都市に移行したことに伴い、国道や県道の管理などの事業を岡山市に移譲した

ことによって備前県民局で５１人減の影響があったとの試算があり、また、公共

事業の減少や道路パトロール等の管理業務の一部を民間に委託した影響もある

と考えられるため、全体の人員減は再編以外の影響も考慮に入れる必要がある）。 

  また、建設業許可に係る調査や経営事項審査関係業務は３県民局に集約されて

いる。  

２ 玉野建設事務所及び建部建設事務所について  

「地方振興局の再編」で示された方針に従って、出先事務所としては廃止し、

県民局建設部に業務が集約されている。  

３ 再編後の県民局体制について  

各県民局に副部長２人（事務・技術各１人）と参事（検査担当）１人、各地域

事務所に副部長１人と参事（検査担当）１人を配置している。  

また、地域事務所には地域建設課と地域事業推進室を置き、以下のとおり、県

民局の各課に相当する業務を行っている（なお、平成２２年度からは、地域事業

推進室から審査班と用地班が独立し、それぞれ地域設計審査班と地域用地班にな

っている）。  

 
    《地域事務所》           （県民局）  
 
               管理班   … 管理課に相当する業務  
     地域建設課   
               維持補修班 … 維持補修課に相当する業務  

 

               審査班   … 建設企画課に相当する業務  

     地域事業推進室   用地班   … 用地課に相当する業務  

               工務班   … 工務課に相当する業務  
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第３ 業務の概要（平成２２年度県民局概要より）  

１ 基本方針  

（１）備前県民局  

備前県民局は、県都・岡山市を含む５市２町を管轄している。  

特に、政令指定都市である岡山市及びその周辺地域は、岡山空港や瀬戸中央

自動車道・山陽自動車道・中国横断自動車道岡山米子線の高速道路等の広域交

通網の整備、交流拠点港としての宇野港の機能向上により、中四国の拠点とし

ての性格が備わってきている。  

この圏域が一体になり、新たな経済文化圏を形成するための先導的な役割を

果たし、県民が「協働」しながら活力ある地域産業や歴史的文化施設の発現・

創造をしていくためには、魅力ある都市機能の充実や、長期的な視野に立った

効率的な施設整備が急務になっている。  

建設部においては、県政の基本目標である「快適生活県おかやま」の実現に

向け、県民一人一人が真に豊かさを実感でき、快適に生き生きと生活できる地

域社会づくりを推進することを基本目標としている。  

その実現のために県が策定した「新おかやま夢づくりプラン」に沿って、「教

育と人づくりの岡山」の創造、「安全・安心の岡山」の創造、「産業と交流の岡

山」の創造を基本戦略として、各種基盤整備事業の一層の推進を図っている。  

（２）備中県民局  

北は中国山地から、南は瀬戸内海までの７市３町にわたる備中県民局管内は、

高梁川流域に広がる山間部、中山間地域、瀬戸内海沿岸の平野部と、変化に富

んだ自然条件に恵まれ、その中で育まれた特色ある文化、観光資源、全国に誇

る高品質の農林水産物、また、瀬戸中央自動車道・山陽自動車道・中国横断自

動車道岡山米子線など縦横に延びる高速道路網・鉄道網、さらに水島港などの

恵まれた交通基盤、水島に代表される優れた産業集積などの諸条件を最大限に

生かしながら、県政の基本目標である「快適生活県おかやま」を実現するため、

「新おかやま夢づくりプラン」に沿って自立と協働、創造と改革の理念の下、

個性ある社会基盤の整備に取り組んでいる。  

（３）美作県民局  

美作県民局管内は、北に中国山地、南に吉備高原を望む３市５町２村からな
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り、中山間地域が大部分を占めている。中国縦貫自動車道や中国横断自動車道

岡山米子線といった広域交通網が整備され、山陽、山陰、京阪神方面への結節

点となっている。また、県３大河川の旭川と吉井川により豊かな自然環境が形

成され、蒜山高原や美作三湯などの観光資源に恵まれている。  

これら諸条件を生かして、広域的な交流・連携を促進させるため、社会基盤

整備を推進している。  

一方、厳しい地形条件の下で過疎化、高齢化が問題となっている。地域住民

が快適に安心して生活することができるよう地域の実情に応じた対策を進め、

併せて、地域住民と協働して活力ある地域づくりを推進している。  

さらに、厳しい雇用情勢の中、これらの対策として、地域活性化・生活対策

に資するきめ細やかなインフラ整備などに取り組んでいる。  

なお、平成２１年８月台風９号災害の復旧工事に全力で取り組み、災害から

の早期復興を進め、地域の安全・安心対策を推進している。  

２ 主要施策  

（１）道路事業の促進  

広域的な交流及び連携を強化するため地域間連絡道路の整備を推進するとと

もに、日常生活の基盤となる道路について地域の実情に合わせ効率的、効果的

な整備を行っている。  

また、近年の交通量の増大や車両の大型化により、路面が著しく損傷してい

る箇所や騒音・振動が環境基準を超えるような箇所において、低騒音舗装など

の舗装改良を実施し、安全で円滑・快適な交通環境を創出している。  

さらに、交通安全対策の必要な道路については歩道の整備や交差点改良等を

進め、落石、崩土等が多発する路線においては危険度や緊急度の高い箇所を優

先し防災施設の整備等を計画的に実施している。  

（２）河川・砂防・災害復旧事業の促進  

水害や土砂災害等を防止するため計画的な河川改修を促進するとともに、中

小河川の災害防止対策を行い、土石流、急傾斜、地すべりの危険箇所について

対策事業を実施している。  

 （３）港湾・海岸事業の促進  

中四国州を見据えた人流・物流機能強化のためには、港湾施設の整備も喫緊
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の課題となっており、宇野港や水島港の機能強化を図りながら、利用の促進に

取り組んでいる。  

また、「岡山県沿岸海岸保全計画」を平成２０年３月に改訂し、海岸の整備を

計画的、重点的に実施している。  

 （４）下水道事業の促進  

児島湖の水質は、近年の人口の都市集中及び産業の発展により汚水量が増大

したこと等により、ホテイアオイやアオコの発生が確認されるなど富栄養化が

進んでいる。  

このため、昭和５３年度から、児島湖の水質保全を目的として、岡山市、倉

敷市、玉野市の各一部と早島町の市街地全域を計画区域として児島湖流域下水

道事業を始めた。  

（５）おかやまアダプト事業の促進  

地域の道路・河川の一定区間を自らの養子（アダプト）とみなし、認定を受

けた住民や企業、学校が活動の主役として定期的に清掃・美化活動を行う事業

を推進している。  

 （６）岡山ロードサポート事業の促進  

任命を受けたロードサポーターが道路の異変を発見した場合、その情報をサ

ポーターホットラインにより通報する事業を推進している。  

 （７）公共土木施設の維持管理等の徹底  

道路、河川の維持管理及び民間の開発行為に係る許認可等については、関係

法令に基づき適正に行い、県土の保全、通行等の安全の確保に努めている。  

異常気象時には、「岡山県道路防災対策要綱」・「岡山県道路通行規制実施要領」

に基づき、事前通行規制を実施している。  

また、「積雪寒冷特別地域における道路交通の確保に関する特別措置法」（寒

冷法）に基づき冬期（毎年１２月１日～３月３１日）の除雪体制の下、除雪を

実施している。  

 （８）建築物の質の向上と快適な環境保持  

建築物の安全性の確保や市街地環境の保全を図るため、建築基準法に基づく

建築確認及び検査並びに建築許可や認定等により、建築基準法が遵守されるよ

う指導を行っている。  
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 （９）建設工事に係る資材の再資源化の促進  

建設リサイクル法に基づき、特定の建設資材について適正な分別解体等及び

再資源化の実施を確保するための措置として「届出」の指導審査を行っている。  

 （ 10）高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物の促進  

高齢社会に的確に対応し、かつ障害のある人が社会生活の中で自立した生活

をおくるための施設整備を促進している。  

 （ 11）建築物の省エネルギー化の促進  

省エネ法に基づく建築物の省エネ措置の周知を図るなどにより、建築物の省

エネルギー化を促進している。  

 

第４ 予算執行状況  

建設部における平成２１年度の予算執行状況（支出済額を節ごとに合計したもの

で、繰越明許費や特別会計、事業調整費を含む）は以下のとおりである。  

これによると、道路工事などに関わる１５節「工事請負費」が大きな割合を占め

ていることが分かる。  

また、設計測量にかかわる１３節「委託料」、用地取得・補償などにかかわる１

７節「公有財産購入費」や２２節「補償、補填及び賠償金」の額が大きいことも建

設部の特徴である。  

 

（注）この予算執行状況は、各県民局及び各地域事務所で執行された額を合計したも

のであり、職員の給料など本庁で執行された額は含まれていない。  

   また、地域事務所管内の事業であっても、決裁権限との関係から県民局で執行

された額については、県民局の欄に計上されている。  
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第５ 道路事業について  

１ 事業進行の流れ  

ここで、建設部の主要事業である道路事業について概観する。  

道路事業における事業進行の流れを図示すると次頁のとおりである（なお、前

述のとおり、地域事務所においては、地域建設課が管理課と維持補修課に相当す

る業務を行っており、地域事業推進室が建設企画課と用地課、工務課に相当する

業務を行っている）。  

２ 地方振興局から県民局に再編されたことにより、大きく変わった点  

地方振興局体制時には、９地方振興局にそれぞれ局長と建設部長が配置されて

いたので、原則として地方振興局で事務が完結していた。  

ところが、県民局体制に再編されて３県民局・６地域事務所となり、地域事務

所には建設部長がいないため、決裁権限との関係で一部工事の入札・契約・支払

が県民局で行われるようになるなど、地域事務所で事務が完結しない事態が発生

することとなった。  

そのため、現在ではほとんど毎週、地域事務所の職員が県民局に出張する必要

が生じている。  

特に、工事の執行に関する事務についてその影響が大きいと考えられるので、

続いて入札の現状を概観する。  
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【 道路事業における事業進行の流れ 】  

 

業　務　の　内　容 担当課 業務委託

 １）地元要望や市町村との調整 工務課

 ２）事業事前評価（１億円以上） 工務課

 ３）平面・縦横断測量 工務課 あり

 ４）詳細設計 工務課 あり

↓

 １）地元説明 工務課、用地課

 ２）用地測量、補償物件調査 工務課、用地課 あり

 ３）用地交渉 工務課、用地課

 ４）用地契約、法務局登記 用地課

↓

 １）工事の発注単位で設計書（予定価格算出）を作成 工務課

 ２）入札、契約を行う
建設企画課
（総務課）

 ３）現地工事の現場監督や地元調整を行う 工務課

 ４）工事の検査を行う 検査参事

 ５）契約金額の支払い （総務課）

↓

 １）日々の道路パトロールを行う 維持補修課 あり

 ２）舗装や水路が痛めば、その補修工事等を行う 維持補修課

 ３）道路と民地との土地境界立会要請等に対応 管理課

 ４）照明柱や照明灯のメンテナンス 維持補修課 あり

 ５）道路路肩部分の除草 維持補修課 あり

 ６）死骸処理や各種苦情対応 維持補修課

調査・
計画
期間

用地
買収
期間

設計書
入札・
工事
期間

維持
管理
期間



193 

第６ 入札の現状  

１ 契約方法について  

地方自治法第２３４条で、売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、

指名競争入札、随意契約又はせり売りの方法により締結するものとされ（同条第

１項）、指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当すると

きに限り、これによることができるとされている（同条第２項）。  

なお、一般競争入札および指名競争入札とは、以下のような契約方式である。  

①   一般競争入札  

一般競争入札は、契約に関する公告をし、一定の資格を有する不特定多数の

者をして入札の方法によって競争させ、最も有利な条件を提供した者との間に

契約を締結する契約方式である。  

②   指名競争入札  

指名競争入札は、資力信用その他について適当である特定多数の競争参加者

（原則として３名以上）を選んで入札の方法によって競争させ、最も有利な条

件を提供した者との間に契約を締結する契約方式である。  

２ 岡山県における一般競争入札（条件付）の対象工事  

岡山県が発注する建設工事に関し、一般競争入札（条件付）実施要領が定めら

れており、その第２条に対象工事が規定されている。  

 

第２条 入札の対象となる建設工事は、設計金額（消費税額及び地方消費税の額

を含む。以下この条において同じ。）が別表に掲げる建設工事の種類ごと

に同表に定める金額以上の工事（設計金額が地方公共団体の物品等又は特

定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第３条

第１項に規定する総務大臣の定める額以上の工事を除く。）とする。  

   別表  

建設工事の種類  金 額  

土木一式工事（橋梁上部工事等の特殊な工事を除く。）

又は建築一式工事  

 

１千万円 

上記以外の工事  ４千万円  
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したがって、土木一式工事（橋梁上部工事等の特殊な工事を除く。）又は建築一

式工事では設計金額が１千万円未満であれば指名競争入札の方法によることがで

き、それ以外の工事では設計金額が４千万円未満であれば指名競争入札の方法に

よることができることとなっている。  

３ 決裁権限  

次に、工事の執行に関する事務について、県民局における決裁権限を確認する。  

 【 県民局共通決裁事項 】  

 

１件２億円未満の工事の執行（岡山県工事執行規則に基づくものをいう）の

決定（入札の公告、指名入札者の指名、入札予定価格、最低制限価格及び調査

基準価格の決定を含む）及び建設工事に準ずる委託の決定（変更により１件２

億円以上となるものであらかじめ知事の承認を受けたものに係る決定を含む）  

ア １件１億円以上の工事（設計金額による。以下同じ）  局長  

イ １件１千万円以上１億円未満の工事          部長  

ただし、農林水産事業部及び建設部にあっては、軽易な変更（設計変更

の額が起工工事価格の３割以内のもので、工事の施工に当たって重要な変

更を伴わないもの）に係るものであって、あらかじめ地域事務所の課室で

執行することとされたものに限り、副部長とする。  

ウ １件１千万円未満の工事               部長  

ただし、指名競争入札における指名入札者の指名に係る事務を除くもの

については、農林水産事業部及び建設部にあっては、副部長とする。  

   （注）イのただし書きは、平成２２年４月以降に変更された部分である。  

 

この結果、地域事務所管内の工事であっても、設計金額が１件１千万円以上の

ものについては、建設部長の決裁を受けなければならず、地域事務所で事務が完

結しないこととなった。  

また、設計書類は図面等があり、機密保持の必要も高いため、電子送信や郵送

などの方法によることが困難で、現状ではほとんど毎週、地域事務所の職員が書

類を県民局に持参して、建設部長の決裁を受けている。  

さらに、１件１千万円未満の工事であっても、「指名競争入札における指名入札

者の指名に係る事務」は建設部長の決裁事項とされている。  
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そこで、次に入札指名委員会及び入札調査委員会について概観する。  

４ 入札指名委員会及び入札調査委員会  

 （１）入札指名委員会について  

岡山県が発注する建設工事等に係る指名競争入札に参加する者の指名につい

て調査審議を行うため、入札指名委員会を設置することとされており、その所

掌事務は次の事項の調査審議である。  

① 岡山県工事執行規則に定める工事の請負契約に係る指名競争入札に参加さ

せる業者の指名  

② 岡山県事務処理規則に定める工事及び用地買収に係る調査、測量、試験及

び設計の委託契約に係る指名競争入札に参加させる業者の指名  

③ 低入札価格調査に基づく落札の可否  

 （２）入札調査委員会について  

岡山県が発注する建設工事の一般競争入札（条件付）について調査審議を行

うため、一般競争入札（条件付）調査委員会を設置することとされており、そ

の所掌事務は次の事項の調査審議である。  

① 入札参加資格及び入札の公告内容等  

② 入札参加資格の審査、確認及び入札不調後の取扱い  

③ 低入札価格調査に基づく落札の適否  

 （３）構成メンバー  

具体例として、東備地域事務所管内の工事に関する入札指名委員会及び入札

調査委員会の構成メンバーを挙げると、以下のとおりとなっている。  

 

備前県民局：建設部長、副部長２名、管理課長、建設企画課長、用地課長  

東備地域事務所：副部長  

 

したがって、地域事務所の副部長は、入札指名委員会及び入札調査委員会に

出席するため、ほとんど毎週、県民局に出張しているのが現状である。  
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５ 平成２１年度の工事入札件数  
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第７ 他県の動向  

第５章でも触れたとおり、近年多くの都道府県において総合出先機関の廃止が検

討されているところであるが、滋賀県でも、平成２１年４月から地域振興局制度を

廃止し、行政分野ごとに単独事務所を設置している。  

ここで、滋賀県が平成２０年１０月に策定した「総合地方機関の見直し方針」か

ら、土木部門における組織再編の概要を紹介する。  

 

土木部門においては、現在の振興局等の建設管理部では、各種社会基盤整備

事業の調査・設計、用地取得から現場施工管理、公物（道路、河川等）管理、

開発・建築に伴う許認可など現地性の極めて高い事務を行っており、県民の安

心安全や生活環境への関心の高まりから身近な社会資本へのきめ細やかなメン

テナンスや整備ニーズも高まっており、また、水防、雪寒、事故等の対応は緊

急性、迅速性が求められます。  

このため、所管区域を現行どおりとして、現在の振興局等の建設管理部を土

木事務所に再編します。  

また、建築確認等の事務については、集約化を図ります。  

 

第８ 結果及び意見  

１ 地域事務所管内の事業は、なるべく地域事務所で事務が完結できるような体制

の確立を目指すべきである（意見）  

地方振興局から県民局へ再編した結果、ほとんど毎週、地域事務所の職員が県

民局に出張する必要が生じている。  

人員と経費の削減、行政効率の向上が求められている中で、地域事務所の事務

を完結させるために時間・労力・経費をかけて地域事務所の職員が県民局に出張

することは、全くもって非効率というほかない。  

さらに、業務の担当者と決裁権者が別の庁舎にいたのでは、説明・議論をする

ことも必然的に少なくなり、意思決定の迅速化も図れない。  

この点、平成１７年１月に岡山県が策定した「地方振興局の再編」でも、再編

に伴う課題への対応として、「支局で実施する事務のうち、支局のエリアに関する

事務は支局で完結できるよう、支局に配置する責任者に権限を付与します。地域
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庁舎における窓口対応業務等についても、県民サービスの観点から地域庁舎で完

結するよう、地域庁舎に課を設置し、その責任者に権限を付与します。」とされて

おり、支局や地域庁舎で事務が完結できるような体制の確立が指向されていた。  

これは、再編の進め方として、平成１７年４月からの第１段階で３県民局・６

支局体制に移行し、平成２１年４月からの第２段階で３県民局・６地域庁舎体制

に移行し、平成２１年４月の再編完了時には、建設部においても、維持補修や窓

口対応業務等を除いて、県民局に業務を集約することを前提にしていたためと考

えられる。  

ところが現実には、土木工事関連業務を含め多くの業務を地域事務所で引き続

き行うこととなった。  

その原因は、①総合出先機関を廃止し、単独事務所を設置した滋賀県において

も、「土木部門においては・・・現地性の極めて高い事務を行っており」、「所管区

域を現行どおりとして、現在の振興局等の建設管理部を土木事務所に再編します」

とされ、また、岡山県の平成１７年再編における業務仕分けの基本的な考え方に

おいても、「土木行政における現場事務所には、現地調査、用地取得、工事の設計、

入札、施工、完了検査、施設の維持管理までの一連の作業を一体として行う機能、

さらには災害時における拠点としての機能がそれぞれ求められており、県内どこ

へでも一定の時間・距離で到着することのできる場所に事務所を構える必要があ

る」とされていたとおり、建設部の業務はなお現場との関連性が強いこと、②支

局機能縮小の前提となる市町村への事務・権限移譲等も十分に進んでいないこと

と考えられる。  

結局のところ、現状では県民局へ再編したためかえって合理的な運営ができな

くなっている点があるといわざるを得ない。  

そこで、地域事務所管内の事業は、なるべく地域事務所で事務が完結できるよ

うな体制の確立を目指すべきである。  

ただし、地域事務所の工事発注権限を拡大することによって、地域事務所の職

員を増員する必要が生じるのではないかという懸念も指摘されており、県民局か

ら地域事務所へ異動させるなどの工夫を行い、総人員を増加させないようにする

必要はある。  
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２ 工事の執行に関する事務の決裁権限を見直すべきである（意見）  

前記のとおり、地域事務所管内の事業は、なるべく地域事務所で事務が完結で

きるような体制の確立を目指すべきであるが、体制確立までの当面の方策として、

工事の執行に関する事務の決裁権限を見直すべきである。  

このことは、平成１７年１月に岡山県が策定した「地方振興局の再編」で「支

局で実施する事務のうち、支局のエリアに関する事務は支局で完結できるよう、

支局に配置する責任者に権限を付与します。」としていた方向性にも合致する。  

特に、平成１７年４月からの第１段階で３県民局・６支局体制に移行した際、

支局に配置されていた責任者に４千万円未満の工事に関する決裁権限が付与され

ていたことを考慮すると、現在の地域事務所副部長にも同程度の決裁権限を付与

することが相当である。  

そうすれば、地域事務所内において完結する事務が増え、行政効率が向上する

上、権限を与えられた職員が意欲と責任を持って業務に当たり、能力向上にもつ

ながると考えられる。  

３ 入札調査委員会及び入札指名委員会にテレビ会議システムを導入するなど、合

理化の方策を検討すべきである（意見）  

地域事務所の副部長は、入札指名委員会及び入札調査委員会に出席するため、

ほとんど毎週、県民局に出張しているのが現状である。  

一堂に会して議論することの利点はあるものの、やはり移動にかかる時間・労

力・経費の無駄は否めない。  

特に、前記のとおり副部長の権限を強化する場合には、必然的に業務量が増え

ると考えられ、一層の合理化が必要である。  

そこで、入札調査委員会及び入札指名委員会にテレビ会議システムを導入する

など、合理化の方策を検討すべきである。  

４ 建設部と農林水産事業部との人事交流を活発化し、建設土木職の職員に農林土

木職の業務ができる能力をつけさせるべきである（意見）  

詳細は農林水産事業部における結果及び意見で述べたとおりであるが、将来に

向けて建設部と農林水産事業部との人事交流を更に活発化すべきである。  

このことは、各職員の能力アップにもつながり、今後の柔軟な組織変更を可能

にする効果を持ち、ひいては、人件費の削減効果も期待できる。  
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